
※本冊子に記載されているすべての情報は、著作権法およびその他の法律により保護されています。
　無断での引用や転載、複製は禁じられています。

サステナビリティレポート 2023（2023.9_2）

フリーダイヤル受付時間/午前10:00~午後5：00
（土日・祝日・夏期・年末年始の休業日を除きます。）

大東建託株式会社　〒108-8211 東京都港区港南 2-16-1  　https://www.kentaku.co.jp

お客様サービス部

0120-1673-43
cs@kentaku.co.jp

https://www.kentaku.co.jp
mailto:cs@kentaku.co.jp


Contents
3

10

15

18

23

31

33

35

36

38

39

41

44

45

50

51

53

55

63

65

66

統合報告書

企業・IR情報

株主総会

決算説明会

コーポレート・ガバナンス報告書

サステナビリティレポート

有価証券報告書

FACTBOOK

株主通信

ESG説明会

IR／SR（株主、投資家とのミーティング等）

サステナビリティ
https://www.kentaku.co.jp/corporate/csr/https://www.kentaku.co.jp/corporate/ir/

財務情報 非財務情報情報体系図

報告書

WEB

対話

サステナビリティレポートについて
■ 発行の目的
大東建託グループの非財務情報を中心に、企業価値の向上につながる特に重要な情報を集約・説明することで、株主様・投資家様を
はじめとした幅広いステークホルダーのみなさまに当社グループのサステナビリティに関する取り組みへの理解を深めていただく。

■ 対象読者
株主様・投資家様を中心としたステークホルダーのみなさま

■ 各種指標
特に記載のない限り、「期間」で捉えられる数値は2022年度 （2022年4月～2023年3月末）、その他は2023年3月末時点 の数値

■ 対象期間
2022年度（2022年4月～2023年3月末） ※一部取り組みについては、2023年8月まで含む

■ 発行時期
2023年9月

■ 将来の見通しに関する注意事項
本レポートに記載されている将来に関する記載は、本レポートの発行日現在における将来見通し、計画の基となる前提、予測を含んで
記載しており、当社としてその実現を約束する趣旨のものではありません。実際の内容は、今後さまざまな要因によって、大きく異なる
結果となる可能性があります。

■ 第三者保証
本レポートに記載されている★の付された2022年度の環境データについて信頼性を確保するため、第三者保証を受けました。
詳細については、「第三者保証」（P.62）をご参照ください。

経営理念

大東建託グループパーパス

サステナビリティ基本方針

当社グループはこれまでオーナー様や入居者様の人生に寄り添い、想いを託され、
その託された想いを実現しようと、従業員が一丸となり取り組んできました。
そして、これからも、その想いを次の世代、未来へとつないでいくこと、
それが、当社グループの存在価値であると考え「パーパス」を策定しました。

我が社は、限りある大地の最有効利用を
広範囲に創造し、実践して社会に貢献する。

「託すをつなぎ、未来をひらく。」

大東建託グループは、豊かな暮らしを支える企業として、
社会の変化を成長の機会と捉え、
ステークホルダーのみなさまと共に、事業活動の発展と
持続可能な社会の実現を目指します。

特別対談

サステナビリティを主軸とした経営へ

マテリアリティトピックス

７つのマテリアリティ

環境への取り組み

環境経営

気候変動

生物多様性と持続可能な木材調達

汚染防止と廃棄物削減

水使用

サプライチェーン（環境）

社会への取り組み

サプライチェーン・マネジメント

健康経営

労働安全衛生管理

品質管理

地域社会・コミュニティ

ガバナンスへの取り組み

コーポレートガバナンス

リスクマネジメント

腐敗防止

Date

環境データ

社会データ

ガバナンスデータ

イニシアティブへの参画・外部評価・外部基準 
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大東建託株式会社
代表取締役 社長執行役員

竹内 啓

サステナビリティ
世代を超えてつなぐ
長期的な価値創造

特別対談

CSRデザイン環境投資顧問株式会社 
代表取締役社長 

堀江 隆一

サステナビリティの重要性が高まるなか、

企業に対するステークホルダーの

環境・社会・ガバナンス（ESG）への期待は、

より一層大きくなっています。

不動産分野でのESGの取り組みに

長く携わってきた堀江隆一氏をお招きし、

当社グループが大切にしてきた価値、そして今後、目指すべき

未来の姿について、語り合いました。
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竹内 啓（たけうち けい）　 
大東建託株式会社 代表取締役 社長執行役員

竹内 啓（以下、竹内） この度、当社グループは、「託

すをつなぎ、未来をひらく。」というパーパスを策定

しました。全役員が一年間討議を重ね、自分ごとと

して取り組みました。私はこの中に大きく、2つの想

いがあると考えています。まず1つ目は、当社グルー

プは創業以来お客様の人生に寄り添ってきたとい

うこと。2つ目は従業員がお客様の想いに応え、託さ

れ、その活力によって成長をしてきたということで

す。

　サステナビリティ、持続可能性について考えたと

きに、お客様のことが思い浮かびます。初めて当社

に発注していただいたときは、まだ幼かったお子

様が、現在では親御さんの賃貸事業を継がれて大

家さんになっていることが多くあります。そして、お

客様が所有する土地は代々受け継いできたもの

で、ご自身の代で売却することなく次の代へもつな

いでいきたいという思いを持っている方が非常に

多くいらっしゃいます。「託すをつなぎ、未来をひら

く。」は当社のビジョンでありながら、そんなお客様

の願いも乗せたものになっていると感じています。

堀江 隆一氏（以下、堀江） サステナビリティという言

葉の本質的な意味に気付かされる

お話ですね。「サステナビリティ」とい

う言葉は、1987年、国連の「ブルント

ラント委員会（環境と開発に関する

世界委員会）」において、初めて登場

しました。意訳すると、「地球環境を

良好なまま次世代に託して、よりよい

未来につないでいく」となります。土

地と地球環境という規模感の違いは

ありますが、世代を超えてつなぎ、未

来をひらいていくという考え方は、御

社のパーパスと通じるものがあると

感じますね。

堀江 CSR（企業の社会的責任）というと、本業とは

別のところで何か良いことをする社会貢献活動の

イメージが強いですが、現在のESGやサステナビリ

ティは、環境や社会の課題解決に取り組み、それを

企業の成長や企業価値の向上につなげることを目

指すものです。そうした取り組みを実践する企業に

投資するのが「ESG投資」で、投資の考え方はここ

20年程で大きく変わってきています。

　短期の投資家は、直近数ヵ月分の財務情報を中

心に投資判断を行いますが、長期の投資家になれ

ばなるほど、いわゆる「非財務情報」にあたる環境

や社会、ガバナンスに対する企業の中長期的な取

り組みを投資判断の材料として評価する割合が高

くなっていきます。

竹内 私も、ガバナンスはもちろん、環境や社会の課

題解決に向けて、企業として取り組んで行くべきこ

とを踏まえ、長期的な視点の基に積極的な投資や

事業展開をし、企業の成長につなげていかなけれ

ばならないと考えています。

　創業から100年を超えるような老舗企業ほど、自

社の利益だけを求めるような考え方をしません。自

社の長期的な成長と合わせて社会に対して貢献し

ていきたいという強い思いと行動が相まって、長く

継続・存続できているのではないでしょうか。

堀江 私が基準づくりで参加している「GRESB（不動

産業界のESG評価の世界標準）」では、8つの重要

課題※1を設定しています。そのうち4つは環境に関

するもので、「脱炭素」、「レジリエンス」、「エンボ

ディド・カーボン※2」、そして「生物多様性」です。御

社グループでも、環境に関する課題を含むマテリ

アリティ（重要課題）を設定されたと伺いました。

竹内 当社グループでは「環境」、「社会」、「人材・組

織」、「企業統治」、「土地資産」、「賃貸住宅」、「くら

し・生活」という「7つのマテリアリティ」を策定して、

マテリアリティごとにサステナビリティ推進会議に

おいて議論を重ねています。さらに、KPI（重要業績

評価指標）を作成し、課題解決に向けた取り組みの

進捗を評価し開示する仕組みをつくり推進してい

る最中です。（詳細はP9）

堀江  御社グループは、気候変動に対応した

「RE100」にも取り組まれています。また、「SBT」の

ネットゼロ目標にコミットされていることは素晴ら

しいと思います。これをどのように実現していくか

が重要になってきますね。

竹内 当社グループが供給する建物の約8割は、

2×4工法やCLT (クロス・ラミネイティド・ティン

バー)工法などの木造系なので、木材の適切な使用

によるCO2の固定化に関しても貢献しています。さ

らに、最近は「ZEH※3（ゼロ・エネルギー・ハウス）住

宅」や「LCCM※4（ライフ・サイクル・カーボン・マイ

ナス）住宅」にも力を入れています。

　RE100への取り組みとしては、管理建物の屋根

への太陽光パネルの設置など、太陽光発電の普及

を推進していますが、太陽光発電では日中の電力

しか確保できないという課題があります。再生可能

エネルギーの十分な確保に向けて、現在、バイオマ

ス発電事業にも新たに取り組んでいます。国産材

のチップを使用した発電と併せ、将来的には建物

の解体時に生じる廃材をチップにして利用するこ

とも検討しています。新築時には構造材をプレカッ

トするなど、廃材を極力削減していく取り組みと合

わせて、RE100の目標達成に挑戦していきます。

堀江 2つの観点から見て、とても良い取り組みだと

思います。1つは森林伐採ではなく廃材の再利用で

チップとして使っていくという「サーキュラーエコノ

ミー」的な考え方。もう1つは、「追加性がある再生

可能エネルギー」という点です。RE100の達成だけ

を考えると、条件を満たした非化石証書を購入する

形でもいいですが、それでは市場の再生可能エネ

ルギーを取り合っているだけになってしまい、社会

全体の供給量が増えることにはつながりません。そ

れに対し、御社グループは再生可能エネルギーの

供給量を新しくバイオマス発電という形で自前で

増やされている。これは「追加性がある」ということ

で、非常に価値が高いです。

竹内 当社グループは、事業活動を通した脱炭素に

向けた取り組みとして、2017年度に日本で初めてと

なるZEH基準を満たす賃貸住宅を完成させて以来、

ZEH賃貸住宅の推進を積極的に進めてきました。

2022年度は「ZEH元年」と位置付けるなど、ZEH仕様

の標準化を進め、約5万6千戸（2023年8月末時点）

の契約をいただくことができました。

　今後もさらなる供給を続けていきますが、次の課

題は、ZEH賃貸住宅とそれ以外の住宅の差別化にあ

ります。気候変動への関心が高まる中、入居者様が

物件を選ぶ際に、その物件の省エネ性能にも関心

が高まってくると考えています。今まで建物自体に関

する情報としては、構造種別くらいしか表示がありま

せんでしたが、これからは、断熱性能の違いのような

省エネ性能に関する情報を開示するなど、新たな表

示による入居者様への訴求方法を業界として模索し

ているところです。

堀江 車や家電を買うときは誰もが燃費を気にします

が、建物となるとなぜか省エネ性能をあまり気にしま

せん。私もこれは変えていきたいと思っていて、省エ

ネ性能や再生可能エネルギーの取り入れを分かりや

すく表示するマークなど、今まさに議論をしていると

ころです。この広まりは非常に期待されますね。

竹内 気候変動による災害が各地で頻発し、しかも

被害が甚大化しています。こうした自然災害にどう

対応していくかについても、当社グループにとって

大きな課題です。取り組みには2つの方向があると

考えます。1つは、災害発生時でも生活を持続でき

る災害に強い商品の開発です。例えば水害対策と

して、建物の1階は浸水した場合でも早期復旧が比

較的容易なRC（鉄筋コンクリート）造に、浸水可能

性が極めて低い2階・3階は木造2×4工法として居

住空間を集約した商品をすでに開発しています。も

う1つは、災害発生後、入居者様、オーナー様への

迅速な対応を可能にする「救援体制の構築」です。

これについては、東日本大震災での経験から災害

時の救援体制を再構築し、以降の災害では、入居

者様、オーナー様、取引会社様に対して復興に向け

た迅速な対応を実践できるようになりました。

　賃貸住宅は一つの生活インフラです。当社グルー

プは「賃貸住宅管理業」を核とした地域防災活動へ

の貢献を考えており、その理念を「大東建託グルー

プ防災ビジョン2030」として集約しました。グループ

全体が地域の “もしも”  に寄り添い、災害時には1日

も早い復興で地域全体の復興に寄与するよう考えて

います。（詳細はP45）

　具体的には、賃貸住宅のみならず、ガスや生活支

援サービス供給など当社グループ事業による生活

インフラの維持、賃貸建物や支店などの事業拠点を

地域防災「共助」の起点とした、電力や備蓄品、災害

情報の提供などによる早期復興支援、そして、地域・

自治体・教育機関と連携し、地域を守る防災リーダー

の育成です。

堀江 建物というハード面だけでなく、その後の運営

管理がどうなされているかがポイントですね。企業

に求められる「レジリエンス」は、ときに人の命に関

わることもあり、災害大国日本においての重要性は

非常に高いと思います。レジリエンスを見える化す

ると、投資の最初のデューデリジェンス※5の段階に

おいて、重要な判断要素となると確信しています。

堀江 欧州を中心とした投資家の間では、業種を問

わず人権に関する意識が非常に高くなっています。

日本の建築現場では外国人の労働者が非正規で雇

われていたり、あるいは強制労働に近い状態だった

りと課題が多くあります。また、建築部材について

も、例えば、中国の新疆ウイグル自治区で作られて

る太陽光パネルを利用しているケースなどが考え

られます。人権デューデリジェンスをさらに推進し、

問題点を調べ改善していく、そういうプロセスをサ

ステナビリティ推進委員会での論点の一つとして検

討していくことが求められています。

竹内 これまでもステークホルダーのみなさまとの協

働の中で、人権への配慮はしていましたが、サステナ

ビリティ経営の推進においては、事業活動を通じて人

権尊重の責任を果たすことが重要だと考えています。

　当社グループでは、建築現場において、海外からの

技能実習生や特定技能者の受け入れを行っています

が、技能実習生に対しては監理団体が、特定技能者

に対しては当社の現場担当者が対面やオンラインで

職場環境や業務内容、給与、生活面などについて定

期的な面談を行い、メンタルケアを実施しています。

堀江 人権の課題を第一歩として、次には「多様性」、

「包摂性」、「公平性」という概念があります。日本で

は、このうち「公平性」があまり理解されていません。

　日本では、女性が管理職になる事例はまだ少ない

ですよね。そこで、女性管理職登用に向けた研修や

産休・育休後の職場復帰の研修など女性に限定した

制度を拡充させていく。そうすると「不平等じゃない

か」という意見がでます。これは「平等」と「公平」は

違うということが、まだ十分に理解されていないか

らです。

　例えば、目の前に壁があって上からしか景色が

見えないとします。背が高い人は、何もしなくても

そのまま景色が見えます。しかし、背が低い人や子

どもは踏み台に立たないと景色が見えません。背

が低い人に踏み台を貸すことは、不平等でなく、公

平だという考え方です。

竹内 「公平性」を実践する仕組みは当社グループに

も必要と考えています。特に建築業界は男性優位の

傾向が強く、個人の力だけで乗り越えていくのは難

しい。まず女性が管理職になるためのステップを用

意し、バックアップをしています。また、経営層にお

いても、現在、女性取締役が1名ということもあり今

後、改善の必要があると考えています。

　将来、経営に携わる人たちを育てるためには、そ

の前の代から人材の育成を始めていかなければな

りません。そのための仕組みづくりの検討をスタート

したばかりですが、女性がどう活躍していけるか、ま

た、女性に限らず、どのような人を採用するかなど、

長期的な視点で取り組んでいく必要があります。

　各現場から上がってくる課題は、そのまま社会課

題につながっていることも多くあります。グローバル

な課題と共に、それらに向き合うことで、当社グルー

プの持続可能性を高めていきたいと考えています。

新しいパーパスと
サステナビリティの共通項

脱炭素社会への取り組み、
「これまで」と「これから」

環境や社会の課題に立ち向かう企業を評価する
「ESG投資」がますます世界の潮流に

堀江 隆一（ほりえ りゅういち）　 CSRデザイン環境投資顧問株式会社   代表取締役社長  
1964年東京都生まれ。 1987 年東京大学法学部卒、カリフォルニア大学バークレー校経営大学院
修士、 日本興業銀行、メリルリンチ証券、ドイツ証券に合計22 年間勤務。2010年に環境不動産
（グリーンビルディング）に関する投資助言を主業とする CSRデザイン環境投資顧問株式会社を
共同で設立し、不動産投資・運用における ESG 組込みの助言業務や、サステナブルファイナンス
に係る国内外の制度・動向についての調査研究業務を行う。

※1 上記のほか、社会の「多様性、公平性、包摂性」「健康とウェルビーイング」「人権」、ガバナンスの「サイバーセキュリティ」がある。 
※2 建設に使用される建材の製造・輸送・設置などに起因する温室効果ガス。
※3 ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（Net Zero Energy House）の略。建物で消費する年間の一次消費エネルギー量（設備機器のエネルギーを熱量換算した合計値）の収支をプラスマイナスゼロにする住宅のこと。
※4 ライフ・サイクル・カーボン・マイナス（Life Cycle Carbon Minus）の略。建物のライフサイクル（建築から解体まで）におけるCO2の収支をマイナスにする住宅のこと。一般財団法人住宅・建築SDGs推進センターの
登録商標です。当社は、使用許諾に基づき使用しています。
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竹内 啓（たけうち けい）　 
大東建託株式会社 代表取締役 社長執行役員

竹内 啓（以下、竹内） この度、当社グループは、「託

すをつなぎ、未来をひらく。」というパーパスを策定

しました。全役員が一年間討議を重ね、自分ごとと

して取り組みました。私はこの中に大きく、2つの想

いがあると考えています。まず1つ目は、当社グルー

プは創業以来お客様の人生に寄り添ってきたとい

うこと。2つ目は従業員がお客様の想いに応え、託さ

れ、その活力によって成長をしてきたということで

す。

　サステナビリティ、持続可能性について考えたと

きに、お客様のことが思い浮かびます。初めて当社

に発注していただいたときは、まだ幼かったお子

様が、現在では親御さんの賃貸事業を継がれて大

家さんになっていることが多くあります。そして、お

客様が所有する土地は代々受け継いできたもの

で、ご自身の代で売却することなく次の代へもつな

いでいきたいという思いを持っている方が非常に

多くいらっしゃいます。「託すをつなぎ、未来をひら

く。」は当社のビジョンでありながら、そんなお客様

の願いも乗せたものになっていると感じています。

堀江 隆一氏（以下、堀江） サステナビリティという言

葉の本質的な意味に気付かされる

お話ですね。「サステナビリティ」とい

う言葉は、1987年、国連の「ブルント

ラント委員会（環境と開発に関する

世界委員会）」において、初めて登場

しました。意訳すると、「地球環境を

良好なまま次世代に託して、よりよい

未来につないでいく」となります。土

地と地球環境という規模感の違いは

ありますが、世代を超えてつなぎ、未

来をひらいていくという考え方は、御

社のパーパスと通じるものがあると

感じますね。

堀江 CSR（企業の社会的責任）というと、本業とは

別のところで何か良いことをする社会貢献活動の

イメージが強いですが、現在のESGやサステナビリ

ティは、環境や社会の課題解決に取り組み、それを

企業の成長や企業価値の向上につなげることを目

指すものです。そうした取り組みを実践する企業に

投資するのが「ESG投資」で、投資の考え方はここ

20年程で大きく変わってきています。

　短期の投資家は、直近数ヵ月分の財務情報を中

心に投資判断を行いますが、長期の投資家になれ

ばなるほど、いわゆる「非財務情報」にあたる環境

や社会、ガバナンスに対する企業の中長期的な取

り組みを投資判断の材料として評価する割合が高

くなっていきます。

竹内 私も、ガバナンスはもちろん、環境や社会の課

題解決に向けて、企業として取り組んで行くべきこ

とを踏まえ、長期的な視点の基に積極的な投資や

事業展開をし、企業の成長につなげていかなけれ

ばならないと考えています。

　創業から100年を超えるような老舗企業ほど、自

社の利益だけを求めるような考え方をしません。自

社の長期的な成長と合わせて社会に対して貢献し

ていきたいという強い思いと行動が相まって、長く

継続・存続できているのではないでしょうか。

堀江 私が基準づくりで参加している「GRESB（不動

産業界のESG評価の世界標準）」では、8つの重要

課題※1を設定しています。そのうち4つは環境に関

するもので、「脱炭素」、「レジリエンス」、「エンボ

ディド・カーボン※2」、そして「生物多様性」です。御

社グループでも、環境に関する課題を含むマテリ

アリティ（重要課題）を設定されたと伺いました。

竹内 当社グループでは「環境」、「社会」、「人材・組

織」、「企業統治」、「土地資産」、「賃貸住宅」、「くら

し・生活」という「7つのマテリアリティ」を策定して、

マテリアリティごとにサステナビリティ推進会議に

おいて議論を重ねています。さらに、KPI（重要業績

評価指標）を作成し、課題解決に向けた取り組みの

進捗を評価し開示する仕組みをつくり推進してい

る最中です。（詳細はP9）

堀江  御社グループは、気候変動に対応した

「RE100」にも取り組まれています。また、「SBT」の

ネットゼロ目標にコミットされていることは素晴ら

しいと思います。これをどのように実現していくか

が重要になってきますね。

竹内 当社グループが供給する建物の約8割は、

2×4工法やCLT (クロス・ラミネイティド・ティン

バー)工法などの木造系なので、木材の適切な使用

によるCO2の固定化に関しても貢献しています。さ

らに、最近は「ZEH※3（ゼロ・エネルギー・ハウス）住

宅」や「LCCM※4（ライフ・サイクル・カーボン・マイ

ナス）住宅」にも力を入れています。

　RE100への取り組みとしては、管理建物の屋根

への太陽光パネルの設置など、太陽光発電の普及

を推進していますが、太陽光発電では日中の電力

しか確保できないという課題があります。再生可能

エネルギーの十分な確保に向けて、現在、バイオマ

ス発電事業にも新たに取り組んでいます。国産材

のチップを使用した発電と併せ、将来的には建物

の解体時に生じる廃材をチップにして利用するこ

とも検討しています。新築時には構造材をプレカッ

トするなど、廃材を極力削減していく取り組みと合

わせて、RE100の目標達成に挑戦していきます。

堀江 2つの観点から見て、とても良い取り組みだと

思います。1つは森林伐採ではなく廃材の再利用で

チップとして使っていくという「サーキュラーエコノ

ミー」的な考え方。もう1つは、「追加性がある再生

可能エネルギー」という点です。RE100の達成だけ

を考えると、条件を満たした非化石証書を購入する

形でもいいですが、それでは市場の再生可能エネ

ルギーを取り合っているだけになってしまい、社会

全体の供給量が増えることにはつながりません。そ

れに対し、御社グループは再生可能エネルギーの

供給量を新しくバイオマス発電という形で自前で

増やされている。これは「追加性がある」ということ

で、非常に価値が高いです。

竹内 当社グループは、事業活動を通した脱炭素に

向けた取り組みとして、2017年度に日本で初めてと

なるZEH基準を満たす賃貸住宅を完成させて以来、

ZEH賃貸住宅の推進を積極的に進めてきました。

2022年度は「ZEH元年」と位置付けるなど、ZEH仕様

の標準化を進め、約5万6千戸（2023年8月末時点）

の契約をいただくことができました。

　今後もさらなる供給を続けていきますが、次の課

題は、ZEH賃貸住宅とそれ以外の住宅の差別化にあ

ります。気候変動への関心が高まる中、入居者様が

物件を選ぶ際に、その物件の省エネ性能にも関心

が高まってくると考えています。今まで建物自体に関

する情報としては、構造種別くらいしか表示がありま

せんでしたが、これからは、断熱性能の違いのような

省エネ性能に関する情報を開示するなど、新たな表

示による入居者様への訴求方法を業界として模索し

ているところです。

堀江 車や家電を買うときは誰もが燃費を気にします

が、建物となるとなぜか省エネ性能をあまり気にしま

せん。私もこれは変えていきたいと思っていて、省エ

ネ性能や再生可能エネルギーの取り入れを分かりや

すく表示するマークなど、今まさに議論をしていると

ころです。この広まりは非常に期待されますね。

竹内 気候変動による災害が各地で頻発し、しかも

被害が甚大化しています。こうした自然災害にどう

対応していくかについても、当社グループにとって

大きな課題です。取り組みには2つの方向があると
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る災害に強い商品の開発です。例えば水害対策と
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う1つは、災害発生後、入居者様、オーナー様への

迅速な対応を可能にする「救援体制の構築」です。

これについては、東日本大震災での経験から災害

時の救援体制を再構築し、以降の災害では、入居

者様、オーナー様、取引会社様に対して復興に向け

た迅速な対応を実践できるようになりました。

　賃貸住宅は一つの生活インフラです。当社グルー

プは「賃貸住宅管理業」を核とした地域防災活動へ

の貢献を考えており、その理念を「大東建託グルー

プ防災ビジョン2030」として集約しました。グループ

全体が地域の “もしも”  に寄り添い、災害時には1日

も早い復興で地域全体の復興に寄与するよう考えて

います。（詳細はP45）

　具体的には、賃貸住宅のみならず、ガスや生活支

援サービス供給など当社グループ事業による生活

インフラの維持、賃貸建物や支店などの事業拠点を

地域防災「共助」の起点とした、電力や備蓄品、災害

情報の提供などによる早期復興支援、そして、地域・

自治体・教育機関と連携し、地域を守る防災リーダー

の育成です。

堀江 建物というハード面だけでなく、その後の運営

管理がどうなされているかがポイントですね。企業

に求められる「レジリエンス」は、ときに人の命に関

わることもあり、災害大国日本においての重要性は

非常に高いと思います。レジリエンスを見える化す

ると、投資の最初のデューデリジェンス※5の段階に

おいて、重要な判断要素となると確信しています。

堀江 欧州を中心とした投資家の間では、業種を問

わず人権に関する意識が非常に高くなっています。

日本の建築現場では外国人の労働者が非正規で雇

われていたり、あるいは強制労働に近い状態だった

りと課題が多くあります。また、建築部材について

も、例えば、中国の新疆ウイグル自治区で作られて

る太陽光パネルを利用しているケースなどが考え

られます。人権デューデリジェンスをさらに推進し、

問題点を調べ改善していく、そういうプロセスをサ

ステナビリティ推進委員会での論点の一つとして検

討していくことが求められています。

竹内 これまでもステークホルダーのみなさまとの協

働の中で、人権への配慮はしていましたが、サステナ

ビリティ経営の推進においては、事業活動を通じて人

権尊重の責任を果たすことが重要だと考えています。

　当社グループでは、建築現場において、海外からの

技能実習生や特定技能者の受け入れを行っています

が、技能実習生に対しては監理団体が、特定技能者

に対しては当社の現場担当者が対面やオンラインで

職場環境や業務内容、給与、生活面などについて定

期的な面談を行い、メンタルケアを実施しています。

堀江 人権の課題を第一歩として、次には「多様性」、

「包摂性」、「公平性」という概念があります。日本で

は、このうち「公平性」があまり理解されていません。

　日本では、女性が管理職になる事例はまだ少ない

ですよね。そこで、女性管理職登用に向けた研修や

産休・育休後の職場復帰の研修など女性に限定した

制度を拡充させていく。そうすると「不平等じゃない

か」という意見がでます。これは「平等」と「公平」は

違うということが、まだ十分に理解されていないか

らです。

　例えば、目の前に壁があって上からしか景色が

見えないとします。背が高い人は、何もしなくても

そのまま景色が見えます。しかし、背が低い人や子

どもは踏み台に立たないと景色が見えません。背

が低い人に踏み台を貸すことは、不平等でなく、公

平だという考え方です。

竹内 「公平性」を実践する仕組みは当社グループに

も必要と考えています。特に建築業界は男性優位の

傾向が強く、個人の力だけで乗り越えていくのは難

しい。まず女性が管理職になるためのステップを用

意し、バックアップをしています。また、経営層にお

いても、現在、女性取締役が1名ということもあり今

後、改善の必要があると考えています。

　将来、経営に携わる人たちを育てるためには、そ

の前の代から人材の育成を始めていかなければな

りません。そのための仕組みづくりの検討をスタート

したばかりですが、女性がどう活躍していけるか、ま

た、女性に限らず、どのような人を採用するかなど、

長期的な視点で取り組んでいく必要があります。

　各現場から上がってくる課題は、そのまま社会課

題につながっていることも多くあります。グローバル

な課題と共に、それらに向き合うことで、当社グルー

プの持続可能性を高めていきたいと考えています。

新しいパーパスと
サステナビリティの共通項

脱炭素社会への取り組み、
「これまで」と「これから」

環境や社会の課題に立ち向かう企業を評価する
「ESG投資」がますます世界の潮流に

堀江 隆一（ほりえ りゅういち）　 CSRデザイン環境投資顧問株式会社   代表取締役社長  
1964年東京都生まれ。 1987 年東京大学法学部卒、カリフォルニア大学バークレー校経営大学院
修士、 日本興業銀行、メリルリンチ証券、ドイツ証券に合計22 年間勤務。2010年に環境不動産
（グリーンビルディング）に関する投資助言を主業とする CSRデザイン環境投資顧問株式会社を
共同で設立し、不動産投資・運用における ESG 組込みの助言業務や、サステナブルファイナンス
に係る国内外の制度・動向についての調査研究業務を行う。

※1 上記のほか、社会の「多様性、公平性、包摂性」「健康とウェルビーイング」「人権」、ガバナンスの「サイバーセキュリティ」がある。 
※2 建設に使用される建材の製造・輸送・設置などに起因する温室効果ガス。
※3 ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（Net Zero Energy House）の略。建物で消費する年間の一次消費エネルギー量（設備機器のエネルギーを熱量換算した合計値）の収支をプラスマイナスゼロにする住宅のこと。
※4 ライフ・サイクル・カーボン・マイナス（Life Cycle Carbon Minus）の略。建物のライフサイクル（建築から解体まで）におけるCO2の収支をマイナスにする住宅のこと。一般財団法人住宅・建築SDGs推進センターの
登録商標です。当社は、使用許諾に基づき使用しています。
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竹内 啓（以下、竹内） この度、当社グループは、「託

すをつなぎ、未来をひらく。」というパーパスを策定

しました。全役員が一年間討議を重ね、自分ごとと

して取り組みました。私はこの中に大きく、2つの想

いがあると考えています。まず1つ目は、当社グルー

プは創業以来お客様の人生に寄り添ってきたとい

うこと。2つ目は従業員がお客様の想いに応え、託さ

れ、その活力によって成長をしてきたということで

す。

　サステナビリティ、持続可能性について考えたと

きに、お客様のことが思い浮かびます。初めて当社

に発注していただいたときは、まだ幼かったお子

様が、現在では親御さんの賃貸事業を継がれて大

家さんになっていることが多くあります。そして、お

客様が所有する土地は代々受け継いできたもの

で、ご自身の代で売却することなく次の代へもつな

いでいきたいという思いを持っている方が非常に

多くいらっしゃいます。「託すをつなぎ、未来をひら

く。」は当社のビジョンでありながら、そんなお客様

の願いも乗せたものになっていると感じています。

堀江 隆一氏（以下、堀江） サステナビリティという言

葉の本質的な意味に気付かされる

お話ですね。「サステナビリティ」とい

う言葉は、1987年、国連の「ブルント

ラント委員会（環境と開発に関する

世界委員会）」において、初めて登場

しました。意訳すると、「地球環境を

良好なまま次世代に託して、よりよい

未来につないでいく」となります。土

地と地球環境という規模感の違いは

ありますが、世代を超えてつなぎ、未

来をひらいていくという考え方は、御

社のパーパスと通じるものがあると

感じますね。

堀江 CSR（企業の社会的責任）というと、本業とは

別のところで何か良いことをする社会貢献活動の

イメージが強いですが、現在のESGやサステナビリ

ティは、環境や社会の課題解決に取り組み、それを

企業の成長や企業価値の向上につなげることを目

指すものです。そうした取り組みを実践する企業に

投資するのが「ESG投資」で、投資の考え方はここ

20年程で大きく変わってきています。

　短期の投資家は、直近数ヵ月分の財務情報を中

心に投資判断を行いますが、長期の投資家になれ

ばなるほど、いわゆる「非財務情報」にあたる環境

や社会、ガバナンスに対する企業の中長期的な取

り組みを投資判断の材料として評価する割合が高

くなっていきます。

竹内 私も、ガバナンスはもちろん、環境や社会の課

題解決に向けて、企業として取り組んで行くべきこ

とを踏まえ、長期的な視点の基に積極的な投資や

事業展開をし、企業の成長につなげていかなけれ

ばならないと考えています。

　創業から100年を超えるような老舗企業ほど、自

社の利益だけを求めるような考え方をしません。自

社の長期的な成長と合わせて社会に対して貢献し

ていきたいという強い思いと行動が相まって、長く

継続・存続できているのではないでしょうか。

堀江 私が基準づくりで参加している「GRESB（不動

産業界のESG評価の世界標準）」では、8つの重要

課題※1を設定しています。そのうち4つは環境に関

するもので、「脱炭素」、「レジリエンス」、「エンボ

ディド・カーボン※2」、そして「生物多様性」です。御

社グループでも、環境に関する課題を含むマテリ

アリティ（重要課題）を設定されたと伺いました。

竹内 当社グループでは「環境」、「社会」、「人材・組

織」、「企業統治」、「土地資産」、「賃貸住宅」、「くら

し・生活」という「7つのマテリアリティ」を策定して、

マテリアリティごとにサステナビリティ推進会議に

おいて議論を重ねています。さらに、KPI（重要業績

評価指標）を作成し、課題解決に向けた取り組みの

進捗を評価し開示する仕組みをつくり推進してい

る最中です。（詳細はP9）

堀江  御社グループは、気候変動に対応した

「RE100」にも取り組まれています。また、「SBT」の

ネットゼロ目標にコミットされていることは素晴ら

しいと思います。これをどのように実現していくか

が重要になってきますね。

竹内 当社グループが供給する建物の約8割は、

2×4工法やCLT (クロス・ラミネイティド・ティン

バー)工法などの木造系なので、木材の適切な使用

によるCO2の固定化に関しても貢献しています。さ

らに、最近は「ZEH※3（ゼロ・エネルギー・ハウス）住

宅」や「LCCM※4（ライフ・サイクル・カーボン・マイ

ナス）住宅」にも力を入れています。

　RE100への取り組みとしては、管理建物の屋根

への太陽光パネルの設置など、太陽光発電の普及

を推進していますが、太陽光発電では日中の電力

しか確保できないという課題があります。再生可能

エネルギーの十分な確保に向けて、現在、バイオマ

ス発電事業にも新たに取り組んでいます。国産材

のチップを使用した発電と併せ、将来的には建物

の解体時に生じる廃材をチップにして利用するこ

とも検討しています。新築時には構造材をプレカッ

トするなど、廃材を極力削減していく取り組みと合

わせて、RE100の目標達成に挑戦していきます。

堀江 2つの観点から見て、とても良い取り組みだと

思います。1つは森林伐採ではなく廃材の再利用で

チップとして使っていくという「サーキュラーエコノ

ミー」的な考え方。もう1つは、「追加性がある再生

可能エネルギー」という点です。RE100の達成だけ

を考えると、条件を満たした非化石証書を購入する

形でもいいですが、それでは市場の再生可能エネ

ルギーを取り合っているだけになってしまい、社会

全体の供給量が増えることにはつながりません。そ

れに対し、御社グループは再生可能エネルギーの

供給量を新しくバイオマス発電という形で自前で

増やされている。これは「追加性がある」ということ

で、非常に価値が高いです。

竹内 当社グループは、事業活動を通した脱炭素に

向けた取り組みとして、2017年度に日本で初めてと

なるZEH基準を満たす賃貸住宅を完成させて以来、

ZEH賃貸住宅の推進を積極的に進めてきました。

2022年度は「ZEH元年」と位置付けるなど、ZEH仕様

の標準化を進め、約5万6千戸（2023年8月末時点）

の契約をいただくことができました。

　今後もさらなる供給を続けていきますが、次の課

題は、ZEH賃貸住宅とそれ以外の住宅の差別化にあ

ります。気候変動への関心が高まる中、入居者様が

物件を選ぶ際に、その物件の省エネ性能にも関心

が高まってくると考えています。今まで建物自体に関

する情報としては、構造種別くらいしか表示がありま

せんでしたが、これからは、断熱性能の違いのような

省エネ性能に関する情報を開示するなど、新たな表

示による入居者様への訴求方法を業界として模索し

ているところです。

堀江 車や家電を買うときは誰もが燃費を気にします

が、建物となるとなぜか省エネ性能をあまり気にしま

せん。私もこれは変えていきたいと思っていて、省エ

ネ性能や再生可能エネルギーの取り入れを分かりや

すく表示するマークなど、今まさに議論をしていると

ころです。この広まりは非常に期待されますね。

竹内 気候変動による災害が各地で頻発し、しかも

被害が甚大化しています。こうした自然災害にどう

対応していくかについても、当社グループにとって

大きな課題です。取り組みには2つの方向があると

考えます。1つは、災害発生時でも生活を持続でき

る災害に強い商品の開発です。例えば水害対策と

して、建物の1階は浸水した場合でも早期復旧が比

較的容易なRC（鉄筋コンクリート）造に、浸水可能

性が極めて低い2階・3階は木造2×4工法として居

住空間を集約した商品をすでに開発しています。も

う1つは、災害発生後、入居者様、オーナー様への

迅速な対応を可能にする「救援体制の構築」です。

これについては、東日本大震災での経験から災害

時の救援体制を再構築し、以降の災害では、入居

者様、オーナー様、取引会社様に対して復興に向け

た迅速な対応を実践できるようになりました。

　賃貸住宅は一つの生活インフラです。当社グルー

プは「賃貸住宅管理業」を核とした地域防災活動へ

の貢献を考えており、その理念を「大東建託グルー

プ防災ビジョン2030」として集約しました。グループ

全体が地域の “もしも”  に寄り添い、災害時には1日

も早い復興で地域全体の復興に寄与するよう考えて

います。（詳細はP45）

　具体的には、賃貸住宅のみならず、ガスや生活支

援サービス供給など当社グループ事業による生活

インフラの維持、賃貸建物や支店などの事業拠点を

地域防災「共助」の起点とした、電力や備蓄品、災害

情報の提供などによる早期復興支援、そして、地域・

自治体・教育機関と連携し、地域を守る防災リーダー

の育成です。

堀江 建物というハード面だけでなく、その後の運営

管理がどうなされているかがポイントですね。企業

に求められる「レジリエンス」は、ときに人の命に関

わることもあり、災害大国日本においての重要性は

非常に高いと思います。レジリエンスを見える化す

ると、投資の最初のデューデリジェンス※5の段階に

おいて、重要な判断要素となると確信しています。

堀江 欧州を中心とした投資家の間では、業種を問

わず人権に関する意識が非常に高くなっています。

日本の建築現場では外国人の労働者が非正規で雇

われていたり、あるいは強制労働に近い状態だった

りと課題が多くあります。また、建築部材について

も、例えば、中国の新疆ウイグル自治区で作られて

る太陽光パネルを利用しているケースなどが考え

られます。人権デューデリジェンスをさらに推進し、

問題点を調べ改善していく、そういうプロセスをサ

ステナビリティ推進委員会での論点の一つとして検

討していくことが求められています。

竹内 これまでもステークホルダーのみなさまとの協

働の中で、人権への配慮はしていましたが、サステナ

ビリティ経営の推進においては、事業活動を通じて人

権尊重の責任を果たすことが重要だと考えています。

　当社グループでは、建築現場において、海外からの

技能実習生や特定技能者の受け入れを行っています

が、技能実習生に対しては監理団体が、特定技能者

に対しては当社の現場担当者が対面やオンラインで

職場環境や業務内容、給与、生活面などについて定

期的な面談を行い、メンタルケアを実施しています。

堀江 人権の課題を第一歩として、次には「多様性」、

「包摂性」、「公平性」という概念があります。日本で

は、このうち「公平性」があまり理解されていません。

　日本では、女性が管理職になる事例はまだ少ない

ですよね。そこで、女性管理職登用に向けた研修や

産休・育休後の職場復帰の研修など女性に限定した

制度を拡充させていく。そうすると「不平等じゃない

か」という意見がでます。これは「平等」と「公平」は

違うということが、まだ十分に理解されていないか

らです。

　例えば、目の前に壁があって上からしか景色が

見えないとします。背が高い人は、何もしなくても

そのまま景色が見えます。しかし、背が低い人や子

どもは踏み台に立たないと景色が見えません。背

が低い人に踏み台を貸すことは、不平等でなく、公

平だという考え方です。

竹内 「公平性」を実践する仕組みは当社グループに

も必要と考えています。特に建築業界は男性優位の

傾向が強く、個人の力だけで乗り越えていくのは難

しい。まず女性が管理職になるためのステップを用

意し、バックアップをしています。また、経営層にお

いても、現在、女性取締役が1名ということもあり今

後、改善の必要があると考えています。

　将来、経営に携わる人たちを育てるためには、そ

の前の代から人材の育成を始めていかなければな

りません。そのための仕組みづくりの検討をスタート

したばかりですが、女性がどう活躍していけるか、ま

た、女性に限らず、どのような人を採用するかなど、

長期的な視点で取り組んでいく必要があります。

　各現場から上がってくる課題は、そのまま社会課

題につながっていることも多くあります。グローバル

な課題と共に、それらに向き合うことで、当社グルー

プの持続可能性を高めていきたいと考えています。

気候変動により頻発する大規模災害に
企業が発揮すべきレジリエンスとは

人権に関する取り組みと
多様性・公平性への挑戦

※5 投資を行うにあたって、投資対象となる企業や投資先の価値やリスクなどを調査することを指す。
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しました。全役員が一年間討議を重ね、自分ごとと
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いがあると考えています。まず1つ目は、当社グルー

プは創業以来お客様の人生に寄り添ってきたとい

うこと。2つ目は従業員がお客様の想いに応え、託さ

れ、その活力によって成長をしてきたということで

す。

　サステナビリティ、持続可能性について考えたと

きに、お客様のことが思い浮かびます。初めて当社

に発注していただいたときは、まだ幼かったお子

様が、現在では親御さんの賃貸事業を継がれて大

家さんになっていることが多くあります。そして、お

客様が所有する土地は代々受け継いできたもの

で、ご自身の代で売却することなく次の代へもつな

いでいきたいという思いを持っている方が非常に

多くいらっしゃいます。「託すをつなぎ、未来をひら

く。」は当社のビジョンでありながら、そんなお客様

の願いも乗せたものになっていると感じています。

堀江 隆一氏（以下、堀江） サステナビリティという言

葉の本質的な意味に気付かされる

お話ですね。「サステナビリティ」とい

う言葉は、1987年、国連の「ブルント

ラント委員会（環境と開発に関する

世界委員会）」において、初めて登場

しました。意訳すると、「地球環境を

良好なまま次世代に託して、よりよい

未来につないでいく」となります。土

地と地球環境という規模感の違いは

ありますが、世代を超えてつなぎ、未

来をひらいていくという考え方は、御

社のパーパスと通じるものがあると

感じますね。

堀江 CSR（企業の社会的責任）というと、本業とは

別のところで何か良いことをする社会貢献活動の

イメージが強いですが、現在のESGやサステナビリ

ティは、環境や社会の課題解決に取り組み、それを

企業の成長や企業価値の向上につなげることを目

指すものです。そうした取り組みを実践する企業に

投資するのが「ESG投資」で、投資の考え方はここ

20年程で大きく変わってきています。

　短期の投資家は、直近数ヵ月分の財務情報を中

心に投資判断を行いますが、長期の投資家になれ

ばなるほど、いわゆる「非財務情報」にあたる環境

や社会、ガバナンスに対する企業の中長期的な取

り組みを投資判断の材料として評価する割合が高

くなっていきます。

竹内 私も、ガバナンスはもちろん、環境や社会の課

題解決に向けて、企業として取り組んで行くべきこ

とを踏まえ、長期的な視点の基に積極的な投資や

事業展開をし、企業の成長につなげていかなけれ

ばならないと考えています。

　創業から100年を超えるような老舗企業ほど、自

社の利益だけを求めるような考え方をしません。自

社の長期的な成長と合わせて社会に対して貢献し

ていきたいという強い思いと行動が相まって、長く

継続・存続できているのではないでしょうか。

堀江 私が基準づくりで参加している「GRESB（不動

産業界のESG評価の世界標準）」では、8つの重要

課題※1を設定しています。そのうち4つは環境に関

するもので、「脱炭素」、「レジリエンス」、「エンボ

ディド・カーボン※2」、そして「生物多様性」です。御

社グループでも、環境に関する課題を含むマテリ

アリティ（重要課題）を設定されたと伺いました。

竹内 当社グループでは「環境」、「社会」、「人材・組

織」、「企業統治」、「土地資産」、「賃貸住宅」、「くら

し・生活」という「7つのマテリアリティ」を策定して、

マテリアリティごとにサステナビリティ推進会議に

おいて議論を重ねています。さらに、KPI（重要業績

評価指標）を作成し、課題解決に向けた取り組みの

進捗を評価し開示する仕組みをつくり推進してい

る最中です。（詳細はP9）

堀江  御社グループは、気候変動に対応した

「RE100」にも取り組まれています。また、「SBT」の

ネットゼロ目標にコミットされていることは素晴ら

しいと思います。これをどのように実現していくか

が重要になってきますね。

竹内 当社グループが供給する建物の約8割は、

2×4工法やCLT (クロス・ラミネイティド・ティン

バー)工法などの木造系なので、木材の適切な使用

によるCO2の固定化に関しても貢献しています。さ

らに、最近は「ZEH※3（ゼロ・エネルギー・ハウス）住

宅」や「LCCM※4（ライフ・サイクル・カーボン・マイ

ナス）住宅」にも力を入れています。

　RE100への取り組みとしては、管理建物の屋根

への太陽光パネルの設置など、太陽光発電の普及

を推進していますが、太陽光発電では日中の電力

しか確保できないという課題があります。再生可能

エネルギーの十分な確保に向けて、現在、バイオマ

ス発電事業にも新たに取り組んでいます。国産材

のチップを使用した発電と併せ、将来的には建物

の解体時に生じる廃材をチップにして利用するこ

とも検討しています。新築時には構造材をプレカッ

トするなど、廃材を極力削減していく取り組みと合

わせて、RE100の目標達成に挑戦していきます。

堀江 2つの観点から見て、とても良い取り組みだと

思います。1つは森林伐採ではなく廃材の再利用で

チップとして使っていくという「サーキュラーエコノ

ミー」的な考え方。もう1つは、「追加性がある再生

可能エネルギー」という点です。RE100の達成だけ

を考えると、条件を満たした非化石証書を購入する

形でもいいですが、それでは市場の再生可能エネ

ルギーを取り合っているだけになってしまい、社会

全体の供給量が増えることにはつながりません。そ

れに対し、御社グループは再生可能エネルギーの

供給量を新しくバイオマス発電という形で自前で

増やされている。これは「追加性がある」ということ

で、非常に価値が高いです。

竹内 当社グループは、事業活動を通した脱炭素に

向けた取り組みとして、2017年度に日本で初めてと

なるZEH基準を満たす賃貸住宅を完成させて以来、

ZEH賃貸住宅の推進を積極的に進めてきました。

2022年度は「ZEH元年」と位置付けるなど、ZEH仕様

の標準化を進め、約5万6千戸（2023年8月末時点）

の契約をいただくことができました。

　今後もさらなる供給を続けていきますが、次の課

題は、ZEH賃貸住宅とそれ以外の住宅の差別化にあ

ります。気候変動への関心が高まる中、入居者様が

物件を選ぶ際に、その物件の省エネ性能にも関心

が高まってくると考えています。今まで建物自体に関

する情報としては、構造種別くらいしか表示がありま

せんでしたが、これからは、断熱性能の違いのような

省エネ性能に関する情報を開示するなど、新たな表

示による入居者様への訴求方法を業界として模索し

ているところです。

堀江 車や家電を買うときは誰もが燃費を気にします

が、建物となるとなぜか省エネ性能をあまり気にしま

せん。私もこれは変えていきたいと思っていて、省エ

ネ性能や再生可能エネルギーの取り入れを分かりや

すく表示するマークなど、今まさに議論をしていると

ころです。この広まりは非常に期待されますね。

竹内 気候変動による災害が各地で頻発し、しかも

被害が甚大化しています。こうした自然災害にどう

対応していくかについても、当社グループにとって

大きな課題です。取り組みには2つの方向があると

考えます。1つは、災害発生時でも生活を持続でき

る災害に強い商品の開発です。例えば水害対策と

して、建物の1階は浸水した場合でも早期復旧が比

較的容易なRC（鉄筋コンクリート）造に、浸水可能

性が極めて低い2階・3階は木造2×4工法として居

住空間を集約した商品をすでに開発しています。も

う1つは、災害発生後、入居者様、オーナー様への

迅速な対応を可能にする「救援体制の構築」です。

これについては、東日本大震災での経験から災害

時の救援体制を再構築し、以降の災害では、入居

者様、オーナー様、取引会社様に対して復興に向け

た迅速な対応を実践できるようになりました。

　賃貸住宅は一つの生活インフラです。当社グルー

プは「賃貸住宅管理業」を核とした地域防災活動へ

の貢献を考えており、その理念を「大東建託グルー

プ防災ビジョン2030」として集約しました。グループ

全体が地域の “もしも”  に寄り添い、災害時には1日

も早い復興で地域全体の復興に寄与するよう考えて

います。（詳細はP45）

　具体的には、賃貸住宅のみならず、ガスや生活支

援サービス供給など当社グループ事業による生活

インフラの維持、賃貸建物や支店などの事業拠点を

地域防災「共助」の起点とした、電力や備蓄品、災害

情報の提供などによる早期復興支援、そして、地域・

自治体・教育機関と連携し、地域を守る防災リーダー

の育成です。

堀江 建物というハード面だけでなく、その後の運営

管理がどうなされているかがポイントですね。企業

に求められる「レジリエンス」は、ときに人の命に関

わることもあり、災害大国日本においての重要性は

非常に高いと思います。レジリエンスを見える化す

ると、投資の最初のデューデリジェンス※5の段階に

おいて、重要な判断要素となると確信しています。

堀江 欧州を中心とした投資家の間では、業種を問

わず人権に関する意識が非常に高くなっています。

日本の建築現場では外国人の労働者が非正規で雇

われていたり、あるいは強制労働に近い状態だった

りと課題が多くあります。また、建築部材について

も、例えば、中国の新疆ウイグル自治区で作られて

る太陽光パネルを利用しているケースなどが考え

られます。人権デューデリジェンスをさらに推進し、

問題点を調べ改善していく、そういうプロセスをサ

ステナビリティ推進委員会での論点の一つとして検

討していくことが求められています。

竹内 これまでもステークホルダーのみなさまとの協

働の中で、人権への配慮はしていましたが、サステナ

ビリティ経営の推進においては、事業活動を通じて人

権尊重の責任を果たすことが重要だと考えています。

　当社グループでは、建築現場において、海外からの

技能実習生や特定技能者の受け入れを行っています

が、技能実習生に対しては監理団体が、特定技能者

に対しては当社の現場担当者が対面やオンラインで

職場環境や業務内容、給与、生活面などについて定

期的な面談を行い、メンタルケアを実施しています。

堀江 人権の課題を第一歩として、次には「多様性」、

「包摂性」、「公平性」という概念があります。日本で

は、このうち「公平性」があまり理解されていません。

　日本では、女性が管理職になる事例はまだ少ない

ですよね。そこで、女性管理職登用に向けた研修や

産休・育休後の職場復帰の研修など女性に限定した

制度を拡充させていく。そうすると「不平等じゃない

か」という意見がでます。これは「平等」と「公平」は

違うということが、まだ十分に理解されていないか

らです。

　例えば、目の前に壁があって上からしか景色が

見えないとします。背が高い人は、何もしなくても

そのまま景色が見えます。しかし、背が低い人や子

どもは踏み台に立たないと景色が見えません。背

が低い人に踏み台を貸すことは、不平等でなく、公

平だという考え方です。

竹内 「公平性」を実践する仕組みは当社グループに

も必要と考えています。特に建築業界は男性優位の

傾向が強く、個人の力だけで乗り越えていくのは難

しい。まず女性が管理職になるためのステップを用

意し、バックアップをしています。また、経営層にお

いても、現在、女性取締役が1名ということもあり今

後、改善の必要があると考えています。

　将来、経営に携わる人たちを育てるためには、そ

の前の代から人材の育成を始めていかなければな

りません。そのための仕組みづくりの検討をスタート

したばかりですが、女性がどう活躍していけるか、ま

た、女性に限らず、どのような人を採用するかなど、

長期的な視点で取り組んでいく必要があります。

　各現場から上がってくる課題は、そのまま社会課

題につながっていることも多くあります。グローバル

な課題と共に、それらに向き合うことで、当社グルー

プの持続可能性を高めていきたいと考えています。

気候変動により頻発する大規模災害に
企業が発揮すべきレジリエンスとは

人権に関する取り組みと
多様性・公平性への挑戦

※5 投資を行うにあたって、投資対象となる企業や投資先の価値やリスクなどを調査することを指す。
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「SBTネットゼロ目標」へのコミットメントを表明

RE100達成に向けた
バイオマス発電事業参入

本社ビル改修によるZEB化
7つのマテリアリティ（重点課題）

事業活動による
気候危機への対応

誰ひとり取り残さない
社会への貢献

誰もが成長し、
チャレンジできる
企業風土の構築

業界を牽引する
ガバナンス体制の構築

土地と資産の
最有効利用支援

資産価値向上と
社会課題解決の両立

街の利便性と
人の暮らしやすさの向上

マテリアリティの特定・推進
▶ 統合報告書  P32

マテリアリティトピックス

2023年6月、兵庫県の「朝来バイオマス発電所」を事
業譲渡により取得しました。同発電所では国内間伐
材を燃料にして24時間安定した再生可能エネル
ギーの発電が可能です。森林循環型サイクルで、森
林保全と国内林業活性化に貢献します。当社グルー
プはRE100達成を目標としており、この発電所の稼
働により国内の再生可能エネルギー導入率は50％
に達する見込みです。

2023年3月に自社で保有する本社ビル「品川イース
トワンタワー」にて、建築物省エネルギー性能表示
制度（BELS）のZEB認証※5を取得しました。
10万㎡超の既存ビル改修によるZEB化は国内初の
事例です。今回の改修工事により、事務所用途部分
で基準一次エネルギー消費量から40%以上、建物
全体では20%以上の削減をすることができます。

当社グループは、SBT（Science Based Targets)※１の
「SBTネットゼロ基準」に則した温室効果ガス削減目
標を策定しました。2023年4月に本削減目標のコ
ミットメントレターを提出し、SBTネットゼロ基準コ
ミット企業となっています。
当社グループは、2019年に環境中長期目標にて掲
げた温室効果ガス削減目標が、「パリ協定」の目指す
「2℃目標」達成のための科学的根拠に基づく目標で
あるとして、初めてSBT認定を取得しました。翌2020
年に「1.5℃水準」を基に目標を策定し、再認定を取
得しています。今回は「ネットゼロ」に即し目標を策
定しており、温室効果ガスの削減目標・ロードマップ
も、2023年中を目標に認定取得を目指します。

※１ 企業のCO2削減目標が「パリ協定」に適合しているかを検証・審査し、国際認定を与えるイニシアチブ
※２ 排出主体ごとに区分された温室効果ガス排出量

スコープ１：直接排出量（燃料の燃焼や自家発電など、事業社自らによる排出）
スコープ２：間接排出量（他社から供給された電気、熱・蒸気の使用に伴う排出）
スコープ３：その他排出量（自社の事業活動に関連する事業社や使用者による排出）

※３ ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（Net Zero Energy House）の略。建物で消費する年間の一次消費エネルギー量
（設備機器のエネルギーを熱量換算した合計値）の収支をプラスマイナスゼロにする住宅のこと。

※４ ライフ・サイクル・カーボン・マイナス（Life Cycle Carbon Minus）の略。建物のライフサイクル（建築から解体まで）
におけるCO2の収支をマイナスにする住宅のこと。一般財団法人住宅・建築SDGs推進センターの登録商標です。当社
は、使用許諾に基づき使用しています。

※5 国土交通省が主導する新築・既存建築物の省エネルギー性能に関する評価・認証制度。最高ランクの中
でも更に省エネルギー性能に優れた建物がZEBとして認証される。

サステナビリティを
主軸とした経営へ
当社グループはステークホルダーのみなさまの多様なニーズに応えるべく、

サステナビリティを経営の主軸に、事業活動を行っていきます。

その中で、特に重点的に取り組むべき課題を

「7つのマテリアリティ（重要課題）」として特定しました。

事業活動を通して、この重要課題を解決することで、

未来に向けて、「くらし」を支える企業を目指して行きます。

経営マテリアリティ

事業マテリアリティ

2050年までに
温室効果ガス排出量をネットゼロに！

2017年度
（基準年度）

2030年度
（旧目標）

2030年度
（新目標）

2050年度
（新目標）

55%削減 55%削減

スコープ 1・2※2 スコープ 1
スコープ 2 スコープ 3※2

100%削減

2017年度
（基準年度）

2030年度
（旧目標）

2030年度
（新目標）

2050年度
（新目標）

16%削減

55%削減

100%削減

・社有車のEV（電気自動車）化推進
・事務所・施工現場への再エネ導入推進

・ZEH※3・LCCM※4など環境配慮型賃貸住宅の普及促進
・サプライチェーン・サステナビリティの推進

事業活動による
気候危機への対応
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「SBTネットゼロ目標」へのコミットメントを表明

RE100達成に向けた
バイオマス発電事業参入

本社ビル改修によるZEB化
7つのマテリアリティ（重点課題）

事業活動による
気候危機への対応

誰ひとり取り残さない
社会への貢献

誰もが成長し、
チャレンジできる
企業風土の構築

業界を牽引する
ガバナンス体制の構築

土地と資産の
最有効利用支援

資産価値向上と
社会課題解決の両立

街の利便性と
人の暮らしやすさの向上

マテリアリティの特定・推進
▶ 統合報告書  P32

マテリアリティトピックス

2023年6月、兵庫県の「朝来バイオマス発電所」を事
業譲渡により取得しました。同発電所では国内間伐
材を燃料にして24時間安定した再生可能エネル
ギーの発電が可能です。森林循環型サイクルで、森
林保全と国内林業活性化に貢献します。当社グルー
プはRE100達成を目標としており、この発電所の稼
働により国内の再生可能エネルギー導入率は50％
に達する見込みです。

2023年3月に自社で保有する本社ビル「品川イース
トワンタワー」にて、建築物省エネルギー性能表示
制度（BELS）のZEB認証※5を取得しました。
10万㎡超の既存ビル改修によるZEB化は国内初の
事例です。今回の改修工事により、事務所用途部分
で基準一次エネルギー消費量から40%以上、建物
全体では20%以上の削減をすることができます。

当社グループは、SBT（Science Based Targets)※１の
「SBTネットゼロ基準」に則した温室効果ガス削減目
標を策定しました。2023年4月に本削減目標のコ
ミットメントレターを提出し、SBTネットゼロ基準コ
ミット企業となっています。
当社グループは、2019年に環境中長期目標にて掲
げた温室効果ガス削減目標が、「パリ協定」の目指す
「2℃目標」達成のための科学的根拠に基づく目標で
あるとして、初めてSBT認定を取得しました。翌2020
年に「1.5℃水準」を基に目標を策定し、再認定を取
得しています。今回は「ネットゼロ」に即し目標を策
定しており、温室効果ガスの削減目標・ロードマップ
も、2023年中を目標に認定取得を目指します。

※１ 企業のCO2削減目標が「パリ協定」に適合しているかを検証・審査し、国際認定を与えるイニシアチブ
※２ 排出主体ごとに区分された温室効果ガス排出量
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サステナビリティを
主軸とした経営へ
当社グループはステークホルダーのみなさまの多様なニーズに応えるべく、

サステナビリティを経営の主軸に、事業活動を行っていきます。

その中で、特に重点的に取り組むべき課題を

「7つのマテリアリティ（重要課題）」として特定しました。

事業活動を通して、この重要課題を解決することで、

未来に向けて、「くらし」を支える企業を目指して行きます。

経営マテリアリティ

事業マテリアリティ

2050年までに
温室効果ガス排出量をネットゼロに！

2017年度
（基準年度）

2030年度
（旧目標）

2030年度
（新目標）

2050年度
（新目標）

55%削減 55%削減

スコープ 1・2※2 スコープ 1
スコープ 2 スコープ 3※2

100%削減

2017年度
（基準年度）

2030年度
（旧目標）

2030年度
（新目標）

2050年度
（新目標）

16%削減

55%削減

100%削減

・社有車のEV（電気自動車）化推進
・事務所・施工現場への再エネ導入推進

・ZEH※3・LCCM※4など環境配慮型賃貸住宅の普及促進
・サプライチェーン・サステナビリティの推進

事業活動による
気候危機への対応
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入居者様ダイバーシティに向けた取り組みを加速 女性施工管理職向けに
職種転換制度を導入

リスキリングによる社内DX人材の育成 従業員エンゲージメントスコアの積極活用

大東建託グループ SDGsアワード2022を発表

「マルチステークホルダー方針」を策定

従業員エンゲージメント向上
▶ 統合報告書  P42

ダイバーシティ&インクルージョン
▶ 統合報告書  P43

性的志向や国籍、年齢などを問わず、すべての人が
安心して暮らすことができる賃貸住宅の提供を目指
す「Open Room Project（オープンルームプロジェク
ト）」を2022年10月に立ち上げました。本プロジェク
トで整理した取組実施を通じて､十人十色の暮ら
しをサポートするため､身元引受人不在の外国人
入居者様に向けた賃貸保証プランの新設など､入
居者様ダイバーシティに向けた新たな取り組みを
順次開始予定です。

女性施工管理職※向けに出産や育児などのライフイ
ベントに直面した場合に、工事職（事務職）、設計・積
算職といった希望職種へ一定期間職種転換できる
制度を導入しました。適用期間は復職から子どもが8
歳になるまでとし、ワークライフバランスへの不安を
軽減し、女性の長期的なキャリア形成を支援します。

コア事業の深化や、新規事業創出などのDX（デジタ
ルトランスフォーメーション）を推進するためには自
社事業や業務に精通し、デジタルやIT技術を理解し
たDX人材が欠かせません。2023年度は本社所属の
従業員を対象に、DXワークショップやeラーニング
などの研修カリキュラムによってリスキリングを実
施しています。継続的な研修により社内DX人材の
確保と全社的なDXの推進・活性化を図ります。

2021年度より導入した「従業員エンゲージメント調
査」を軸に、働き方改革を積極的に推進しています。
企業風土の変革や組織改革に役立てるため、スコア
分析を踏まえた全社的な施策を展開しています。今
後も人材が輝く職場環境づくりを念頭に、会社と職
場の両輪で改善活動を継続していきます。

2021年より、当社グループ全従業員を対象とした地
域課題解決アイデアの社内公募プログラム「SDGsア
ワード」を実施しています。本アワードは従業員のサ
ステナビリティ意識の醸成と所在地域の課題解決を
目指すことで、地域と当社グループの持続可能性向
上を目的としています。
大東コーポレートサービス㈱地図情報センターで
は、北九州市の高齢化率･失業率の高さに着目し､
すべての人の「学びたい」「働きたい」をサポートす
ることは、高齢者のコミュニケーション活性化や就
業希望者のスキルアップ、北九州市の経済活性化と
同社の事業領域拡大につながるとの考えから、高齢
者・求職者向け無料パソコン教室を開講。本アワー
ドの最も優れた取り組みとして「SDGsオブ・ザ・イ
ヤー」を受賞しました。当社グループは、今後も企業
活動を通じた従業員参加型のサステナビリティ推進
をすると共に、社会に不可欠な企業として成長する
ことを目指していきます。

大東建託（株）、大東建託パートナーズ（株）は、「マルチステークホルダー方針」を策定
し、2023年4月に公表しました。株主様や投資家様、従業員、取引先、お客様、地域社会等
の多様なステークホルダーのみなさまとの価値協創が重要となっている昨今の経営環
境を踏まえ、マルチステークホルダーとの適切な協働に取り組む姿勢を表しています。

項目

LGBTQ

従業員主導の
生活者支援

外国籍の方

シングルマザー・
ファザー

高齢者・障がい者

6言語に対応した「よくあるご質問（FAQ）」
WEBサイトの開設

2022年度の賃貸仲介成約件数×2円を
一般財団法人日本児童養護施設財団に寄付

従業員の各家庭で使いきれない未使用食品の
フードドライブ

身元引受人不在の外国籍入居者向け
賃貸保証プランの新設

入居申込時の入力・記入項目から性別を削除

子ども見守り端末本体の無償提供

セキュリティ会社が提供する
安否確認サービスのご案内促進

2023年4月

2023年9月

2023年7月

2023年2月

2023年11月（予定）

2023年5月

2023年12月（予定）

実施内容 開始日

〈取り組み事例〉

※表中の取り組みは、大東建託パートナーズ（株）の管理建物を対象としたサービスとなります。

※建設工事の現場技術者を指揮監督し、安全・品質・
　工程・原価などの現場管理を行う職種。

〈受賞した取り組み〉

SDGs
オブ・ザ・イヤー

Good Practice

大東コーポレートサービス（株）
地図情報センター

福岡県
北九州市

広島県
広島市

神奈川県
横浜市

高齢者・求職者向け
無料パソコン教室の開講

無料スマホ講座の様子

管理建物から回収した
落ち葉や枝葉の有効利用

古着のアップサイクルによる
新素材・什器開発

大東建託パートナーズ（株）
広島営業所

大東建託（株）
本社 事業戦略部

部門・事業所 活動地域 実施施策

従業員への還元

取引先への配慮

その他のステークホルダーに
関する取り組み

マテリアリティトピックス

誰ひとり取り残さない
社会への貢献

誰もが成長し、
チャレンジできる
企業風土の構築

業界を牽引する
ガバナンス体制の構築

https://www.kentaku.co.jp/corporate/ir/pdf/multistakeholder_kentaku.pdf大東建託マルチステークホルダー方針

https://www.kentaku.co.jp/corporate/ir/pdf/multistakeholder_partners.pdf大東建託パートナーズマルチステークホルダー方針

〈方針の概要〉
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プラットフォームruum（ルーム）の拡大

フレキシブル・ワークスペース事業

ZEH賃貸住宅の再エネ自家消費による
CO2削減量をクレジット化

2017年11月に国内初となるZEH賃貸住宅を竣工し、
以降、ZEH賃貸住宅を含む環境配慮型賃貸住宅の開
発と普及を促進しています。ZEH賃貸住宅の新規契
約戸数は2023年8月末時点で、56,729戸となりまし
た。今後もZEHを標準規格とした賃貸事業の提案と
商品開発を進め、脱炭素社会の実現に貢献していき
ます。

ZEH※賃貸住宅の開発・標準化による
普及促進

ZEH賃貸住宅1棟から、２つのクレジットを発行

総合資産サービスプラットフォーム
「アセトラ」のサービス開始

再エネクレジット
太陽光発電電力の自家消費に
よって削減されたCO2排出量
をクレジット化

省エネクレジット
建物や設備の省エネ効果に
よって削減されたCO2排出量
をクレジット化

ruumは、賃貸住宅に住まうすべての人々の暮らしに
役立つプラットフォームとして、2021年にサービス
を開始しました。賃貸住宅管理に関わる機能はもち
ろん、生活の豆知識や防災情報の発信、暮らしに必
要なアイテムの特別価格での提供など、入居者様の
暮らしに寄り添う情報・サービスを提供し、利便性や
暮らしやすさ向上に役立つことを目指しています。

2023年3月に、ZEH賃貸住宅で発電した余剰電力
を京セラ(株)にて買い取る、電力買取契約を締結。
同年4月より、同システムを採用したZEH賃貸住宅
の販売を開始しています。電力は同社の工場や事
業所へ供給され、再生可能エネルギー由来の電力
利用が可能になります。これにより当社グループは
ZEH賃貸住宅の普及に向けた市場競争力の強化、
京セラ社では再生可能エネルギー由来の電力利
用が可能となります。
今後も脱炭素化社会の実現に向け、低圧一括受電
システムを組み合わせたZEH賃貸集合住宅の普及
に取り組んでいきます。

2023年1月より、ZEH賃貸住宅における太陽光発電
電力の自家消費によって削減されたCO2排出量を
クレジット化するプロジェクトを開始しました。これ
により、ZEH賃貸住宅1棟から、太陽光発電電力の
自家消費によって削減されたCO2排出量をクレ
ジット化した再エネクレジットと、2022年4月より実
施している建物や設備の省エネ効果によって削減
されたCO2排出量をクレジット化した省エネクレ
ジットの2つのクレジットが発行可能となります。省
エネクレジットはカーボン・オフセットとして、再エ
ネクレジットは再生可能エネルギー調達量に活用
することで、当社企業活動におけるCO2排出量実質
ゼロの達成を目指します。

※ZEH：ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（Net Zero Energy House）の略。建物で消費する年間の一次消費
エネルギー量（設備機器のエネルギーを熱量換算した合計値）の収支をプラスマイナスゼロにする住宅
のこと。

2023年7月、資産運用に対するさまざまなお悩
みに対応する総合資産プラットフォーム「ASSET 
TRANSFORMATION（アセトラ）」の提供を開始しま
した。DX活用による課題解決、AI不動産投資シミュ
レーションなど新しい技術と、コンシェルジュによ
る専門知識を生かしたサポートが融合しています。

「JustCo(ジャストコ) DK Japan」は、都内を中心に大
型のコワーキングスペースを展開しています（2023
年3月末時点で4拠点）。ご利用者様がより充実感や
満足感をもって利用できるよう、顔認証システムな
どの最新技術を取り入れるなど、生活の質を向上さ
せるサービスの提供を目指しています。

ZEH賃貸住宅で発電した余剰電力の
買取契約を締結

アセトラを通じて、お客様のニーズに柔軟に対応
し、より幅広い資産運用のサポートを実現すると共
に、従来の土地活用サポートでは接点のなかった
お客様との新しい出会いにつなげ、土地と資産の
最有効利用の支援拡大を目指します。

当社グループが供給・管理するZEH賃貸住宅イメージ

マテリアリティトピックス

街の利便性と
人の暮らしやすさの向上

土地と資産の
最有効利用支援

資産価値向上と
社会課題解決の両立

https://assetra.kentaku.co.jp/アセトラホームページ
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プラットフォームruum（ルーム）の拡大

フレキシブル・ワークスペース事業

ZEH賃貸住宅の再エネ自家消費による
CO2削減量をクレジット化

2017年11月に国内初となるZEH賃貸住宅を竣工し、
以降、ZEH賃貸住宅を含む環境配慮型賃貸住宅の開
発と普及を促進しています。ZEH賃貸住宅の新規契
約戸数は2023年8月末時点で、56,729戸となりまし
た。今後もZEHを標準規格とした賃貸事業の提案と
商品開発を進め、脱炭素社会の実現に貢献していき
ます。

ZEH※賃貸住宅の開発・標準化による
普及促進

ZEH賃貸住宅1棟から、２つのクレジットを発行

総合資産サービスプラットフォーム
「アセトラ」のサービス開始

再エネクレジット
太陽光発電電力の自家消費に
よって削減されたCO2排出量
をクレジット化

省エネクレジット
建物や設備の省エネ効果に
よって削減されたCO2排出量
をクレジット化

ruumは、賃貸住宅に住まうすべての人々の暮らしに
役立つプラットフォームとして、2021年にサービス
を開始しました。賃貸住宅管理に関わる機能はもち
ろん、生活の豆知識や防災情報の発信、暮らしに必
要なアイテムの特別価格での提供など、入居者様の
暮らしに寄り添う情報・サービスを提供し、利便性や
暮らしやすさ向上に役立つことを目指しています。

2023年3月に、ZEH賃貸住宅で発電した余剰電力
を京セラ(株)にて買い取る、電力買取契約を締結。
同年4月より、同システムを採用したZEH賃貸住宅
の販売を開始しています。電力は同社の工場や事
業所へ供給され、再生可能エネルギー由来の電力
利用が可能になります。これにより当社グループは
ZEH賃貸住宅の普及に向けた市場競争力の強化、
京セラ社では再生可能エネルギー由来の電力利
用が可能となります。
今後も脱炭素化社会の実現に向け、低圧一括受電
システムを組み合わせたZEH賃貸集合住宅の普及
に取り組んでいきます。

2023年1月より、ZEH賃貸住宅における太陽光発電
電力の自家消費によって削減されたCO2排出量を
クレジット化するプロジェクトを開始しました。これ
により、ZEH賃貸住宅1棟から、太陽光発電電力の
自家消費によって削減されたCO2排出量をクレ
ジット化した再エネクレジットと、2022年4月より実
施している建物や設備の省エネ効果によって削減
されたCO2排出量をクレジット化した省エネクレ
ジットの2つのクレジットが発行可能となります。省
エネクレジットはカーボン・オフセットとして、再エ
ネクレジットは再生可能エネルギー調達量に活用
することで、当社企業活動におけるCO2排出量実質
ゼロの達成を目指します。

※ZEH：ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（Net Zero Energy House）の略。建物で消費する年間の一次消費
エネルギー量（設備機器のエネルギーを熱量換算した合計値）の収支をプラスマイナスゼロにする住宅
のこと。

2023年7月、資産運用に対するさまざまなお悩
みに対応する総合資産プラットフォーム「ASSET 
TRANSFORMATION（アセトラ）」の提供を開始しま
した。DX活用による課題解決、AI不動産投資シミュ
レーションなど新しい技術と、コンシェルジュによ
る専門知識を生かしたサポートが融合しています。

「JustCo(ジャストコ) DK Japan」は、都内を中心に大
型のコワーキングスペースを展開しています（2023
年3月末時点で4拠点）。ご利用者様がより充実感や
満足感をもって利用できるよう、顔認証システムな
どの最新技術を取り入れるなど、生活の質を向上さ
せるサービスの提供を目指しています。

ZEH賃貸住宅で発電した余剰電力の
買取契約を締結

アセトラを通じて、お客様のニーズに柔軟に対応
し、より幅広い資産運用のサポートを実現すると共
に、従来の土地活用サポートでは接点のなかった
お客様との新しい出会いにつなげ、土地と資産の
最有効利用の支援拡大を目指します。

当社グループが供給・管理するZEH賃貸住宅イメージ

マテリアリティトピックス

街の利便性と
人の暮らしやすさの向上

土地と資産の
最有効利用支援

資産価値向上と
社会課題解決の両立

https://assetra.kentaku.co.jp/アセトラホームページ
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事業活動による
気候危機への対応

KPI
❶ 温室効果ガス排出量（スコープ1+2,3）の削減率（SBTの達成）
❷ 再生可能エネルギーの利用率（RE100の達成）
❸ エネルギー効率（EP100の達成）

2030年目標
❶ 温室効果ガス排出量スコープ1＋2、3：55％削減※2017年度比
❷ 再エネ率：60％（2040年迄:100％）
❸ エネルギー効率：２倍 ※2017年度比

2023年度目標
❶ スコープ1＋2 ：25.4％削減 、スコープ3 ：25.4％削減※2017年度比
❷ 30％
❸ 2倍 ※2017年度比

2022年度実績
❶ スコープ1＋2：20.1％削減、スコープ3：32.8％削減
❷ 26％
❸ 1.08倍

KPI
❶ 件数入居率
❷ 土地と資産の有効利用メニューの拡充【定性】

2030年目標
❶ 全国入居率：96%以上
❷ 全ての土地・資産へ最有効利用を
　 提案できる体制を構築する

2023年度目標
❶ 全国入居率　96%以上
❷ 不動産流動化事業を定着させる※

2022年度実績
❶ 全国入居率　98.1%
❷ ー

KPI
❶ 社会課題対応型賃貸住宅 供給率
❷ 築古物件への資産価値向上メニューの拡充【定性】

2030年目標
❶ ZEH※1賃貸住宅供給割合：100％ 
❷ 築古物件への資産価値向上と社会課題
　 解決につながる事業を展開する

2023年度目標
❶ ZEH供給割合　60％ 
❷ 築古物件の資産価値が向上する事業を整備する

2022年度実績
❶ 11.7％ 
❷ ー

KPI
❶ 暮らしに役立つプラットフォームサービスの利用者数
❷ 非住宅系事業への積極的参入【定性】

2030年目標
❶ ruum会員数：400万人
❷ 街の利便性が高まる事業・サービスを多角化する

2023年度目標
❶ ruum会員数 115万人
❷ 暮らしやすい街づくりに貢献できる
　事業・サービス提供を開始する。

2022年度実績
❶ ruum会員数 90万人
❷ ー

KPI
❶ 地域貢献活動 実施地域数(都道府県数)
❷ 誰もが安心して暮らせるためのサービス
　・事業推進【定性】

2030年（中長期）目標
❶ 活動実施地域：47都道府県
❷ 誰もが安心できる、入居サポートを充実する

2023年度（単年度）目標
❶ 活動実施地域　10都道府県
❷ 誰にも平等な入居サポートを整備する

2022年度実績
❶ 3都県
❷ 属性を区別しない入居募集の検討

KPI
❶ 従業員エンゲージメントスコア
❷ 女性管理職割合

2030年目標
❶ エンゲージメントスコア：62.0（AA）
❷ 女性管理職比率：10.0%

2023年度目標
❶ 60.0(A）
❷ 8.0%

2022年度実績
❶ 57.1(BBB)
❷ 5.1%

KPI
❶ 重大なコンプライアンス違反件数
❷ コンプライアンス取り組みの浸透率※

2030年目標
❶ 重大なコンプライアンス違反：0件
❷ コンプライアンス浸透度：100％

2023年度目標
❶ 0件
❷ 90％

2022年度実績
❶ 1件(不適切会計)
❷ 86.9％

事
業
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テ
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ア
リ
テ
ィ

土地と資産の
最有効利用支援

資産価値向上と
社会課題解決の両立

街の利便性と
人の暮らしやすさの向上

誰ひとり取り残さない
社会への貢献

誰もが成長し、チャレンジできる
企業風土の構築

業界を牽引する
ガバナンス体制の構築

1-1  事業活動の100％再エネ化
　　（RE100達成への貢献など）
1-2  エネルギ―効率の向上
　　（EP100達成への貢献など）
1-3  持続可能な木材調達と活用

5-1  需要に則した適正な
        供給と事業提案
5-2  土地・資産活用メニューの拡充
5-3  独自技術・ノウハウの
        部分提供推進

6-1  長期に資産価値を維持できる
建物の供給

6-2  環境配慮・社会課題
対応型住宅の提供

6-3  築古・未活用建物の
再生・バリューアップ

7-1  非住宅系事業への
積極的参入と誘致

7-2  生活の質（QoL）を向上させる
サービスの提供

7-3  情報取得とサービス利用の
バリアフリー推進

2-1  事業活動を通じた地方創生
2-2  地元企業の雇用創出と活性化
2-3  すべての人への住まいと
　　仕事の提供

3-1  チャレンジできる機会の提供
3-2  専門性の高い人材の育成・確保
3-3  成長とチャレンジを促す
　　職場環境の構築

4-1  ステークホルダー
　　エンゲージメントの強化
4-2  公明正大な企業経営の推進
4-3  グループガバナンスの強化

主な取り組み
■ 再生可能エネルギーの導入
• 事業所への再エネの導入
• 本社ビルへの再エネの導入

■ エネルギー効率の向上
• 環境配慮型車両（EV・HV）の導入　
• エコドライブの推進

■ 木材調達と活用
• 木造（2×4）建物を主力とした商品開発
• CLT建物の開発
• 認証木材の利用促進
• 国産材の活用

主な取り組み
■ 賃貸住宅事業
• 供給計画に基づいた適切な
  賃貸住宅供給の実施
• 計画的な商品展開の推進
• 地域に特化した商品の展開

主な取り組み
■ 建物品質の向上
• 高耐久・高品質な資材開発
• 環境に配慮した資材開発
• 長期優良住宅制度に対応した賃貸住宅開発

■ 再生・バリューアップ
• リフォーム事業の推進
• リノベーション再販事業の推進

■ 環境配慮型住宅
• ZEH賃貸住宅の標準化
• LCCM※2賃貸住宅の商品化
• CLT建物の商品化

■ 社会課題解決型住宅
• 防災配慮型賃貸住宅の開発

主な取り組み
■ 非住居系事業
• サービスオフィス事業の展開
• 商業施設誘致事業の展開
• 民間入札への積極参加

■ 暮らしやすさの向上
• 介護・保育事業の拡大
• 太陽光発電の提供
• 「ruum」事業の開始

主な取り組み
■ 関係性強化による活性化
• 協力会社とのパートナーシップ強化
• フランチャイズ加盟店の拡大
• ビルディングキーパー、クリーンキーパーの拡充
• 「ruum」協賛店舗の拡大
• 外国人技能実習生の受け入れ支援

■ すべての人へ
• 連帯保証人不要制度の導入
• 6ヵ国語対応の外国語サポートセンター設置
• 外国人入居対応専門店舗（いい部屋インターナショナル）
• 海外拠点設置
• 定年後再雇用制度の導入

主な取り組み
■ ダイバーシティ＆インクルージョン
• 性的マイノリティ（LGBTQ）への配慮
• 障がい者の活躍推進
• 女性のキャリア支援（女性育成プログラム）の実施

■ 職場環境
• 従業員エンゲージメント調査の導入
• 健全経営ランキングの実施

■ ワークワイフバランス
• 家庭と仕事の両立支援制度の拡充
• 男性育児休業取得の促進
• 休職者の復帰支援制度の導入
• 柔軟な働き方の推進

■ チャレンジ制度
• 社内ベンチャー制度の導入
• SDGsアワードの実施
• 自己啓発・資格取得支援制度の拡充

主な取り組み
■ ガバナンス
• 指名・報酬委員会の設置
• 内部通報制度の浸透
• コンプライアンス研修の実施
• コンプライアンス通報・相談窓口の設置
• 内部統制
 （リスクマネジメント・コンプライアンス）の強化
• 適切な情報開示の実践

■ ステークホルダーエンゲージメント
• 顧客満足度向上に向けた取り組みの推進
• 地域貢献活動の実施
• サプライヤー評価制度の導入

※買取リノベ再販事業・自社開発事業

※コンプライアンス実態調査アンケート による

7つのマテリアリティ

※１ ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（Net Zero Energy House）の略。建物で消費する年間の一次消費エネルギー量（設備機器のエネルギーを熱量換算した合計値）の収支をプラスマイナスゼロにする住宅のこと。
※２ ライフ・サイクル・カーボン・マイナス（Life Cycle Carbon Minus）の略。建物のライフサイクル（建築から解体まで）におけるCO2の収支をマイナスにする住宅のこと。一般財団法人住宅・建築SDGs推進センターの登録商標です。
         当社は、使用許諾に基づき使用しています。
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事業活動による
気候危機への対応

KPI
❶ 温室効果ガス排出量（スコープ1+2,3）の削減率（SBTの達成）
❷ 再生可能エネルギーの利用率（RE100の達成）
❸ エネルギー効率（EP100の達成）

2030年目標
❶ 温室効果ガス排出量スコープ1＋2、3：55％削減※2017年度比
❷ 再エネ率：60％（2040年迄:100％）
❸ エネルギー効率：２倍 ※2017年度比

2023年度目標
❶ スコープ1＋2 ：25.4％削減 、スコープ3 ：25.4％削減※2017年度比
❷ 30％
❸ 2倍 ※2017年度比

2022年度実績
❶ スコープ1＋2：20.1％削減、スコープ3：32.8％削減
❷ 26％
❸ 1.08倍

KPI
❶ 件数入居率
❷ 土地と資産の有効利用メニューの拡充【定性】

2030年目標
❶ 全国入居率：96%以上
❷ 全ての土地・資産へ最有効利用を
　 提案できる体制を構築する

2023年度目標
❶ 全国入居率　96%以上
❷ 不動産流動化事業を定着させる※

2022年度実績
❶ 全国入居率　98.1%
❷ ー

KPI
❶ 社会課題対応型賃貸住宅 供給率
❷ 築古物件への資産価値向上メニューの拡充【定性】

2030年目標
❶ ZEH※1賃貸住宅供給割合：100％ 
❷ 築古物件への資産価値向上と社会課題
　 解決につながる事業を展開する

2023年度目標
❶ ZEH供給割合　60％ 
❷ 築古物件の資産価値が向上する事業を整備する

2022年度実績
❶ 11.7％ 
❷ ー

KPI
❶ 暮らしに役立つプラットフォームサービスの利用者数
❷ 非住宅系事業への積極的参入【定性】

2030年目標
❶ ruum会員数：400万人
❷ 街の利便性が高まる事業・サービスを多角化する

2023年度目標
❶ ruum会員数 115万人
❷ 暮らしやすい街づくりに貢献できる
　事業・サービス提供を開始する。

2022年度実績
❶ ruum会員数 90万人
❷ ー

KPI
❶ 地域貢献活動 実施地域数(都道府県数)
❷ 誰もが安心して暮らせるためのサービス
　・事業推進【定性】

2030年（中長期）目標
❶ 活動実施地域：47都道府県
❷ 誰もが安心できる、入居サポートを充実する

2023年度（単年度）目標
❶ 活動実施地域　10都道府県
❷ 誰にも平等な入居サポートを整備する

2022年度実績
❶ 3都県
❷ 属性を区別しない入居募集の検討

KPI
❶ 従業員エンゲージメントスコア
❷ 女性管理職割合

2030年目標
❶ エンゲージメントスコア：62.0（AA）
❷ 女性管理職比率：10.0%

2023年度目標
❶ 60.0(A）
❷ 8.0%

2022年度実績
❶ 57.1(BBB)
❷ 5.1%

KPI
❶ 重大なコンプライアンス違反件数
❷ コンプライアンス取り組みの浸透率※

2030年目標
❶ 重大なコンプライアンス違反：0件
❷ コンプライアンス浸透度：100％

2023年度目標
❶ 0件
❷ 90％

2022年度実績
❶ 1件(不適切会計)
❷ 86.9％

事
業
マ
テ
リ
ア
リ
テ
ィ

土地と資産の
最有効利用支援

資産価値向上と
社会課題解決の両立

街の利便性と
人の暮らしやすさの向上

誰ひとり取り残さない
社会への貢献

誰もが成長し、チャレンジできる
企業風土の構築

業界を牽引する
ガバナンス体制の構築

1-1  事業活動の100％再エネ化
　　（RE100達成への貢献など）
1-2  エネルギ―効率の向上
　　（EP100達成への貢献など）
1-3  持続可能な木材調達と活用

5-1  需要に則した適正な
        供給と事業提案
5-2  土地・資産活用メニューの拡充
5-3  独自技術・ノウハウの
        部分提供推進

6-1  長期に資産価値を維持できる
建物の供給

6-2  環境配慮・社会課題
対応型住宅の提供

6-3  築古・未活用建物の
再生・バリューアップ

7-1  非住宅系事業への
積極的参入と誘致

7-2  生活の質（QoL）を向上させる
サービスの提供

7-3  情報取得とサービス利用の
バリアフリー推進

2-1  事業活動を通じた地方創生
2-2  地元企業の雇用創出と活性化
2-3  すべての人への住まいと
　　仕事の提供

3-1  チャレンジできる機会の提供
3-2  専門性の高い人材の育成・確保
3-3  成長とチャレンジを促す
　　職場環境の構築

4-1  ステークホルダー
　　エンゲージメントの強化
4-2  公明正大な企業経営の推進
4-3  グループガバナンスの強化

主な取り組み
■ 再生可能エネルギーの導入
• 事業所への再エネの導入
• 本社ビルへの再エネの導入

■ エネルギー効率の向上
• 環境配慮型車両（EV・HV）の導入　
• エコドライブの推進

■ 木材調達と活用
• 木造（2×4）建物を主力とした商品開発
• CLT建物の開発
• 認証木材の利用促進
• 国産材の活用

主な取り組み
■ 賃貸住宅事業
• 供給計画に基づいた適切な
  賃貸住宅供給の実施
• 計画的な商品展開の推進
• 地域に特化した商品の展開

主な取り組み
■ 建物品質の向上
• 高耐久・高品質な資材開発
• 環境に配慮した資材開発
• 長期優良住宅制度に対応した賃貸住宅開発

■ 再生・バリューアップ
• リフォーム事業の推進
• リノベーション再販事業の推進

■ 環境配慮型住宅
• ZEH賃貸住宅の標準化
• LCCM※2賃貸住宅の商品化
• CLT建物の商品化

■ 社会課題解決型住宅
• 防災配慮型賃貸住宅の開発

主な取り組み
■ 非住居系事業
• サービスオフィス事業の展開
• 商業施設誘致事業の展開
• 民間入札への積極参加

■ 暮らしやすさの向上
• 介護・保育事業の拡大
• 太陽光発電の提供
• 「ruum」事業の開始

主な取り組み
■ 関係性強化による活性化
• 協力会社とのパートナーシップ強化
• フランチャイズ加盟店の拡大
• ビルディングキーパー、クリーンキーパーの拡充
• 「ruum」協賛店舗の拡大
• 外国人技能実習生の受け入れ支援

■ すべての人へ
• 連帯保証人不要制度の導入
• 6ヵ国語対応の外国語サポートセンター設置
• 外国人入居対応専門店舗（いい部屋インターナショナル）
• 海外拠点設置
• 定年後再雇用制度の導入

主な取り組み
■ ダイバーシティ＆インクルージョン
• 性的マイノリティ（LGBTQ）への配慮
• 障がい者の活躍推進
• 女性のキャリア支援（女性育成プログラム）の実施

■ 職場環境
• 従業員エンゲージメント調査の導入
• 健全経営ランキングの実施

■ ワークワイフバランス
• 家庭と仕事の両立支援制度の拡充
• 男性育児休業取得の促進
• 休職者の復帰支援制度の導入
• 柔軟な働き方の推進

■ チャレンジ制度
• 社内ベンチャー制度の導入
• SDGsアワードの実施
• 自己啓発・資格取得支援制度の拡充

主な取り組み
■ ガバナンス
• 指名・報酬委員会の設置
• 内部通報制度の浸透
• コンプライアンス研修の実施
• コンプライアンス通報・相談窓口の設置
• 内部統制
 （リスクマネジメント・コンプライアンス）の強化
• 適切な情報開示の実践

■ ステークホルダーエンゲージメント
• 顧客満足度向上に向けた取り組みの推進
• 地域貢献活動の実施
• サプライヤー評価制度の導入

※買取リノベ再販事業・自社開発事業

※コンプライアンス実態調査アンケート による

7つのマテリアリティ

※１ ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（Net Zero Energy House）の略。建物で消費する年間の一次消費エネルギー量（設備機器のエネルギーを熱量換算した合計値）の収支をプラスマイナスゼロにする住宅のこと。
※２ ライフ・サイクル・カーボン・マイナス（Life Cycle Carbon Minus）の略。建物のライフサイクル（建築から解体まで）におけるCO2の収支をマイナスにする住宅のこと。一般財団法人住宅・建築SDGs推進センターの登録商標です。
         当社は、使用許諾に基づき使用しています。
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2009年 2019年 2020年 2021年 2022年 2023年 2030年 2040年 2050年

30by30アライアンス参加表明

環境経営プロジェクト　運営開始

「DAITO 環境ビジョン2050」策定

RE100加盟（再生可能エネルギー導入目標）

EP100加盟（エネルギー効率目標）

TCFD提言に賛同

７つのマテリアリティ特定（環境：気候危機を含む）

SBTネットゼロ水準にて
認定申請中SBT1.5水準にて再認定取得SBT 2℃水準

認定取得

2030年までに
30％以上の
健全な生態系

2030年までに
エネルギー効率

2倍

2040年までに
再生エネルギー

100%

2030年までに
55%削減

2050年までに
ネットゼロ

～ ～～ ～

環境への取り組み

環境基本方針・環境行動指針　

ガバナンスガバナンス

サステナビリティ全般に関する推進体制として、代表取締役 社長執行役員を議長とする「サステナビリティ推進
会議」を設置し、重要課題である「７つのマテリアリティ（重要課題）」の解決に向けた具体的な取り組みの協議、
推進を行っています。その経過は定期的に取締役会へ報告し、方針や取り組みへの助言と承認を得ています。
「サステナビリティ推進会議」で協議した、気候変動、生物多様性、水リスク、汚染・廃棄物、サプライチェーンな
どの環境に関するテーマは「環境経営プロジェクト委員会」に連携され、グループ会社も含めた環境経営体制
の構築を強化しています。定期的な全体会議を通して、現状の把握と課題解決に向けた議論を行い、グループ
全体の環境に関する取り組みを推進しています。

環境基本方針

環境行動指針

私たちは全ての事業活動において、省資源、再利用、再資源（3R）に努め、
地球環境の保全に積極的に取り組みます。
また、土地活用の先進企業として、地域社会や自然との調和を重視し、良好な住環境を提案し続けます。

1. 法規制：環境に関連する法規を順守し、事業活動を行っていきます。
2. 教育：啓発活動を継続して、全従業員が環境に優しい活動に率先して取り組んでいきます。
3. 省資源：建物の長寿命化や省資源化に取り組み、環境負荷の低減に努めます。
4. 再利用：資材の再利用化に取り組み、環境負荷の低減に努めます。
5. 再資源：資源のリサイクルを推進し、環境負荷の低減に努めます。
6. 創造：人に優しい住環境を提案し、より環境負荷の低減につながるサービスを提供します。

環境経営プロジェクト委員会 サステナビリティ推進会議

海外グループ会社

国内グループ会社

本社

取締役会

現場施工グループ

連携

技術開発グループ

職場環境グループ

工事課／設計課

工事課／設計課

建築営業課／工事課
設計課／業務課

支店

代表取締役 社長執行役員

環境経営プロジェクト事務局（技術開発部 環境企画課）

温室効果ガス排出量の削減／省資源・資源循環の促進／廃棄物排出量の削減／
生物多様性の対応／環境管理体制の充実

温室効果ガス排出量の削減／省資源・資源循環の促進／製品対策・環境配慮設計／
資材などのグリーン調達の促進／生物多様性の対応／環境管理体制の充実

温室効果ガス排出量の削減／省資源・資源循環の促進／廃棄物排出量の削減／
文具などのグリーン購入の促進／生物多様性の対応／環境管理体制の充実

当社グループは、環境への取り組みを社会的責任遂行の一環としてだけではなく、

持続的な企業成長に向けた機会であると認識しています。

2050年を見据えた新・環境経営戦略に則り、

事業活動を通じた持続可能な社会の実現に向けトップランナーとして貢献します。

環境経営を推進するための組織体制

7つのマテリアリティ
 ▶  P15

環境経営
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2009年 2019年 2020年 2021年 2022年 2023年 2030年 2040年 2050年

30by30アライアンス参加表明

環境経営プロジェクト　運営開始

「DAITO 環境ビジョン2050」策定

RE100加盟（再生可能エネルギー導入目標）

EP100加盟（エネルギー効率目標）

TCFD提言に賛同

７つのマテリアリティ特定（環境：気候危機を含む）

SBTネットゼロ水準にて
認定申請中SBT1.5水準にて再認定取得SBT 2℃水準

認定取得

2030年までに
30％以上の
健全な生態系

2030年までに
エネルギー効率

2倍

2040年までに
再生エネルギー

100%

2030年までに
55%削減

2050年までに
ネットゼロ

～ ～～ ～

環境への取り組み

環境基本方針・環境行動指針　

ガバナンスガバナンス

サステナビリティ全般に関する推進体制として、代表取締役 社長執行役員を議長とする「サステナビリティ推進
会議」を設置し、重要課題である「７つのマテリアリティ（重要課題）」の解決に向けた具体的な取り組みの協議、
推進を行っています。その経過は定期的に取締役会へ報告し、方針や取り組みへの助言と承認を得ています。
「サステナビリティ推進会議」で協議した、気候変動、生物多様性、水リスク、汚染・廃棄物、サプライチェーンな
どの環境に関するテーマは「環境経営プロジェクト委員会」に連携され、グループ会社も含めた環境経営体制
の構築を強化しています。定期的な全体会議を通して、現状の把握と課題解決に向けた議論を行い、グループ
全体の環境に関する取り組みを推進しています。

環境基本方針

環境行動指針

私たちは全ての事業活動において、省資源、再利用、再資源（3R）に努め、
地球環境の保全に積極的に取り組みます。
また、土地活用の先進企業として、地域社会や自然との調和を重視し、良好な住環境を提案し続けます。

1. 法規制：環境に関連する法規を順守し、事業活動を行っていきます。
2. 教育：啓発活動を継続して、全従業員が環境に優しい活動に率先して取り組んでいきます。
3. 省資源：建物の長寿命化や省資源化に取り組み、環境負荷の低減に努めます。
4. 再利用：資材の再利用化に取り組み、環境負荷の低減に努めます。
5. 再資源：資源のリサイクルを推進し、環境負荷の低減に努めます。
6. 創造：人に優しい住環境を提案し、より環境負荷の低減につながるサービスを提供します。

環境経営プロジェクト委員会 サステナビリティ推進会議

海外グループ会社

国内グループ会社

本社

取締役会

現場施工グループ

連携

技術開発グループ

職場環境グループ

工事課／設計課

工事課／設計課

建築営業課／工事課
設計課／業務課

支店

代表取締役 社長執行役員

環境経営プロジェクト事務局（技術開発部 環境企画課）

温室効果ガス排出量の削減／省資源・資源循環の促進／廃棄物排出量の削減／
生物多様性の対応／環境管理体制の充実

温室効果ガス排出量の削減／省資源・資源循環の促進／製品対策・環境配慮設計／
資材などのグリーン調達の促進／生物多様性の対応／環境管理体制の充実

温室効果ガス排出量の削減／省資源・資源循環の促進／廃棄物排出量の削減／
文具などのグリーン購入の促進／生物多様性の対応／環境管理体制の充実

当社グループは、環境への取り組みを社会的責任遂行の一環としてだけではなく、

持続的な企業成長に向けた機会であると認識しています。

2050年を見据えた新・環境経営戦略に則り、

事業活動を通じた持続可能な社会の実現に向けトップランナーとして貢献します。

環境経営を推進するための組織体制

7つのマテリアリティ
 ▶  P15

環境経営

大東建託グループ17 サステナビリティレポート 2023 18



TCFD（Task Force on Climate-related Financial Disclosures）提言に基づく開示
TCFD（気候関連財務情報開示タスクフォース）は、金融安定理事会（FSB）によって2015年に設立され、企業に対し
て気候変動が事業に与える影響について情報開示することを求めるものです。当社グループは、2019年5月に
TCFD提言に賛同し、その方針に沿って、気候変動が事業に与える「リスク」と「機会」の把握に努め、情報開示を
行っています。

SBT（Science Based Targets）認定の取得
SBTは、気候科学に基づく温室効果ガス削減シナリオと整合した削減目標を指し、その妥当性を国際イニシアティ
ブが認定するものです。当社グループは、「パリ協定」が目指す「2℃目標」達成水準であるとして、2019年1月にSBT
認定を取得。その後、SBTの新基準となった「1.5℃水準」に沿って削減目標を再策定し、2020年3月に再認定を取
得。2023年に「ネットゼロ基準」に沿った削減目標経営 を再度
策定し、認定申請をしています。

RE100（Renewable Energy 100）への加盟
RE100は、事業活動に必要なエネルギーを100%再生可能エネルギーで賄うことを目標に掲げる企業が参加す
る、国際的な環境イニシアティブです。当社グループは、2019年1月にRE100に加盟し、2040年までに事業活動に
使用する電力を100％再生可能エネルギーにすることを目標に掲げて、太陽光
発電をはじめ、再生可能エネルギー普及活動を推進しています。

EP100（Energy Productivity 100）への加盟
EP100は、省エネ取り組みを通して「エネルギー効率の向上」を推進する国際的な環境イニシアティブです。当社
グループは、2030年までにエネルギー効率を2017年度比で2倍にすることを目標に掲げ、2020年8月に加盟しま
した。EP100への取り組みは、SBTの掲げる温室効果ガス削減と、RE100の再生可能エネルギー推進の取り組みの
延長と位置付けており、三者の取り組みの連携により、脱炭素社会の実現に寄
与していきます。

気候変動イニシアティブ JCI （Japan Climate Initiative）
JCIは、気候変動対策へ積極的に取り組む企業やNGOなどを主体として、自主的に脱炭素社会の実現を目指す日
本で発足した活動団体です。当社グループは、JCIが掲げる「パリ協定が目指す脱炭素社会への展開は、新たな成
長と発展の機会を生み出す」という趣旨に賛同し、2018年9月に参加しました。他の参加団体と情報共有を行いな
がら、気候変動対策を推進します。

GX（グリーントランスフォーメーション）リーグ基本構想
GXは、2050年までに達成を目指す炭素中立や、2030年までの温室効果ガス排出削減目標の達成に向けて、経済
社会システムそのものの変革を目指す取り組みです。当社グループは、自社の温室効果ガス排出削減、サプライ
チェーン全体での炭素中立、製品・サービスを通じ市場における削減への取り組みを包括する「GXリーグ基本構
想」に2022年の発足時より賛同を表明しています。

生物多様性のための30by30（サーティ・バイ・サーティ）アライアンス
30by30アライアンスは、生物多様性の損失を食い止め、回復させる「ネイチャーポジティブ」の目標に向け、2030
年までに陸と海の30％以上を健全な生態系として効果的に保全しようとする取り組みです。環境省をはじめ、行
政・企業・自治体・団体等のオールジャパンで実施する目的で設立されました。当社グループは2022年4月に参加
表明し、活動しています。

※ ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（Net Zero Energy House）の略。建物で消費する年間の一次消費エネルギー量（設備機器のエネルギーを熱量換算した合計値）の収支をプラスマイナスゼロにする住宅のこと。

建築
建築時において環境
配慮とCO₂排出量削
減を実現する

暮らし
当社グループ建物に
入居中のCO₂排出量
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ごみ
すべての廃棄物の循
環を実現する

企業
事業活動において
CO₂排出量ゼロを実
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自然
自然環境と共生した
社会を実現する

人
環境に配慮した人と
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省エネ化推進

再生可能エネルギー推進
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生物多様性への配慮

国産木材の活用推進

サプライチェーンの
透明化

木造の賃貸集合住宅の
販売促進

社員への環境教育の
実施

建築 暮らし ごみ

企業 自然 人

の6領域における環境への取り組みを推進

DAITO環境ビジョン2050

戦略

施策

当社グループは、環境課題への取り組みを企業価値を高めるためのものと捉え、2020年、環境経営戦略
「DAITO環境ビジョン2050」を策定しました。本ビジョンは当社グループの各事業に照らして設定した、建築、暮
らし、ごみ、企業、自然、人という6つの領域ごとに戦略、施策を明示し、目標の達成を目指しています。さらに、
2021年には当社グループが特に重点的に取り組むべき課題として「７つのマテリアリティ(重要課題)」を設定
し、その一つとして「事業活動による気候危機への対応」を掲げています。経営資源や蓄積したノウハウなど、グ
ループ全体の強みを生かしながら、環境課題の解決と利益創出の両立を目指します。

「エコ・ファースト制度」とは、環境省が環境対策に
ついて「先進性、独自性、波及効果」のある取り組み
をしている企業を、業界における環境先進企業とし
て認定する制度です。2020年10月、当社グループの
6つの「エコ・ファーストの約束」が評価され、「エコ・
ファースト企業」として認定されました。

リスク管理

環境課題に関するリスクは、取締役会の諮問機関である「リスクマネジメント委員会」で評価しています。同委員
会は、当社グループの重大な財務上または戦略的な影響を及ぼすリスクと機会の特定・評価を行います。当社
グループ事業に影響を与える「あらゆるリスク項目」を各事業部門にて洗い出し、「リスクマネジメント委員会」
にて集約しています。短・中・長期における発生可能性と当社事業への影響度等を踏まえスコアリングを行い、
「重要リスク項目」の評価・特定を行っています。その項目を踏まえ、取締役会にて、特に重大な財務上または戦
略的な影響を及ぼす「重点管理リスク項目」のモニタリングを実施しています。

環境トップランナーとして、事業活動を通して
持続可能な社会の実現に貢献する

当社グループは、企業の自主的かつ創意ある取り組みを後押しするイニシアティブに参加し、脱炭素への意欲
的な目標を設定すると共に、体系的で徹底した取り組みを進めています。

戦略　

大東建託グループの
「エコ・ファーストの約束」環境省エコ・ファースト企業への認定

DAITO環境ビジョン2050
環境関連のイニシアティブへの参加

再生可能エネルギー導入目標 
▶P26

SBT認定基準に沿った温室効果ガス排出量削減目標 
▶P26

エネルギー効率目標 
▶P26
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TCFD（Task Force on Climate-related Financial Disclosures）提言に基づく開示
TCFD（気候関連財務情報開示タスクフォース）は、金融安定理事会（FSB）によって2015年に設立され、企業に対し
て気候変動が事業に与える影響について情報開示することを求めるものです。当社グループは、2019年5月に
TCFD提言に賛同し、その方針に沿って、気候変動が事業に与える「リスク」と「機会」の把握に努め、情報開示を
行っています。

SBT（Science Based Targets）認定の取得
SBTは、気候科学に基づく温室効果ガス削減シナリオと整合した削減目標を指し、その妥当性を国際イニシアティ
ブが認定するものです。当社グループは、「パリ協定」が目指す「2℃目標」達成水準であるとして、2019年1月にSBT
認定を取得。その後、SBTの新基準となった「1.5℃水準」に沿って削減目標を再策定し、2020年3月に再認定を取
得。2023年に「ネットゼロ基準」に沿った削減目標経営 を再度
策定し、認定申請をしています。

RE100（Renewable Energy 100）への加盟
RE100は、事業活動に必要なエネルギーを100%再生可能エネルギーで賄うことを目標に掲げる企業が参加す
る、国際的な環境イニシアティブです。当社グループは、2019年1月にRE100に加盟し、2040年までに事業活動に
使用する電力を100％再生可能エネルギーにすることを目標に掲げて、太陽光
発電をはじめ、再生可能エネルギー普及活動を推進しています。

EP100（Energy Productivity 100）への加盟
EP100は、省エネ取り組みを通して「エネルギー効率の向上」を推進する国際的な環境イニシアティブです。当社
グループは、2030年までにエネルギー効率を2017年度比で2倍にすることを目標に掲げ、2020年8月に加盟しま
した。EP100への取り組みは、SBTの掲げる温室効果ガス削減と、RE100の再生可能エネルギー推進の取り組みの
延長と位置付けており、三者の取り組みの連携により、脱炭素社会の実現に寄
与していきます。

気候変動イニシアティブ JCI （Japan Climate Initiative）
JCIは、気候変動対策へ積極的に取り組む企業やNGOなどを主体として、自主的に脱炭素社会の実現を目指す日
本で発足した活動団体です。当社グループは、JCIが掲げる「パリ協定が目指す脱炭素社会への展開は、新たな成
長と発展の機会を生み出す」という趣旨に賛同し、2018年9月に参加しました。他の参加団体と情報共有を行いな
がら、気候変動対策を推進します。

GX（グリーントランスフォーメーション）リーグ基本構想
GXは、2050年までに達成を目指す炭素中立や、2030年までの温室効果ガス排出削減目標の達成に向けて、経済
社会システムそのものの変革を目指す取り組みです。当社グループは、自社の温室効果ガス排出削減、サプライ
チェーン全体での炭素中立、製品・サービスを通じ市場における削減への取り組みを包括する「GXリーグ基本構
想」に2022年の発足時より賛同を表明しています。

生物多様性のための30by30（サーティ・バイ・サーティ）アライアンス
30by30アライアンスは、生物多様性の損失を食い止め、回復させる「ネイチャーポジティブ」の目標に向け、2030
年までに陸と海の30％以上を健全な生態系として効果的に保全しようとする取り組みです。環境省をはじめ、行
政・企業・自治体・団体等のオールジャパンで実施する目的で設立されました。当社グループは2022年4月に参加
表明し、活動しています。

※ ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（Net Zero Energy House）の略。建物で消費する年間の一次消費エネルギー量（設備機器のエネルギーを熱量換算した合計値）の収支をプラスマイナスゼロにする住宅のこと。
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の6領域における環境への取り組みを推進

DAITO環境ビジョン2050

戦略

施策

当社グループは、環境課題への取り組みを企業価値を高めるためのものと捉え、2020年、環境経営戦略
「DAITO環境ビジョン2050」を策定しました。本ビジョンは当社グループの各事業に照らして設定した、建築、暮
らし、ごみ、企業、自然、人という6つの領域ごとに戦略、施策を明示し、目標の達成を目指しています。さらに、
2021年には当社グループが特に重点的に取り組むべき課題として「７つのマテリアリティ(重要課題)」を設定
し、その一つとして「事業活動による気候危機への対応」を掲げています。経営資源や蓄積したノウハウなど、グ
ループ全体の強みを生かしながら、環境課題の解決と利益創出の両立を目指します。

「エコ・ファースト制度」とは、環境省が環境対策に
ついて「先進性、独自性、波及効果」のある取り組み
をしている企業を、業界における環境先進企業とし
て認定する制度です。2020年10月、当社グループの
6つの「エコ・ファーストの約束」が評価され、「エコ・
ファースト企業」として認定されました。

リスク管理

環境課題に関するリスクは、取締役会の諮問機関である「リスクマネジメント委員会」で評価しています。同委員
会は、当社グループの重大な財務上または戦略的な影響を及ぼすリスクと機会の特定・評価を行います。当社
グループ事業に影響を与える「あらゆるリスク項目」を各事業部門にて洗い出し、「リスクマネジメント委員会」
にて集約しています。短・中・長期における発生可能性と当社事業への影響度等を踏まえスコアリングを行い、
「重要リスク項目」の評価・特定を行っています。その項目を踏まえ、取締役会にて、特に重大な財務上または戦
略的な影響を及ぼす「重点管理リスク項目」のモニタリングを実施しています。

環境トップランナーとして、事業活動を通して
持続可能な社会の実現に貢献する

当社グループは、企業の自主的かつ創意ある取り組みを後押しするイニシアティブに参加し、脱炭素への意欲
的な目標を設定すると共に、体系的で徹底した取り組みを進めています。

戦略　

大東建託グループの
「エコ・ファーストの約束」環境省エコ・ファースト企業への認定

DAITO環境ビジョン2050
環境関連のイニシアティブへの参加

再生可能エネルギー導入目標 
▶P26

SBT認定基準に沿った温室効果ガス排出量削減目標 
▶P26

エネルギー効率目標 
▶P26
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事業所の電気使用量の削減
現場の電気使用量の削減
ガソリン・軽油の使用量の削減
エネルギー効率の向上（EP100）
事業所への再生可能エネルギーを導入
建設現場への再生可能エネルギーを導入
再生可能エネルギーの活用（RE100）
省エネルギー資材の導入促進
省エネ誘導相当の建物比率の向上
（緩和分野）ZEH※1・LCCM※2賃貸住宅
（緩和分野）CLT賃貸住宅
（適応分野）防災・水害対策賃貸住宅

温室効果ガス排出量の削減

省エネルギー

温室効果ガス排出量

気候危機対応型住宅の
開発・販売

再生可能エネルギー

産業廃棄物

資源投入量

資源生産性
グリーン購入

木材調達

生物多様性

環境教育

サステナブル調達

環境関連法規

持続可能な社会の姿 分類関連 SDGs 項目 環境中長期目標

低炭素社会

循環型社会

自然共生社会

サプライチェーン

その他

事業活動の温室効果ガス排出量（スコープ1＋2）を
バリューチェーンの温室効果ガス排出量（スコープ3）を
事務所の電気使用量（kWh）を
現場の電気使用量（kWh)を
ガソリン・軽油の使用量（ℓ）を
エネルギー効率（売上高／ギガジュール）を
事業所における再生可能エネルギーの使用を
建設現場における再生可能エネルギーの使用を
事業活動における再生可能エネルギーの使用を
省エネルギー資材の標準設定・オプション設定を
BEI値（平成28年基準）0.9以下の建物を
ZEH・LCCM基準の建物を販売割合を
CLT賃貸住宅の開発・販売に
防災・水害対策賃貸住宅の開発・販売に

総量で2017年度比、2030年度までに「55%」削減する（前年比4.2%削減）
総量で2017年度比、2030年度までに「55%」削減する（前年比4.2%削減）
総量で毎年、前年比4.2％削減する
総量で毎年、前年比4.2％削減する
総量で毎年、前年比4.2％削減する
2017年度比、2030年度までに2倍にする
総量で2040年までに100％にする　
総量で2040年までに100％にする
総量で2040年までに100％にする
促進する
契約棟数比率で2030年度までに100%にする
2030年度までに100%とする。
積極的に取り組む
積極的に取り組む

国産木材の調達
持続可能な木材の調達
生物多様性保護地の拡大
環境教育・自然保全活動の企画・実施

国産木材の調達に
持続可能な木材調達比率
生物多様性保護地の拡大に
環境教育・自然保全活動を

積極的に取り組む
2030年までに100％にする
積極的に寄与する
継続的に企画・実施する

サプライヤーの温室効果ガス排出
建設資材のCO2排出量開示
紛争鉱物の調査の実施
調達資材の合法性・調査の実施
有害化学物質含有建材の排除
排水水質調査の実施

全てのサプライヤーに対して
全てのサプライヤーに対して
調達資材における紛争鉱物についての調査を
調達資材の合法性に関する調査を
調達資材における有害化学物質含有建材の排除を
排水水質の調査を

温室効果ガス排出量の把握と削減目標の設定を求める
建設資材のライフサイクルアセスメントの実施を求める
継続的に実施する
継続的に実施する
継続的に実施する
継続的に実施する

産業廃棄物排出量の削減
（新築現場）産業廃棄物排出量の削減
（解体現場）産業廃棄物排出量の削減
産業廃棄物のリサイクル率向上
建設リサイクル率※3を高水準に維持
コピー用紙使用量の削減
事務所の水使用量の削減
現場の水使用量の削減
資源生産性の向上
グリーン購入対象品の購入

産業廃棄物排出量（t）を
新築現場の産業廃棄物排出量（t）を
解体現場の産業廃棄物排出量（t）を
産業廃棄物のリサイクル率を
建設廃棄物のリサイクル率を
コピー用紙の使用量（kg）を
事務所の水使用量（㎥）の
現場の水使用量（㎥）の
資源生産性（売上高/総物質投入量）を
グリーン購入対象品の購入に

総量で毎年、前年比1％削減する
戸当たりで毎年、前年比1％削減する
戸当たりで毎年、前年比1％削減する
2030年度までに「97%」、2050年までに100％にする
「98％」以上に維持する
総量で毎年、前年比2.1％削減する【単体】
削減に取り組む
削減に取り組む
2030年度までに、「50万円/t」以上にする【単体】
継続的に取り組む

指標と目標　

環境関連法規の順守 環境関連法規の順守状況を 適正に管理する

大東建託グループ 環境中長期目標

環境経営

※1 ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（Net Zero Energy House）の略。建物で消費する年間の一次消費エネルギー量（設備機器のエネルギーを熱量換算した合計値）の収支をプラスマイナスゼロ
　　にする住宅のこと。

※2  ライフ・サイクル・カーボン・マイナス（Life Cycle Carbon Minus）の略。建物のライフサイクル（建築から解体まで）におけるCO2の収支をマイナスにする住宅のこと。
　　一般財団法人住宅・建築SDGs推進センターの登録商標です。当社は、使用許諾に基づき使用しています。
※3  建設リサイクル率・・・建設工事に伴い発生する建設副産物のリサイクル率（対象品目：アスファルト･コンクリート塊、コンクリート塊、建設発生木材、建設汚泥、建設混合廃棄物）
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事業所の電気使用量の削減
現場の電気使用量の削減
ガソリン・軽油の使用量の削減
エネルギー効率の向上（EP100）
事業所への再生可能エネルギーを導入
建設現場への再生可能エネルギーを導入
再生可能エネルギーの活用（RE100）
省エネルギー資材の導入促進
省エネ誘導相当の建物比率の向上
（緩和分野）ZEH※1・LCCM※2賃貸住宅
（緩和分野）CLT賃貸住宅
（適応分野）防災・水害対策賃貸住宅

温室効果ガス排出量の削減

省エネルギー

温室効果ガス排出量

気候危機対応型住宅の
開発・販売

再生可能エネルギー

産業廃棄物

資源投入量

資源生産性
グリーン購入

木材調達

生物多様性

環境教育

サステナブル調達

環境関連法規

持続可能な社会の姿 分類関連 SDGs 項目 環境中長期目標

低炭素社会

循環型社会

自然共生社会

サプライチェーン

その他

事業活動の温室効果ガス排出量（スコープ1＋2）を
バリューチェーンの温室効果ガス排出量（スコープ3）を
事務所の電気使用量（kWh）を
現場の電気使用量（kWh)を
ガソリン・軽油の使用量（ℓ）を
エネルギー効率（売上高／ギガジュール）を
事業所における再生可能エネルギーの使用を
建設現場における再生可能エネルギーの使用を
事業活動における再生可能エネルギーの使用を
省エネルギー資材の標準設定・オプション設定を
BEI値（平成28年基準）0.9以下の建物を
ZEH・LCCM基準の建物を販売割合を
CLT賃貸住宅の開発・販売に
防災・水害対策賃貸住宅の開発・販売に

総量で2017年度比、2030年度までに「55%」削減する（前年比4.2%削減）
総量で2017年度比、2030年度までに「55%」削減する（前年比4.2%削減）
総量で毎年、前年比4.2％削減する
総量で毎年、前年比4.2％削減する
総量で毎年、前年比4.2％削減する
2017年度比、2030年度までに2倍にする
総量で2040年までに100％にする　
総量で2040年までに100％にする
総量で2040年までに100％にする
促進する
契約棟数比率で2030年度までに100%にする
2030年度までに100%とする。
積極的に取り組む
積極的に取り組む

国産木材の調達
持続可能な木材の調達
生物多様性保護地の拡大
環境教育・自然保全活動の企画・実施

国産木材の調達に
持続可能な木材調達比率
生物多様性保護地の拡大に
環境教育・自然保全活動を

積極的に取り組む
2030年までに100％にする
積極的に寄与する
継続的に企画・実施する

サプライヤーの温室効果ガス排出
建設資材のCO2排出量開示
紛争鉱物の調査の実施
調達資材の合法性・調査の実施
有害化学物質含有建材の排除
排水水質調査の実施

全てのサプライヤーに対して
全てのサプライヤーに対して
調達資材における紛争鉱物についての調査を
調達資材の合法性に関する調査を
調達資材における有害化学物質含有建材の排除を
排水水質の調査を

温室効果ガス排出量の把握と削減目標の設定を求める
建設資材のライフサイクルアセスメントの実施を求める
継続的に実施する
継続的に実施する
継続的に実施する
継続的に実施する

産業廃棄物排出量の削減
（新築現場）産業廃棄物排出量の削減
（解体現場）産業廃棄物排出量の削減
産業廃棄物のリサイクル率向上
建設リサイクル率※3を高水準に維持
コピー用紙使用量の削減
事務所の水使用量の削減
現場の水使用量の削減
資源生産性の向上
グリーン購入対象品の購入

産業廃棄物排出量（t）を
新築現場の産業廃棄物排出量（t）を
解体現場の産業廃棄物排出量（t）を
産業廃棄物のリサイクル率を
建設廃棄物のリサイクル率を
コピー用紙の使用量（kg）を
事務所の水使用量（㎥）の
現場の水使用量（㎥）の
資源生産性（売上高/総物質投入量）を
グリーン購入対象品の購入に

総量で毎年、前年比1％削減する
戸当たりで毎年、前年比1％削減する
戸当たりで毎年、前年比1％削減する
2030年度までに「97%」、2050年までに100％にする
「98％」以上に維持する
総量で毎年、前年比2.1％削減する【単体】
削減に取り組む
削減に取り組む
2030年度までに、「50万円/t」以上にする【単体】
継続的に取り組む

指標と目標　

環境関連法規の順守 環境関連法規の順守状況を 適正に管理する

大東建託グループ 環境中長期目標

環境経営

※1 ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（Net Zero Energy House）の略。建物で消費する年間の一次消費エネルギー量（設備機器のエネルギーを熱量換算した合計値）の収支をプラスマイナスゼロ
　　にする住宅のこと。

※2  ライフ・サイクル・カーボン・マイナス（Life Cycle Carbon Minus）の略。建物のライフサイクル（建築から解体まで）におけるCO2の収支をマイナスにする住宅のこと。
　　一般財団法人住宅・建築SDGs推進センターの登録商標です。当社は、使用許諾に基づき使用しています。
※3  建設リサイクル率・・・建設工事に伴い発生する建設副産物のリサイクル率（対象品目：アスファルト･コンクリート塊、コンクリート塊、建設発生木材、建設汚泥、建設混合廃棄物）
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気候変動

当社グループは、気候変動を含む環境問題を重要な経営課題であると認識しています。
2019年5月に賛同を表明した気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD）のフレームワークに基づき、気
候変動が当社グループの事業に与える影響と、リスクと機会を分析しています。その結果を、経営戦略・リス
クマネジメントに反映し、適切に開示することで、社会の持続的な発展と持続的な企業価値の向上を目指し
ていきます。

基本的な考え方

ガバナンス

気候変動を含むサステナビリティ推進のため、代表取締役 社長執行役員を議長とする「サステナビリティ推進
会議」を設置し、課題解決に向けた具体的な取り組みの協議とKPIに沿った進捗管理を行っています。ここで協
議した内容は、定期的に取締役会へ報告を行っています。また、「環境経営プロジェクト委員会」を設置し、グ
ループ会社も含めた環境経営体制を構築しています。定期的な全体会議を通じて、現状の把握と課題解決に向
けた議論を行い、グループ全体の気候変動に関する取り組みを推進しています。

戦略

サステナビリティに関連する特に重点的に取り組むべき課題を「7つのマテリアリティ（重要課題）」として特定
しています。気候変動対策は、当社グループの重要な経営課題と認識していることから、マテリアリティ「環境：
気候危機への対応」として設定しています。
気候変動は当社グループの事業活動に対して、さまざまなリスクと機会をもたらす可能性があるため、企業とし
て、社会状況を見据えた分析と現状把握が重要と考えています。
今後、当社グループが長期的に存続・成長していくために、これらのリスクと機会を見極め、企業としての強み
（経営資源・専門性など）を生かしながら環境課題の解決と利益創出を両立していきます。

当社グループは、TCFDの方針に沿って、気候変動が事業（建設業、不動産事業）に与えるリスクと機会の把握に
努めています。気候変動におけるリスクと機会を評価するため、気候変動シナリオ（1.5℃シナリオ、2℃未満シナ
リオ、4℃シナリオ）に基づき、短期・中期・長期の事業への影響を評価・分析しています。

炭素税導入に伴う操業コスト増加
（SBT認定目標に沿って、温室効果ガスを削減した場合のコスト増加抑制分を含む）

炭素税導入に伴う材料コスト増加と販売価格上昇、
それに伴う需要低下による売上減少
（SBT認定目標に沿って温室効果ガスを削減した場合の売上減少分を含む）

移行リスク

対応

短期

1.5℃／2℃未満シナリオ

財務への影響
4℃シナリオ

中期 長期 短期 中期 長期

（単位：百万円）

（単位：百万円）

炭
素
税
導
入

政
策
・
法
規
制
リ
ス
ク

・サプライチェーン全体でSBTの削減目標に沿った温室効果ガス削減取り組みを推進
・CLTの開発・販売促進など、温室効果ガス排出量の少ない工法への切り替え
・事務所、工事現場等において、RE100に沿った再生可能エネルギーの導入

754

2,103

577

2,958

0

0

416

845

653

1,325

1,071

2,174

EV化の普及促進により、充電スタンド設置増加に伴うコスト増加

再生可能エネルギー証書購入によるコスト増加

風水害による太陽光発電設備の損害増加

Ｅ
Ｖ
導
入

再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
導
入

技
術
リ
ス
ク

190 88 102 86 101 102

16

0

132

949

0

1,012

0

-

0

-

0

-

対応 ・社有車のEV化に向けた取り組みを計画的に推進

対応 ・太陽光発電事業、バイオマス発電事業を通して、追加性のある再生可能エネルギー電源の確保を推進

ZEH、LCCM※1賃貸住宅の販売拡大による、販売価格上昇と、
それに伴う需要低下による売上減少

Ｚ
Ｅ
Ｈ
／

Ｌ
Ｃ
Ｃ
Ｍ
拡
大

市
場
リ
ス
ク

59 148 996 - - -

対応 ・ZEH※2、LCCM賃貸住宅の商品化に付随する技術力向上（価格抑制）に向けた取り組みを推進

気候変動対応の遅れによるステークホルダーからの信用失墜、ブランド力低下
気
候
変
動
へ
の
対
応

評
判
リ
ス
ク 対応 ・ESG評価向上に向けた気候変動対応の積極的な推進

工事中の風水害増加によるコスト増加

風水害による太陽光発電設備の損害増加

風水害による保険料増加

物理的リスク 短期

1.5℃／2℃未満シナリオ

財務への影響
4℃シナリオ

中期 長期 短期 中期 長期

風
水
害

急
性
リ
ス
ク

0

0

0

0

0

0

263

36

381

1,002

102

1,457

374

51

542

1,502

153

2,168

対応 ・近年の風水害の増加を踏まえ、それらのリスクを踏まえた工事計画、太陽光設備設置計画を推進

対応 ・木材調達先の国内外含めた多角化を図り、調達価格増加への対応を推進

気温上昇の影響による工事現場の労働効率性低下と工期延長、
それに伴う人件費増加

気温上昇による空調費用増加

木材価格高騰によるコスト増加と販売価格上昇、
それに伴う需要低下による売上減少

気
温
上
昇

木
材
価
格
高
騰

慢
性
リ
ス
ク

0

0

26

1

122

1

0

0

72

1

710

2

33 56 182 81 137 448

対応 ・近年の気温上昇を踏まえ、夏場の作業時間の制限など、安全を重視した工事計画を推進
・夏場のクールビスや在宅勤務などを推進

■ 実施時期 ：

■ 対象期間 ：

■ 対象範囲 ：

■ 算定要件 ：

2023年1月（1.5℃シナリオを新たに採用）

2023年～2050年（短期：2025年、中期：2030年、長期：2050年）

大東建託グループにおける建築・不動産事業

気候変動シナリオ（STEPS、NZE、RCP等）に基づき分析項目別に対象期間内に想定される利益影響額
を算定リスクは事象が発生した際の影響額で算定

シナリオ分析 前提要件

気候変動におけるリスクと機会

※1 ライフ・サイクル・カーボン・マイナス（Life Cycle Carbon Minus）の略。建物のライフサイクル（建築から解体まで）におけるCO2の収支をマイナスにする住宅のこと。一般財団法人住宅・建築SDGs
　　推進センターの登録商標です。当社は、使用許諾に基づき使用しています。
※2 ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（Net Zero Energy House）の略。建物で消費する年間の一次消費エネルギー量
        （設備機器のエネルギーを熱量換算した合計値）の収支をプラスマイナスゼロにする住宅のこと。
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気候変動

当社グループは、気候変動を含む環境問題を重要な経営課題であると認識しています。
2019年5月に賛同を表明した気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD）のフレームワークに基づき、気
候変動が当社グループの事業に与える影響と、リスクと機会を分析しています。その結果を、経営戦略・リス
クマネジメントに反映し、適切に開示することで、社会の持続的な発展と持続的な企業価値の向上を目指し
ていきます。

基本的な考え方

ガバナンス

気候変動を含むサステナビリティ推進のため、代表取締役 社長執行役員を議長とする「サステナビリティ推進
会議」を設置し、課題解決に向けた具体的な取り組みの協議とKPIに沿った進捗管理を行っています。ここで協
議した内容は、定期的に取締役会へ報告を行っています。また、「環境経営プロジェクト委員会」を設置し、グ
ループ会社も含めた環境経営体制を構築しています。定期的な全体会議を通じて、現状の把握と課題解決に向
けた議論を行い、グループ全体の気候変動に関する取り組みを推進しています。

戦略

サステナビリティに関連する特に重点的に取り組むべき課題を「7つのマテリアリティ（重要課題）」として特定
しています。気候変動対策は、当社グループの重要な経営課題と認識していることから、マテリアリティ「環境：
気候危機への対応」として設定しています。
気候変動は当社グループの事業活動に対して、さまざまなリスクと機会をもたらす可能性があるため、企業とし
て、社会状況を見据えた分析と現状把握が重要と考えています。
今後、当社グループが長期的に存続・成長していくために、これらのリスクと機会を見極め、企業としての強み
（経営資源・専門性など）を生かしながら環境課題の解決と利益創出を両立していきます。

当社グループは、TCFDの方針に沿って、気候変動が事業（建設業、不動産事業）に与えるリスクと機会の把握に
努めています。気候変動におけるリスクと機会を評価するため、気候変動シナリオ（1.5℃シナリオ、2℃未満シナ
リオ、4℃シナリオ）に基づき、短期・中期・長期の事業への影響を評価・分析しています。

炭素税導入に伴う操業コスト増加
（SBT認定目標に沿って、温室効果ガスを削減した場合のコスト増加抑制分を含む）

炭素税導入に伴う材料コスト増加と販売価格上昇、
それに伴う需要低下による売上減少
（SBT認定目標に沿って温室効果ガスを削減した場合の売上減少分を含む）

移行リスク

対応

短期

1.5℃／2℃未満シナリオ

財務への影響
4℃シナリオ

中期 長期 短期 中期 長期

（単位：百万円）

（単位：百万円）

炭
素
税
導
入

政
策
・
法
規
制
リ
ス
ク

・サプライチェーン全体でSBTの削減目標に沿った温室効果ガス削減取り組みを推進
・CLTの開発・販売促進など、温室効果ガス排出量の少ない工法への切り替え
・事務所、工事現場等において、RE100に沿った再生可能エネルギーの導入

754

2,103

577

2,958

0

0

416

845

653

1,325

1,071

2,174

EV化の普及促進により、充電スタンド設置増加に伴うコスト増加

再生可能エネルギー証書購入によるコスト増加

風水害による太陽光発電設備の損害増加

Ｅ
Ｖ
導
入

再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
導
入

技
術
リ
ス
ク

190 88 102 86 101 102

16

0

132

949

0

1,012

0

-

0

-

0

-

対応 ・社有車のEV化に向けた取り組みを計画的に推進

対応 ・太陽光発電事業、バイオマス発電事業を通して、追加性のある再生可能エネルギー電源の確保を推進

ZEH、LCCM※1賃貸住宅の販売拡大による、販売価格上昇と、
それに伴う需要低下による売上減少

Ｚ
Ｅ
Ｈ
／

Ｌ
Ｃ
Ｃ
Ｍ
拡
大

市
場
リ
ス
ク

59 148 996 - - -

対応 ・ZEH※2、LCCM賃貸住宅の商品化に付随する技術力向上（価格抑制）に向けた取り組みを推進

気候変動対応の遅れによるステークホルダーからの信用失墜、ブランド力低下
気
候
変
動
へ
の
対
応

評
判
リ
ス
ク 対応 ・ESG評価向上に向けた気候変動対応の積極的な推進

工事中の風水害増加によるコスト増加

風水害による太陽光発電設備の損害増加

風水害による保険料増加

物理的リスク 短期

1.5℃／2℃未満シナリオ

財務への影響
4℃シナリオ

中期 長期 短期 中期 長期

風
水
害

急
性
リ
ス
ク

0

0

0

0

0

0

263

36

381

1,002

102

1,457

374

51

542

1,502

153

2,168

対応 ・近年の風水害の増加を踏まえ、それらのリスクを踏まえた工事計画、太陽光設備設置計画を推進

対応 ・木材調達先の国内外含めた多角化を図り、調達価格増加への対応を推進

気温上昇の影響による工事現場の労働効率性低下と工期延長、
それに伴う人件費増加

気温上昇による空調費用増加

木材価格高騰によるコスト増加と販売価格上昇、
それに伴う需要低下による売上減少

気
温
上
昇

木
材
価
格
高
騰

慢
性
リ
ス
ク

0

0

26

1

122

1

0

0

72

1

710

2

33 56 182 81 137 448

対応 ・近年の気温上昇を踏まえ、夏場の作業時間の制限など、安全を重視した工事計画を推進
・夏場のクールビスや在宅勤務などを推進

■ 実施時期 ：

■ 対象期間 ：

■ 対象範囲 ：

■ 算定要件 ：

2023年1月（1.5℃シナリオを新たに採用）

2023年～2050年（短期：2025年、中期：2030年、長期：2050年）

大東建託グループにおける建築・不動産事業

気候変動シナリオ（STEPS、NZE、RCP等）に基づき分析項目別に対象期間内に想定される利益影響額
を算定リスクは事象が発生した際の影響額で算定

シナリオ分析 前提要件

気候変動におけるリスクと機会

※1 ライフ・サイクル・カーボン・マイナス（Life Cycle Carbon Minus）の略。建物のライフサイクル（建築から解体まで）におけるCO2の収支をマイナスにする住宅のこと。一般財団法人住宅・建築SDGs
　　推進センターの登録商標です。当社は、使用許諾に基づき使用しています。
※2 ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（Net Zero Energy House）の略。建物で消費する年間の一次消費エネルギー量
        （設備機器のエネルギーを熱量換算した合計値）の収支をプラスマイナスゼロにする住宅のこと。
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2050年までにネットゼロへ

エネルギー効率（百万円/GJ）

2020年度2017年度 2018年度 2019年度 2021年度 2022年度 2030年

1.091.00 1.02 0.97
1.10

2.00

0.93

排出量（t-CO2e） 削減率 排出量（t-CO2e） 削減率

※ 2017年度比

気候変動

100％2040年までに再生可能エネルギー導入目標

（%）
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-60
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100

再生可能エネルギー率再生エネルギー量（Mwh）

100％

2倍 2030年までにエネルギー効率目標

温室効果ガス削減への取り組み
 ▶  P29

エネルギー効率化への取り組み
 ▶  P30

再生可能エネルギーの促進
 ▶  P30

リスク管理

気候変動に関するリスクについては、「リスクマネジメント委員会」にて評価を実施しています。気候変動を起
因とする異常気象・自然災害については、顧客・従業員・管理建物・建築建物・事業所が被災した場合、復旧に多
大な時間とコストを要し、個々の事業継続に支障をきたすことから、「重点管理リスク項目」として特定し、具体
的対策を協議・実施しています。また、過去の災害時における対応の経験を踏まえたグループ横断的な復旧体
制を整えることで、仮に災害が発生した場合でも、いち早い復旧に向けた対応が可能となっています。

（単位：百万円）

再生可能資源である木材の活用による資源の効率性と安定した建物供給の実現

自社所有の再生可能エネルギー発電設備において発電した電力を自家利用
することにより、再生可能エネルギー購入（再エネ証書購入）コスト削減

卒FIT電力の余剰分を売却することによる利益創出

機会 短期

1.5℃／2℃未満シナリオ

財務への影響
4℃シナリオ

中期 長期 短期 中期 長期

木
材
の
活
用

再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
導
入

資
源
の
効
率
性

エ
ネ
ル
ギ
ー
源

0

0

0

0

△22

△1,252

-

-

-

-

-

-

対応
・2×4工法やCLT工法のさらなる普及促進
・国産材の活用
・木材調達方針を策定し、調達木材のトレーサビリティを強化

・太陽光発電事業、バイオマス発電事業を通して、追加性のある再生可能エネルギー電源の確保を推進
・卒FIT電力の余剰分の売却推進対応

・ZEH賃貸住宅の標準化
・LCCM賃貸住宅の開発対応

省エネ効果の高いZEH・LCCM商品の供給拡大による売上増加
Ｚ
Ｅ
Ｈ
／

Ｌ
Ｃ
Ｃ
Ｍ
拡
大

製
品
・
サ
ー
ビ
ス

△100 △267 △1,745 - -

・ZEH賃貸住宅の標準化
・事業活動を通した気候変動への取り組み強化対応

ZEH・LCCM商品の積極的な供給による環境対応リーディングカンパニーとしての企業イメージの向上
ZEH標準化に取り組むことで、2030年のZEH義務化時点で事業の継続が実現できると共に、市場シェア拡大の機会獲得

Ｚ
Ｅ
Ｈ
／

Ｌ
Ｃ
Ｃ
Ｍ
拡
大

市
場

・防災ビジョンの策定による防災対応の強化
・防災配慮型賃貸住宅の販売促進対応

災害に強い住宅の供給により、被害を抑制した建物を起点とする、地域復興の迅速化を担う機会獲得
災害対策商品の開発による災害に強い住宅供給企業としての市場シェア拡大の機会獲得災

害
対
策

強
靭
性

EVへの切り替え促進による、気候変動への対策実施企業としての企業イメージと信頼性の向上Ｅ
Ｖ
導
入

対応 ・社有車のEV化に向けた取り組みを計画的に推進

スコープ 1+2 スコープ 3

スコープ 1+2 スコープ 3

2030年までに2030年までに55％削減 ※1 55％削減 ※2

温室効果ガス削減目標

指標と目標

「マテリアリティKPI」および「環境中長期目標」において、気候変動に関する目標を設定し、進捗管理を行っています。

2017 2018 2019 2020

2040年

2021 2022 2030 2050（年）（年度） （年度） （年）2017 2018 2019 2020 2021 2022 2030

82,770

2020年度

3,920

2021年度

12,382

4,918,522
4,631,490

3,925,542

2,740,896
2,594,984

3,305,698

2,213,335

96,306

88,349

71,924
65,809

37,246.5

76,346

新目標

温室効果ガス排出量／削減率と削減目標

再生可能電力エネルギー導入量／比率の実績推移と目標

エネルギー効率と目標（2017年度比）

2017年比
55%削減 2017年比

55%削減

新目標

2050

2022年度

19,149

※1  SBT 1.5℃水準として認定取得済、SBTネットゼロ水準として認定申請中
※2  SBTネットゼロ水準として認定申請中（ 旧目標「2030年まで16％削減」はSBT 2℃水準として認定取得済）

（%）

（%）

0

6 17

26

0
5.84

20.19

44.27 47.24

32.79

55.00

-16.35
-6.74

13.10 7.76
20.49

55.00

新目標 新目標
100%削減100%削減

※ 2017年度比※ 2017年度比
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2050年までにネットゼロへ

エネルギー効率（百万円/GJ）

2020年度2017年度 2018年度 2019年度 2021年度 2022年度 2030年

1.091.00 1.02 0.97
1.10

2.00

0.93

排出量（t-CO2e） 削減率 排出量（t-CO2e） 削減率

※ 2017年度比

気候変動

100％2040年までに再生可能エネルギー導入目標
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100％

2倍 2030年までにエネルギー効率目標

温室効果ガス削減への取り組み
 ▶  P29

エネルギー効率化への取り組み
 ▶  P30

再生可能エネルギーの促進
 ▶  P30

リスク管理

気候変動に関するリスクについては、「リスクマネジメント委員会」にて評価を実施しています。気候変動を起
因とする異常気象・自然災害については、顧客・従業員・管理建物・建築建物・事業所が被災した場合、復旧に多
大な時間とコストを要し、個々の事業継続に支障をきたすことから、「重点管理リスク項目」として特定し、具体
的対策を協議・実施しています。また、過去の災害時における対応の経験を踏まえたグループ横断的な復旧体
制を整えることで、仮に災害が発生した場合でも、いち早い復旧に向けた対応が可能となっています。

（単位：百万円）

再生可能資源である木材の活用による資源の効率性と安定した建物供給の実現

自社所有の再生可能エネルギー発電設備において発電した電力を自家利用
することにより、再生可能エネルギー購入（再エネ証書購入）コスト削減

卒FIT電力の余剰分を売却することによる利益創出

機会 短期

1.5℃／2℃未満シナリオ

財務への影響
4℃シナリオ

中期 長期 短期 中期 長期

木
材
の
活
用

再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
導
入

資
源
の
効
率
性

エ
ネ
ル
ギ
ー
源

0

0

0

0

△22

△1,252

-

-

-

-

-

-

対応
・2×4工法やCLT工法のさらなる普及促進
・国産材の活用
・木材調達方針を策定し、調達木材のトレーサビリティを強化

・太陽光発電事業、バイオマス発電事業を通して、追加性のある再生可能エネルギー電源の確保を推進
・卒FIT電力の余剰分の売却推進対応

・ZEH賃貸住宅の標準化
・LCCM賃貸住宅の開発対応

省エネ効果の高いZEH・LCCM商品の供給拡大による売上増加
Ｚ
Ｅ
Ｈ
／

Ｌ
Ｃ
Ｃ
Ｍ
拡
大

製
品
・
サ
ー
ビ
ス

△100 △267 △1,745 - -

・ZEH賃貸住宅の標準化
・事業活動を通した気候変動への取り組み強化対応

ZEH・LCCM商品の積極的な供給による環境対応リーディングカンパニーとしての企業イメージの向上
ZEH標準化に取り組むことで、2030年のZEH義務化時点で事業の継続が実現できると共に、市場シェア拡大の機会獲得

Ｚ
Ｅ
Ｈ
／

Ｌ
Ｃ
Ｃ
Ｍ
拡
大

市
場

・防災ビジョンの策定による防災対応の強化
・防災配慮型賃貸住宅の販売促進対応

災害に強い住宅の供給により、被害を抑制した建物を起点とする、地域復興の迅速化を担う機会獲得
災害対策商品の開発による災害に強い住宅供給企業としての市場シェア拡大の機会獲得災

害
対
策

強
靭
性

EVへの切り替え促進による、気候変動への対策実施企業としての企業イメージと信頼性の向上Ｅ
Ｖ
導
入

対応 ・社有車のEV化に向けた取り組みを計画的に推進

スコープ 1+2 スコープ 3

スコープ 1+2 スコープ 3

2030年までに2030年までに55％削減 ※1 55％削減 ※2

温室効果ガス削減目標

指標と目標

「マテリアリティKPI」および「環境中長期目標」において、気候変動に関する目標を設定し、進捗管理を行っています。

2017 2018 2019 2020

2040年

2021 2022 2030 2050（年）（年度） （年度） （年）2017 2018 2019 2020 2021 2022 2030

82,770

2020年度

3,920

2021年度

12,382

4,918,522
4,631,490

3,925,542

2,740,896
2,594,984

3,305,698

2,213,335

96,306

88,349

71,924
65,809

37,246.5

76,346

新目標

温室効果ガス排出量／削減率と削減目標

再生可能電力エネルギー導入量／比率の実績推移と目標

エネルギー効率と目標（2017年度比）

2017年比
55%削減 2017年比

55%削減

新目標

2050

2022年度

19,149

※1  SBT 1.5℃水準として認定取得済、SBTネットゼロ水準として認定申請中
※2  SBTネットゼロ水準として認定申請中（ 旧目標「2030年まで16％削減」はSBT 2℃水準として認定取得済）

（%）

（%）

0

6 17

26

0
5.84

20.19

44.27 47.24

32.79

55.00

-16.35
-6.74

13.10 7.76
20.49

55.00

新目標 新目標
100%削減100%削減

※ 2017年度比※ 2017年度比
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「55％」削減を目指しています。
住宅の供給数で全国No.1規模の当社グループが
ZEHを標準とした賃貸事業提案や新商品企画を進
めることで、脱炭素社会の実現に貢献していきます。

賃貸住宅におけるZEHの標準化

入居者様の暮らしの温室効果ガス
排出量削減（ZEH※販売促進）

入居者様の快適な暮らしと環境配慮の両立

ZEH賃貸住宅の再エネ自家消費による
CO2削減量をクレジット化

環境負荷の低減につながるCLT工法の推進 CLTを活用した脱炭素型の賃貸集合住宅

欧州では、すでに普及しているCLTを日本でも導入
できるよう、当社では研究を重ね、2019年10月に日
本初となるCLT工法による賃貸住宅を発売しました。
2023年１月に初の物件として、LCCM住宅認定を取
得したCLTパネル工法の戸建賃貸住宅が都内に完
成しています。LCCM住宅認定を受けたCLTパネル
工法の戸建賃貸住宅を建築する国内初となりまし
た。木材は内部に温室効果ガスを固定することか
ら、RC（鉄筋コンクリート）造よりも、地球温暖化防止
に貢献します。また、建物を解体する際にも、RC造と
比較して、温室効果ガスの排出を抑制した解体が可
能です。解体された木材は、チップ化することにより
燃料資源としてのリサイクルも可能であるため、ライ
フサイクル全体での環境負荷削減効果が期待でき
ます。

当社グループは、当社木造工法の主流である2×4
工法に加えて、新たにCLT（クロス・ラミネイティド・
ティンバー）工法を導入しました。新しい木質建材で
あるCLTは、多孔質で断熱性能が高い木板を互いに
直角に交わるように積層接着した厚型パネルです。
熱伝導率が極めて低く、外壁の構造躯体に使用した
場合も断熱材を必要としないほどの断熱性能があ
り、省エネ住宅に最適な建材です。また、従来は建築
材として適さなかった細い木や節の多い木を有効
活用することができ、森林の健全な循環にも寄与し
ます。

2017年11月に、国内初となる「戸建ZEH基準」を満
たす賃貸集合住宅を完成させて以降、ZEH賃貸集合
住宅の建設を積極的に推進しています。当社グルー
プの温室効果ガス排出量スコープ3は、カテゴリー
11の「販売した製品の使用」による排出量が85％以
上を占めており、入居者様の暮らしの温室効果ガス
排出量を削減することが、スコープ3の削減に直結
しています。そこで、入居者様の暮らしの一次エネル
ギーを実質ゼロとするZEHの販売を積極的に推進
し、2030年までに2017年比で温室効果ガス排出量

建物の一生を通じてCO2排出量を
マイナスにする「LCCM賃貸集合住宅」の開発
当社グループでは、国が目指す最高峰となるLCCM
賃貸集合住宅※1の開発と普及に取り組んでいます。
LCCM賃貸集合住宅は、住宅の一生（製造、輸送、施
工、生活、改修、解体廃棄）全体のCO2排出量と、太陽
光発電による創エネルギーで抑制されるCO2削減
量の差が、ゼロ以下になる脱炭素住宅です。
2014年より県立広島大学の小林謙介准教授と共同
研究を行い、2021年6月に国内初となるLCCM賃貸
集合住宅を完成しました。

「ニューライズLCCM普及プロジェクト」が国土交通省
「省CO2先導プロジェクト2022」事業に採択
2022年10月より販売を開始しているLCCM基準を満
たす賃貸集合住宅の新商品「NEW R ISE  LCCM
（ニューライズ エル・シー・シー・エム）※2」の普及を
目指す「ニューライズLCCM普及プロジェクト」が、
2022年12月に国土交通省の「令和４年度サステナ
ブル建築物等先導事業（省CO2先導プロジェクト
2022）」に採択されました。
本応募事業は、住宅に関連するCO2排出量の削減
や、住宅・建築物の市場価値向上、居住・生産環境の
向上などを目指し、国土交通省が省エネ・省CO2に
関わる先導的な技術を導入した住宅・建築物のリー
ディングプロジェクトを支援するものです。

当社グループは、2022年４月より、当社が供給する
省エネルギー住宅によって削減されたCO2排出量を
クレジット化する、省エネルギー由来のクレジットを
発行しています。
2023年１月に、企業・団体のCO2削減量を国がクレ
ジットとして認証する「J-クレジット制度」において、
ZEH賃貸住宅における太陽光発電電力の自家消費
によって削減されたCO2排出量をクレジット化する
プロジェクトを開発し、新たに承認・登録を受けまし
た。これにより、ZEH賃貸住宅1棟から、省エネクレ
ジットと、再エネクレジットの2つのクレジットを発行
することが可能となります。発行する省エネクレジッ

2023年3月に、ZEH賃貸住宅で発電した余剰電力を
京セラ(株)にて買い取る電力買取契約を締結、同年
4月より、同システムを採用したZEH賃貸住宅の販売
を開始しています。電力は同社工場や事業所へ供給
され、再生可能エネルギー由来の電力利用が可能
になります。当社はZEH賃貸住宅の普及に向けた市
場競争力の強化、京セラ社では再生可能エネル
ギー由来の電力利用が可能となります。

入居者様の暮らしの温室効果ガス排出量削減を実
現するため、サプライヤーとも協働で省エネ資材の
開発・導入を進めています。環境配慮と同時に、入居
者様の快適な暮らしの実現にも欠かせない要素で
あり、環境対応と快適さを両立する住環境の提供を
推進していきます。

ライフサイクル全体でCO2をマイナスにするLCCM

断熱に優れたCLT工法を採用した新商品

トは、当社企業活動のカーボン・オフセットとして、ま
た再エネクレジットは再生可能エネルギー調達量と
して活用することで、当社企業活動におけるCO2排
出量実質ゼロの達成を目指します。

主な取り組み

気候変動

ZEH賃貸住宅で発電した余剰電力の買取契約を締結
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ニューライズLCCM外観イメージ

ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（Net Zero Energy House）の略。建物で消費する年間の一次消費エネルギー量 （設備機器のエネルギーを熱量換算した合計値）の収支をプラスマイナス
ゼロにする住宅のこと。

※

「LCCM」は、一般財団法人住宅・建築SDGs推進センターの登録商標です。当社は、
使用許諾に基づき使用しています。
本商品は、一般社団法人日本サステナブル建築協会（JSBC）の提供する「LCCM低
層共同住宅部門の基本要件（LCCO2）適合判定ツール2022年版」を基に評価して
います。

※1 

※2 
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「55％」削減を目指しています。
住宅の供給数で全国No.1規模の当社グループが
ZEHを標準とした賃貸事業提案や新商品企画を進
めることで、脱炭素社会の実現に貢献していきます。

賃貸住宅におけるZEHの標準化

入居者様の暮らしの温室効果ガス
排出量削減（ZEH※販売促進）

入居者様の快適な暮らしと環境配慮の両立

ZEH賃貸住宅の再エネ自家消費による
CO2削減量をクレジット化

環境負荷の低減につながるCLT工法の推進 CLTを活用した脱炭素型の賃貸集合住宅

欧州では、すでに普及しているCLTを日本でも導入
できるよう、当社では研究を重ね、2019年10月に日
本初となるCLT工法による賃貸住宅を発売しました。
2023年１月に初の物件として、LCCM住宅認定を取
得したCLTパネル工法の戸建賃貸住宅が都内に完
成しています。LCCM住宅認定を受けたCLTパネル
工法の戸建賃貸住宅を建築する国内初となりまし
た。木材は内部に温室効果ガスを固定することか
ら、RC（鉄筋コンクリート）造よりも、地球温暖化防止
に貢献します。また、建物を解体する際にも、RC造と
比較して、温室効果ガスの排出を抑制した解体が可
能です。解体された木材は、チップ化することにより
燃料資源としてのリサイクルも可能であるため、ライ
フサイクル全体での環境負荷削減効果が期待でき
ます。

当社グループは、当社木造工法の主流である2×4
工法に加えて、新たにCLT（クロス・ラミネイティド・
ティンバー）工法を導入しました。新しい木質建材で
あるCLTは、多孔質で断熱性能が高い木板を互いに
直角に交わるように積層接着した厚型パネルです。
熱伝導率が極めて低く、外壁の構造躯体に使用した
場合も断熱材を必要としないほどの断熱性能があ
り、省エネ住宅に最適な建材です。また、従来は建築
材として適さなかった細い木や節の多い木を有効
活用することができ、森林の健全な循環にも寄与し
ます。

2017年11月に、国内初となる「戸建ZEH基準」を満
たす賃貸集合住宅を完成させて以降、ZEH賃貸集合
住宅の建設を積極的に推進しています。当社グルー
プの温室効果ガス排出量スコープ3は、カテゴリー
11の「販売した製品の使用」による排出量が85％以
上を占めており、入居者様の暮らしの温室効果ガス
排出量を削減することが、スコープ3の削減に直結
しています。そこで、入居者様の暮らしの一次エネル
ギーを実質ゼロとするZEHの販売を積極的に推進
し、2030年までに2017年比で温室効果ガス排出量

建物の一生を通じてCO2排出量を
マイナスにする「LCCM賃貸集合住宅」の開発
当社グループでは、国が目指す最高峰となるLCCM
賃貸集合住宅※1の開発と普及に取り組んでいます。
LCCM賃貸集合住宅は、住宅の一生（製造、輸送、施
工、生活、改修、解体廃棄）全体のCO2排出量と、太陽
光発電による創エネルギーで抑制されるCO2削減
量の差が、ゼロ以下になる脱炭素住宅です。
2014年より県立広島大学の小林謙介准教授と共同
研究を行い、2021年6月に国内初となるLCCM賃貸
集合住宅を完成しました。

「ニューライズLCCM普及プロジェクト」が国土交通省
「省CO2先導プロジェクト2022」事業に採択
2022年10月より販売を開始しているLCCM基準を満
たす賃貸集合住宅の新商品「NEW R ISE  LCCM
（ニューライズ エル・シー・シー・エム）※2」の普及を
目指す「ニューライズLCCM普及プロジェクト」が、
2022年12月に国土交通省の「令和４年度サステナ
ブル建築物等先導事業（省CO2先導プロジェクト
2022）」に採択されました。
本応募事業は、住宅に関連するCO2排出量の削減
や、住宅・建築物の市場価値向上、居住・生産環境の
向上などを目指し、国土交通省が省エネ・省CO2に
関わる先導的な技術を導入した住宅・建築物のリー
ディングプロジェクトを支援するものです。

当社グループは、2022年４月より、当社が供給する
省エネルギー住宅によって削減されたCO2排出量を
クレジット化する、省エネルギー由来のクレジットを
発行しています。
2023年１月に、企業・団体のCO2削減量を国がクレ
ジットとして認証する「J-クレジット制度」において、
ZEH賃貸住宅における太陽光発電電力の自家消費
によって削減されたCO2排出量をクレジット化する
プロジェクトを開発し、新たに承認・登録を受けまし
た。これにより、ZEH賃貸住宅1棟から、省エネクレ
ジットと、再エネクレジットの2つのクレジットを発行
することが可能となります。発行する省エネクレジッ

2023年3月に、ZEH賃貸住宅で発電した余剰電力を
京セラ(株)にて買い取る電力買取契約を締結、同年
4月より、同システムを採用したZEH賃貸住宅の販売
を開始しています。電力は同社工場や事業所へ供給
され、再生可能エネルギー由来の電力利用が可能
になります。当社はZEH賃貸住宅の普及に向けた市
場競争力の強化、京セラ社では再生可能エネル
ギー由来の電力利用が可能となります。

入居者様の暮らしの温室効果ガス排出量削減を実
現するため、サプライヤーとも協働で省エネ資材の
開発・導入を進めています。環境配慮と同時に、入居
者様の快適な暮らしの実現にも欠かせない要素で
あり、環境対応と快適さを両立する住環境の提供を
推進していきます。

ライフサイクル全体でCO2をマイナスにするLCCM

断熱に優れたCLT工法を採用した新商品

トは、当社企業活動のカーボン・オフセットとして、ま
た再エネクレジットは再生可能エネルギー調達量と
して活用することで、当社企業活動におけるCO2排
出量実質ゼロの達成を目指します。

主な取り組み

気候変動

ZEH賃貸住宅で発電した余剰電力の買取契約を締結
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ニューライズLCCM外観イメージ

ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（Net Zero Energy House）の略。建物で消費する年間の一次消費エネルギー量 （設備機器のエネルギーを熱量換算した合計値）の収支をプラスマイナス
ゼロにする住宅のこと。

※

「LCCM」は、一般財団法人住宅・建築SDGs推進センターの登録商標です。当社は、
使用許諾に基づき使用しています。
本商品は、一般社団法人日本サステナブル建築協会（JSBC）の提供する「LCCM低
層共同住宅部門の基本要件（LCCO2）適合判定ツール2022年版」を基に評価して
います。

※1 
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※1  ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（Net Zero Energy House）の略。建物で消費する年間の一次消費エネルギー量（設備機器のエネルギーを熱量換算した合計値）の収支をプラスマイナスゼロにする住宅のこと。
※2  ライフ・サイクル・カーボン・マイナス（Life Cycle Carbon Minus）の略。建物のライフサイクル（建築から解体まで）におけるCO2の収支をマイナスにする住宅のこと。一般財団法人住宅・建築SDGs推進センターの

登録商標です。当社は、使用許諾に基づき使用しています。

2050年までに温室効果ガス排出量をネットゼロに！

2017年度
（基準年度）

2030年度
（旧目標）

2030年度
（新目標）

2050年度
（新目標）

55%削減 55%削減

スコープ 1+2 スコープ 1
スコープ 2 スコープ 3

100%削減

2017年度
（基準年度）

2030年度
（旧目標）

2030年度
（新目標）

2050年度
（新目標）

16%削減

55%削減

100%削減

・社有車のEV（電気自動車）化推進
・事務所・施工現場への再エネ導入推進

・ZEH※1・LCCM※2など環境配慮型賃貸住宅の普及促進
・サプライチェーン・サステナビリティの推進

本社ビル改修によるZEB化

賃貸住宅への太陽光発電設備の設置
当社グループが管理する賃貸住宅のうち、23,358
棟（2023年3月末）に太陽光発電設備を設置し、年
間発電量は約306MWhとなっています。FIT制度に
よる売電終了後は、この再生可能エネルギーを自
社使用に充て、当社グループのRE100達成を見込
んでいます。余剰分は、地域などで効果的に使用す
るスキームを構築し、日本全体での再生可能エネ
ルギー普及促進に貢献します。

バイオマス発電事業に参入
2023年6月、兵庫県の「朝来バイオマス発電所」を事
業譲渡により取得しました。同発電所では国内間伐
材を燃料にして24時間安定した再生可能エネル
ギーの発電が可能です。森林循環型サイクルで、森林
保全と国内林業活性化に貢献します。この発電所の
稼働により国内再エネ導入率は50％に達する見込
みとなり、RE100達成に向けて大きく前進をします。

再生可能エネルギー導入状況
当社グループ各社の再生可能エネルギーの導入率
は、下記のとおりです。今後も再生可能エネルギー
導入率向上に向けた取り組みを推進していきます。

事業所の省エネ化
事業所の電気使用量削減に向けて、LED照明への全
面的な切り替えを実施しました。また、働き方改革の
一環で残業時間削減を推進しており、事業所の電気
使用量の削減につながっています。施工現場では、省
エネ性能に優れた重機・車両の採用と、アイドリング
ストップや省燃費運転を推進しています。施工現場の
仮設事務所ではこまめな消灯やエアコン温度の適正
化、休憩時間のエアコンプレッサーの電源オフを実
施するなど、省エネ活動を積極的に推進しています。

2030年ガソリン車両ゼロに
営業車による温室効果ガス排出量削減に向け車両
配置の最適化を進めた結果、台数削減につながりま
した。2019年より、非常時の電源確保も兼ねて、全国
の支店でEV等の電動自動車の導入を開始。合計450
台の切り替えを完了しています（2023年8月時点）。
さらに、東京都内の支店を中心にEVの本格導入に
向けた実証実験を開始。今後もEVやHV、水素燃料
車など、環境負荷の少ない車両導入を進め、 2030
年までにガソリン車両ゼロを目指します。

2023年3月、自社で保有する本社ビル「品川イースト
ワンタワー」にて、建築物省エネルギー性能表示制
度（BELS）のZEB認証※3を取得しました。
10万㎡超の既存ビル改修によるZEB化は国内初の
事例です。今回の改修工事により、事務所用途部分
で基準一次エネルギー消費量から40%以上、建物
全体では20%以上の削減をすることができます。

気候変動

温室効果ガス削減への取り組み

SBTネットゼロへのコミットメント

当社グループは、SBT（Science Based Targets)が開
発した「SBTネットゼロ基準」に則した温室効果ガス
削減目標を策定しました。2023年４月に本削減目標
のコミットメントレターを提出し、SBTネットゼロ基
準コミット企業となりました。当社は2019年に設定
した削減目標にて初めてSBT認定を取得。翌2020年
に「1.5℃水準」を基に目標を策定し、再認定を取得
しました。今回は「ネットゼロ」に則した目標を策定
しており、温室効果ガスの削減目標・ロードマップ
も、2023年中を目標に認定取得を目指します。

再生可能エネルギーの利用促進

エネルギー効率化への取り組み

当社グループの温室効果ガス排出量のうち、スコー
プ3が全体の9割を占め、うち約85％は建設後に入
居者様が35年間暮らした場合のエネルギー消費に
伴う排出です。この削減が、目標達成に直結するた
めZEH賃貸住宅やLCCM住宅などの環境配慮型住
宅の普及を促進し、排出量の削減を目指します。ま
た、サプライヤーとの協働、社有車のEV化、事業活
動での再生可能エネルギー導入促進など、社内外
で脱炭素に向けた取り組みを進め、2050年ネットゼ
ロ目標の着実な達成を目指します。

2022年度

※大東ファイナンス（株）、大東建託健康保険組合、大東みらい信託（株）を含む

大東建託株式会社※

大東建託パートナーズ株式会社
大東建託リーシング株式会社
ガスパル株式会社
ケアパートナー株式会社
ハウスコム株式会社
大東建設株式会社
大東スチール株式会社
大東コーポレートサービス株式会社
JustCo DK Japan株式会社
株式会社インヴァランス
ロピクマ株式会社
大東建託アセットソリューション株式会社
海外
連結

3 1%
37%
63%
37%
64%
23%
0%

95%
0%
0%
0%
0%
0%
0%

26%

会社名 導入率（%)

※3 国土交通省が主導する新築・既存建築物の省エネル
ギー性能に関する評価・表示を第三者評価機関が実
施する認証制度。最高ランクの☆☆☆☆☆の中でも
更に省エネルギー性能に優れた建物がZEBとして認
証される。

主な取り組み

再生可能電力エネルギー導入率
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※1  ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（Net Zero Energy House）の略。建物で消費する年間の一次消費エネルギー量（設備機器のエネルギーを熱量換算した合計値）の収支をプラスマイナスゼロにする住宅のこと。
※2  ライフ・サイクル・カーボン・マイナス（Life Cycle Carbon Minus）の略。建物のライフサイクル（建築から解体まで）におけるCO2の収支をマイナスにする住宅のこと。一般財団法人住宅・建築SDGs推進センターの

登録商標です。当社は、使用許諾に基づき使用しています。

2050年までに温室効果ガス排出量をネットゼロに！

2017年度
（基準年度）

2030年度
（旧目標）

2030年度
（新目標）

2050年度
（新目標）

55%削減 55%削減

スコープ 1+2 スコープ 1
スコープ 2 スコープ 3

100%削減

2017年度
（基準年度）

2030年度
（旧目標）

2030年度
（新目標）

2050年度
（新目標）

16%削減

55%削減

100%削減

・社有車のEV（電気自動車）化推進
・事務所・施工現場への再エネ導入推進

・ZEH※1・LCCM※2など環境配慮型賃貸住宅の普及促進
・サプライチェーン・サステナビリティの推進

本社ビル改修によるZEB化

賃貸住宅への太陽光発電設備の設置
当社グループが管理する賃貸住宅のうち、23,358
棟（2023年3月末）に太陽光発電設備を設置し、年
間発電量は約306MWhとなっています。FIT制度に
よる売電終了後は、この再生可能エネルギーを自
社使用に充て、当社グループのRE100達成を見込
んでいます。余剰分は、地域などで効果的に使用す
るスキームを構築し、日本全体での再生可能エネ
ルギー普及促進に貢献します。

バイオマス発電事業に参入
2023年7月、「朝来バイオマス発電所（兵庫県）」の事
業譲渡契約を締結しました。同発電所では国内間伐
材を燃料にして24時間安定した再生可能エネル
ギーの発電が可能です。森林循環型サイクルで、森林
保全と国内林業活性化に貢献します。この発電所の
稼働により国内再エネ導入率は50％に達する見込
みとなり、RE100達成に向けて大きく前進をします。

再生可能エネルギー導入状況
当社グループ各社の再生可能エネルギーの導入率
は、下記のとおりです。今後も再生可能エネルギー
導入率向上に向けた取り組みを推進していきます。

事業所の省エネ化
事業所の電気使用量削減に向けて、LED照明への全
面的な切り替えを実施しました。また、働き方改革の
一環で残業時間削減を推進しており、事業所の電気
使用量の削減につながっています。施工現場では、省
エネ性能に優れた重機・車両の採用と、アイドリング
ストップや省燃費運転を推進しています。施工現場の
仮設事務所ではこまめな消灯やエアコン温度の適正
化、休憩時間のエアコンプレッサーの電源オフを実
施するなど、省エネ活動を積極的に推進しています。

2030年ガソリン車両ゼロに
営業車による温室効果ガス排出量削減に向け車両
配置の最適化を進めた結果、台数削減につながりま
した。2019年より、非常時の電源確保も兼ねて、全国
の支店でEV等の電動自動車の導入を開始。合計450
台の切り替えを完了しています（2023年8月時点）。
さらに、東京都内の支店を中心にEVの本格導入に
向けた実証実験を開始。今後もEVやHV、水素燃料
車など、環境負荷の少ない車両導入を進め、 2030
年までにガソリン車両ゼロを目指します。

2023年3月、自社で保有する本社ビル「品川イースト
ワンタワー」にて、建築物省エネルギー性能表示制
度（BELS）のZEB認証※3を取得しました。
10万㎡超の既存ビル改修によるZEB化は国内初の
事例です。今回の改修工事により、事務所用途部分
で基準一次エネルギー消費量から40%以上、建物
全体では20%以上の削減をすることができます。

気候変動

温室効果ガス削減への取り組み

SBTネットゼロへのコミットメント

当社グループは、SBT（Science Based Targets)が開
発した「SBTネットゼロ基準」に則した温室効果ガス
削減目標を策定しました。2023年４月に本削減目標
のコミットメントレターを提出し、SBTネットゼロ基
準コミット企業となりました。当社は2019年に設定
した削減目標にて初めてSBT認定を取得。翌2020年
に「1.5℃水準」を基に目標を策定し、再認定を取得
しました。今回は「ネットゼロ」に則した目標を策定
しており、温室効果ガスの削減目標・ロードマップ
も、2023年中を目標に認定取得を目指します。

再生可能エネルギーの利用促進

エネルギー効率化への取り組み

当社グループの温室効果ガス排出量のうち、スコー
プ3が全体の9割を占め、うち約85％は建設後に入
居者様が35年間暮らした場合のエネルギー消費に
伴う排出です。この削減が、目標達成に直結するた
めZEH賃貸住宅やLCCM住宅などの環境配慮型住
宅の普及を促進し、排出量の削減を目指します。ま
た、サプライヤーとの協働、社有車のEV化、事業活
動での再生可能エネルギー導入促進など、社内外
で脱炭素に向けた取り組みを進め、2050年ネットゼ
ロ目標の着実な達成を目指します。

2022年度

※大東ファイナンス（株）、大東建託健康保険組合、大東みらい信託（株）を含む

大東建託株式会社※

大東建託パートナーズ株式会社
大東建託リーシング株式会社
ガスパル株式会社
ケアパートナー株式会社
ハウスコム株式会社
大東建設株式会社
大東スチール株式会社
大東コーポレートサービス株式会社
JustCo DK Japan株式会社
株式会社インヴァランス
ロピクマ株式会社
大東建託アセットソリューション株式会社
海外
連結

3 1%

37%

63%

37%

64%

23%

0%

95%

0%

0%

0%

0%

0%

0%

26%

会社名 導入率（%)

※3 国土交通省が主導する新築・既存建築物の省エネル
ギー性能に関する評価・表示を第三者評価機関が実
施する認証制度。最高ランクの☆☆☆☆☆の中でも
更に省エネルギー性能に優れた建物がZEBとして認
証される。

主な取り組み

再生可能電力エネルギー導入率
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生物多様性と持続可能な木材調達

当社グループは、「環境基本方針」において、「地球環境の保全と、地域社会や自然との調和」を掲げると同時
に、「DAITO環境ビジョン2050」においても「自然：自然環境と共生した社会を実現する」ことを目指しており、
木材の調達などの事業活動を通して、生物多様性の保全に注力しています。サステナビリティ経営推進に向
けた重要課題として特定した「７つのマテリアリティ（重要課題）」においても「環境」の構成要素の一つとし
て「持続可能な木材調達と活用」を掲げており、健全な生物多様性から生み出される持続可能な木材調達と
活用を重要な経営課題として位置付けています。

基本的な考え方

ガバナンス

当社グループは、土地活用を行う会社として、地域における生物多様性の保全や適切な管理は重要な社会的責
任であると考えており、生物多様性から生み出される持続可能な木材調達を、重要な経営課題であると認識し
ています。代表取締役 社長執行役員を議長とする「サステナビリティ推進会議」を設置し、マテリアリティ解決に
向けた具体的な取組みの協議とKPIに沿った進捗管理を行っています。ここで協議した内容は、定期的に取締
役会へ報告を行っています。同時に、「環境経営プロジェクト委員会」を設置し、グループ会社も含めた環境経営
体制の構築を強化しています。
また、生物多様性保全に向けた取り組みを推進する団体「30by30」にも参加を表明し、生物多様性に向けた取
り組みを強化しています。

戦略

「サステナブル調達方針」にて、生物多様性への配慮や水資源の保全など環境への配慮に関する項目を定め、
サプライチェーン全体での環境配慮を推進しています。 サステナブル調達方針

 ▶  P38

事業活動が環境に与える影響に配慮し、環境負荷の低減
を図るため、事務用品などの物品の購入や建設資材・機
材、エネルギーなどの調達にあたって、地球環境に配慮し
た物品または環境経営に取り組む企業が提供する物品を
優先的に調達しています。

自治体やNGO、NPOとの対話と
地域の森林環境保全・生物多様性への取り組み

地域における生物多様性の保全や適切な管理は重要な
社会的責任であると考えており、地域の自治体やNGO、
NPOとの適切な対話と事業活動を通じた生物多様性への
配慮に取り組んでいます。
また、社員とその家族を対象とした森林保全活動などに
ついて、地域の自治体やNGO、NPOと協働で実施してお
り、森林・林業や環境保全への理解を促進しています。
2023年5月には、群馬県でスギの植林を体験するプログラ
ム、同年6月には、大阪府で生物多様性を学ぶことを目的
とした生き物観察・保全プログラムを実施しました。

各認証システム機関（FSC、PEFC、SFI等）の認証を受けた
森林から原木を調達している製材会社より仕入れること
で、森林の保護を間接的に支援しています。また、木材調
達方針を策定し、トレーサビリティを強化しています。

国産材の活用

東北や九州で伐採された国産杉など国
産木材を建材に使用しています。2019年
度から販売を開始したCLT賃貸住宅に用
いるなどの取り組みを行い、2022年度に
は「約31,339m³」の使用実績があります。
また、国産木材製品を示す「国産材マー
ク」は当社グループ独自
で始めた取り組みで、
現在は国産木材活用推
進のマークとして業界
全体に普及しました。

リスク管理

生物多様性に関するリスクについては、他のサステナビリティ関連のリスクと同様に、「リスクマネジメント委員
会」にて評価を実施しています。生物多様性から生み出される木材の持続可能な調達に関連して、資材調達に
関するリスクを「重点管理リスク」として特定しており、認証木材の活用などを通じて、生物多様性や森林破壊の
リスク低減に努めています。また、外構の植栽などに関する一部事業においてTNFDのフレームワークに沿った
リスク分析を始めており、今後、より体系的なリスクと機会の分析の実施に取り組んでいく予定です。

指標と目標

「環境中長期目標」において、生物多様性、木材調達に関する目標を設定し、進捗管理を行っています。今後、
TNFDのフレームワークに沿った指標・目標の設定を検討していきます。

植林体験ツアーの様子 生き物観察・保全体験ツアーの様子

グリーン購入の基本的な考え

木材調達方針
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6.4%

5.2%
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6.1%
5.3%

15,497 15,294
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国産材調達量（㎥）／国産材割合推移
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■ 国産材調達量　●   国産材割合

（年度）

※構造材のみ

国産木材の調達

持続可能な木材の調達

生物多様性保護地の拡大

環境教育・自然保全活動の企画・実施

調達資材の合法性・調査の実施

分類

国産木材の調達に積極的に取り組む

生物多様性保護地の拡大に積極的に寄与する

調達資材の合法性に関する調査継続的に実施する

環境教育・自然保全活動を継続的に企画・実施する

持続可能な木材調達比率を2030年までに「100％」にする

項目 環境中長期目標

木材調達

生物多様性

環境教育

サステナブル
調達
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生物多様性と持続可能な木材調達

当社グループは、「環境基本方針」において、「地球環境の保全と、地域社会や自然との調和」を掲げると同時
に、「DAITO環境ビジョン2050」においても「自然：自然環境と共生した社会を実現する」ことを目指しており、
木材の調達などの事業活動を通して、生物多様性の保全に注力しています。サステナビリティ経営推進に向
けた重要課題として特定した「７つのマテリアリティ（重要課題）」においても「環境」の構成要素の一つとし
て「持続可能な木材調達と活用」を掲げており、健全な生物多様性から生み出される持続可能な木材調達と
活用を重要な経営課題として位置付けています。

基本的な考え方

ガバナンス

当社グループは、土地活用を行う会社として、地域における生物多様性の保全や適切な管理は重要な社会的責
任であると考えており、生物多様性から生み出される持続可能な木材調達を、重要な経営課題であると認識し
ています。代表取締役 社長執行役員を議長とする「サステナビリティ推進会議」を設置し、マテリアリティ解決に
向けた具体的な取組みの協議とKPIに沿った進捗管理を行っています。ここで協議した内容は、定期的に取締
役会へ報告を行っています。同時に、「環境経営プロジェクト委員会」を設置し、グループ会社も含めた環境経営
体制の構築を強化しています。
また、生物多様性保全に向けた取り組みを推進する団体「30by30」にも参加を表明し、生物多様性に向けた取
り組みを強化しています。

戦略

「サステナブル調達方針」にて、生物多様性への配慮や水資源の保全など環境への配慮に関する項目を定め、
サプライチェーン全体での環境配慮を推進しています。 サステナブル調達方針

 ▶  P38

事業活動が環境に与える影響に配慮し、環境負荷の低減
を図るため、事務用品などの物品の購入や建設資材・機
材、エネルギーなどの調達にあたって、地球環境に配慮し
た物品または環境経営に取り組む企業が提供する物品を
優先的に調達しています。

自治体やNGO、NPOとの対話と
地域の森林環境保全・生物多様性への取り組み

地域における生物多様性の保全や適切な管理は重要な
社会的責任であると考えており、地域の自治体やNGO、
NPOとの適切な対話と事業活動を通じた生物多様性への
配慮に取り組んでいます。
また、社員とその家族を対象とした森林保全活動などに
ついて、地域の自治体やNGO、NPOと協働で実施してお
り、森林・林業や環境保全への理解を促進しています。
2023年5月には、群馬県でスギの植林を体験するプログラ
ム、同年6月には、大阪府で生物多様性を学ぶことを目的
とした生き物観察・保全プログラムを実施しました。

各認証システム機関（FSC、PEFC、SFI等）の認証を受けた
森林から原木を調達している製材会社より仕入れること
で、森林の保護を間接的に支援しています。また、木材調
達方針を策定し、トレーサビリティを強化しています。

国産材の活用

東北や九州で伐採された国産杉など国
産木材を建材に使用しています。2019年
度から販売を開始したCLT賃貸住宅に用
いるなどの取り組みを行い、2022年度に
は「約31,339m³」の使用実績があります。
また、国産木材製品を示す「国産材マー
ク」は当社グループ独自
で始めた取り組みで、
現在は国産木材活用推
進のマークとして業界
全体に普及しました。

リスク管理

生物多様性に関するリスクについては、他のサステナビリティ関連のリスクと同様に、「リスクマネジメント委員
会」にて評価を実施しています。生物多様性から生み出される木材の持続可能な調達に関連して、資材調達に
関するリスクを「重点管理リスク」として特定しており、認証木材の活用などを通じて、生物多様性や森林破壊の
リスク低減に努めています。また、外構の植栽などに関する一部事業においてTNFDのフレームワークに沿った
リスク分析を始めており、今後、より体系的なリスクと機会の分析の実施に取り組んでいく予定です。

指標と目標

「環境中長期目標」において、生物多様性、木材調達に関する目標を設定し、進捗管理を行っています。今後、
TNFDのフレームワークに沿った指標・目標の設定を検討していきます。

植林体験ツアーの様子 生き物観察・保全体験ツアーの様子

グリーン購入の基本的な考え

木材調達方針
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※構造材のみ

国産木材の調達

持続可能な木材の調達

生物多様性保護地の拡大

環境教育・自然保全活動の企画・実施

調達資材の合法性・調査の実施

分類

国産木材の調達に積極的に取り組む

生物多様性保護地の拡大に積極的に寄与する

調達資材の合法性に関する調査継続的に実施する

環境教育・自然保全活動を継続的に企画・実施する

持続可能な木材調達比率を2030年までに「100％」にする

項目 環境中長期目標

木材調達

生物多様性

環境教育

サステナブル
調達
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汚染防止と廃棄物削減

建築木材のプレカット

内装階段材のプレカット

下地材
（パーティクルボード）
としてリサイクル材を
活用

外壁材（サイディング）
のプレカット

断熱材の適正サイズ化

当社グループの主力である2×4工法は、木材のロス
の少ない割り付けを設計段階から本社にて管理して
おり、全国各地の提携パネル工場で可能な限り「パ
ネル化」と「プレカット」を行う体制を構築しました。

当社グループのアパート商品は長屋が主力であるた
め、内部階段の採用率が高く、施工の手間と産業廃
棄物削減のために、工場にて一括でプレカットを行
うオリジナルのスキームを導入しています。

壁体内部などで使用する断熱材は通常、施工現場でカットを行っていました。そこであらかじめ当社
グループオリジナルの2×4工法の仕様に合わせた適正サイズをメーカーに特注で製作。施工現場に
おけるカットが不要となり、産業廃棄物の発生抑制につながっています。

壁・床・屋根の下地材（パーティクルボード）として、
当社グループ現場から排出される「ランバー材」や
「木質建材」などの産業廃棄物を再利用して製造して
います。

当社グループと取引のあるサイディングメーカー協力のもと、サイディングの最適な割り付けを全国
に情報開示することによりロス率を抑える取り組みを始めました。2020年8月より、現場で実測した
データを用いてサイディングをプレカットして施工現場に納入する仕組みのトライアルを開始してい
ます。

産業廃棄物

サステナブル
調達

産業廃棄物排出量の削減

（新築現場）産業廃棄物排出量の削減

（解体現場）産業廃棄物排出量の削減

産業廃棄物のリサイクル率向上

建設リサイクル率を高水準に維持

環境中長期目標 項目分類

有害化学物質含有建材の排除

排水水質の調査の実施

産業廃棄物排出量（t）を総量で
毎年、前年比1％削減する

解体現場の産業廃棄物排出量（t）を
戸当たりで毎年、前年比1％削減する

建設廃棄物のリサイクル率を
「98％」以上に維持する

産業廃棄物のリサイクル率を
2030年度までに97%、2050年までに100％にする

新築現場の産業廃棄物排出量（t）を
戸当たりで毎年、前年比1％削減する

排水水質の調査を継続的に実施する

調達資材における有害化学物質含有建材の
排除を継続的に実施する

当社グループは、「環境基本方針」において、「全ての事業活動において、省資源、再利用、再資源に努める」
こと、「地域社会や自然との調和」を掲げると同時に、「DAITO環境ビジョン2050」においても「ごみ：すべての
廃棄物の循環を実現する」ことを目指しており、事業活動における汚染防止と廃棄物削減への取り組みに注
力しています。「7つのマテリアリティ（重要課題）」においても「環境：気候危機への対応」を設定し、汚染防止
と廃棄物削減を含む環境に関する取り組みを重要な経営課題として位置付けています。

基本的な考え方

ガバナンス

当社グループは、汚染防止と廃棄物削減は、重要な経営課題であると認識しています。代表取締役 社長執行役
員を議長とする「サステナビリティ推進会議」を設置し、マテリアリティ解決に向けた具体的な取り組みの協議
を行っています。ここで協議した内容は、定期的に取締役会へ報告を行っています。同時に、「環境経営プロジェ
クト委員会」を設置し、グループ会社も含めた環境経営体制の構築を強化しています。

戦略

すべての廃棄物の循環を実現するため、建築廃材のリサイクル推進、現場での建設廃棄物排出量の少ない工
法の開発、廃プラスチック排出量の削減を進めています。

リスク管理

当社グループは、不法投棄防止や化学物質による汚染防止を踏まえた社内体制強化に注力してきました。廃棄
物処理法に基づき、電子マニフェスト（産業廃棄物管理票）を管理することにより、不法投棄などのリスク回避に
取り組んでいます。化学物質等の有害物質についても、法規制を遵守すると共に、国や自治体、業界団体などに
よるガイドラインに基づき、適切な対応を進め、リスク防止に努めています。

指標と目標

「環境中長期目標」において、廃棄物、汚染物質に関する目標を設定し、進捗管理を行っています。

施工現場や資材加工時における産業廃棄物排出量の削減のため、廃棄物の発生抑制の取り組みを推進すると同時に、今
後のさらなる削減に向けて、新たな取り組みの開発・導入を進めています。

工法・技術 取り組み内容

廃棄物排出量の少ない工法・技術の開発・導入

プレカット工場での加工

プレカット階段の採用にあたっての
モックアップ検証状況

パーティクルボードの
採用にあたっての
モックアップ検証状況

廃材の
削減

施工現場での組み立て
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汚染防止と廃棄物削減

建築木材のプレカット

内装階段材のプレカット

下地材
（パーティクルボード）
としてリサイクル材を
活用

外壁材（サイディング）
のプレカット

断熱材の適正サイズ化

当社グループの主力である2×4工法は、木材のロス
の少ない割り付けを設計段階から本社にて管理して
おり、全国各地の提携パネル工場で可能な限り「パ
ネル化」と「プレカット」を行う体制を構築しました。

当社グループのアパート商品は長屋が主力であるた
め、内部階段の採用率が高く、施工の手間と産業廃
棄物削減のために、工場にて一括でプレカットを行
うオリジナルのスキームを導入しています。

壁体内部などで使用する断熱材は通常、施工現場でカットを行っていました。そこであらかじめ当社
グループオリジナルの2×4工法の仕様に合わせた適正サイズをメーカーに特注で製作。施工現場に
おけるカットが不要となり、産業廃棄物の発生抑制につながっています。

壁・床・屋根の下地材（パーティクルボード）として、
当社グループ現場から排出される「ランバー材」や
「木質建材」などの産業廃棄物を再利用して製造して
います。

当社グループと取引のあるサイディングメーカー協力のもと、サイディングの最適な割り付けを全国
に情報開示することによりロス率を抑える取り組みを始めました。2020年8月より、現場で実測した
データを用いてサイディングをプレカットして施工現場に納入する仕組みのトライアルを開始してい
ます。

産業廃棄物

サステナブル
調達

産業廃棄物排出量の削減

（新築現場）産業廃棄物排出量の削減

（解体現場）産業廃棄物排出量の削減

産業廃棄物のリサイクル率向上

建設リサイクル率を高水準に維持

環境中長期目標 項目分類

有害化学物質含有建材の排除

排水水質の調査の実施

産業廃棄物排出量（t）を総量で
毎年、前年比1％削減する

解体現場の産業廃棄物排出量（t）を
戸当たりで毎年、前年比1％削減する

建設廃棄物のリサイクル率を
「98％」以上に維持する

産業廃棄物のリサイクル率を
2030年度までに97%、2050年までに100％にする

新築現場の産業廃棄物排出量（t）を
戸当たりで毎年、前年比1％削減する

排水水質の調査を継続的に実施する

調達資材における有害化学物質含有建材の
排除を継続的に実施する

当社グループは、「環境基本方針」において、「全ての事業活動において、省資源、再利用、再資源に努める」
こと、「地域社会や自然との調和」を掲げると同時に、「DAITO環境ビジョン2050」においても「ごみ：すべての
廃棄物の循環を実現する」ことを目指しており、事業活動における汚染防止と廃棄物削減への取り組みに注
力しています。「7つのマテリアリティ（重要課題）」においても「環境：気候危機への対応」を設定し、汚染防止
と廃棄物削減を含む環境に関する取り組みを重要な経営課題として位置付けています。

基本的な考え方

ガバナンス

当社グループは、汚染防止と廃棄物削減は、重要な経営課題であると認識しています。代表取締役 社長執行役
員を議長とする「サステナビリティ推進会議」を設置し、マテリアリティ解決に向けた具体的な取り組みの協議
を行っています。ここで協議した内容は、定期的に取締役会へ報告を行っています。同時に、「環境経営プロジェ
クト委員会」を設置し、グループ会社も含めた環境経営体制の構築を強化しています。

戦略

すべての廃棄物の循環を実現するため、建築廃材のリサイクル推進、現場での建設廃棄物排出量の少ない工
法の開発、廃プラスチック排出量の削減を進めています。

リスク管理

当社グループは、不法投棄防止や化学物質による汚染防止を踏まえた社内体制強化に注力してきました。廃棄
物処理法に基づき、電子マニフェスト（産業廃棄物管理票）を管理することにより、不法投棄などのリスク回避に
取り組んでいます。化学物質等の有害物質についても、法規制を遵守すると共に、国や自治体、業界団体などに
よるガイドラインに基づき、適切な対応を進め、リスク防止に努めています。

指標と目標

「環境中長期目標」において、廃棄物、汚染物質に関する目標を設定し、進捗管理を行っています。

施工現場や資材加工時における産業廃棄物排出量の削減のため、廃棄物の発生抑制の取り組みを推進すると同時に、今
後のさらなる削減に向けて、新たな取り組みの開発・導入を進めています。

工法・技術 取り組み内容

廃棄物排出量の少ない工法・技術の開発・導入

プレカット工場での加工

プレカット階段の採用にあたっての
モックアップ検証状況

パーティクルボードの
採用にあたっての
モックアップ検証状況

廃材の
削減

施工現場での組み立て
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水使用 サプライチェーン(環境)

ガバナンス

当社グループは、水使用の削減および、水資源の有効活用に向けた取り組みについても、当社事業活動のおけ
る重要課題であると認識しており、サステナビリティ経営、環境経営の推進組織である「環境経営プロジェクト委
員会」の体制の中で取り組みに関する協議、検討を実施しています。

2022年10月に、「大東建託グループ サステナブル調達方針」を策定し、環境への配慮を含んだ方針に基づいた
資材調達を行っています。

リスク管理

水使用に関するリスク管理として、当社グループでは、特に工事現場において、水使用削減と排水に関する法規
制の遵守に注力しています。国や自治体、業界団体などによるガイドラインに基づき、適切な対応を進め、リス
ク防止に努めています。また、国内外において、水ストレス地域における事業の実施はありません。

指標と目標

「環境中長期目標」において、水使用に関する目標を設定し、進捗管理を行っています。

指標と目標

「環境中長期目標」において、サプライチェーンも含めた温室効果ガス削減に関する目標を設定し、進捗管理を
行っています。保有する不動産施設のうち、当社グループが入居・使用している部分に関する温室効果ガス排出
量は、スコープ1＋2に含んでいます。当社グループが賃貸事業者として所有し、他者に賃貸している部分に関す
る温室効果ガス排出量は、スコープ3（カテゴリー13：リース資産（下流））に含んでいます。

当社グループは、「環境基本方針」において、「全ての事業活動において、省資源、再利用、再資源に努める」
こと、「地域社会や自然との調和」を掲げており、事業活動における水使用の削減と自然と調和した水資源の
有効活用への取り組みに注力しています。

基本的な考え方
当社グループは、サプライチェーン全体での環境への取り組みを重要な課題であると認識しており、取り組み
を推進しています。本社ビル「品川イーストワンタワー」や「ROOFLAG賃貸住宅未来展示場」等、保有する不
動産施設においても、エネルギーの効率化や再生可能エネルギーの導入、生物多様性への配慮などを推進
しています。

基本的な考え方

戦略

環境中長期目標の達成に向けて、各事務所や施工現場における節水の取り組みを推進しています。賃貸住宅事
業においては、環境に配慮した住宅設備として各住居の浴槽や水栓、シャワーヘッド等の水回りに節水タイプ
を採用し、環境に優しい住まいの提供を推進しています。

サステナビリティ推進体制
 ▶  P18

サステナブル調達方針
 ▶  P38

自社保有不動産の水使用量の削減に関する目標・実績
 ▶  P61

保有する不動産施設の環境負荷データ
 ▶  P61

保有不動産における環境取り組み

サプライチェーンにおける環境取り組み

グリーンビル認証の取得

自社で保有する本社ビル「品川イーストワンタワー」は、
省エネルギーや節水などの高い環境性能を備えた「グ
リーンビルディング」として『CASBEE不動産評価認証（建
築環境総合性能評価システム）』の最上級である「Sラン
ク」を取得しました。

本社ビルを改修してZEB認証を取得

自社で保有する保有する本社ビル「品
川イーストワンタワー」は、2020年より
改修工事を試験的に進め、2023年3
月、建築物省エネルギー性能表示制度
（BELS）のZEB認証を取得しました。

本社ビルへの再生可能エネルギーの導入

自社で保有する本社ビル「品川イーストワンタワー」で使
用する電力に対し、2021年11月より、再生可能エネル
ギーを導入しています。導入した再生可能エネルギー
は、、間伐材などの森林未利用材や製材端材、建設廃材を
燃料とする国産木質バイオマス発電によるものです。この
取り組みにより、当社グループと入居テナント企業様の事
業活動における温室効果ガス削減に寄与します。

スマートメーターとビル管理システムの導入

自社で保有する本社ビル「品川イーストワンタワー」にス
マートメーターとエネルギー効率を測定するビル管理シ
ステムを導入し、省エネルギー化を推進しています。ま
た、エネルギー効率向上のため、ビル全体にLED照明や
人感センサーを設置しています。今後、空調設備のダウン
サイジングに加え、高度な換気設備を導入するなどの改
修仕様を決定しています。

※全国で管理する賃貸住宅は、オーナー様が保有する不動産施設であり、当社グループは「賃貸経営受託システム」によって、賃貸経営をサポートしています。

項目

資源投入量

サステナブル調達

大東建託中長期目標 分類

事務所の水使用量（㎥）の削減に取り組む

現場の水使用量（㎥）の削減に取り組む

排水水質の調査を継続的に実施する

温室効果
ガス排出量

大東建託中長期目標 項目分類

事業活動の温室効果ガス排出量（スコープ1＋2）を総量で2017年度比、2030年
度までに、「55%」削減する （前年比4.2%削減）
バリューチェーンの温室効果ガス排出量（スコープ3）を総量で2017年度比、
2030年度までに、「55%」削減する （前年比4.2%削減）

事務所の水使用量の削減

現場の水使用量の削減

排水水質調査の実施

温室効果ガス
排出量の削減
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水使用 サプライチェーン(環境)

ガバナンス

当社グループは、水使用の削減および、水資源の有効活用に向けた取り組みについても、当社事業活動のおけ
る重要課題であると認識しており、サステナビリティ経営、環境経営の推進組織である「環境経営プロジェクト委
員会」の体制の中で取り組みに関する協議、検討を実施しています。

2022年10月に、「大東建託グループ サステナブル調達方針」を策定し、環境への配慮を含んだ方針に基づいた
資材調達を行っています。

リスク管理

水使用に関するリスク管理として、当社グループでは、特に工事現場において、水使用削減と排水に関する法規
制の遵守に注力しています。国や自治体、業界団体などによるガイドラインに基づき、適切な対応を進め、リス
ク防止に努めています。また、国内外において、水ストレス地域における事業の実施はありません。

指標と目標

「環境中長期目標」において、水使用に関する目標を設定し、進捗管理を行っています。

指標と目標

「環境中長期目標」において、サプライチェーンも含めた温室効果ガス削減に関する目標を設定し、進捗管理を
行っています。保有する不動産施設のうち、当社グループが入居・使用している部分に関する温室効果ガス排出
量は、スコープ1＋2に含んでいます。当社グループが賃貸事業者として所有し、他者に賃貸している部分に関す
る温室効果ガス排出量は、スコープ3（カテゴリー13：リース資産（下流））に含んでいます。

当社グループは、「環境基本方針」において、「全ての事業活動において、省資源、再利用、再資源に努める」
こと、「地域社会や自然との調和」を掲げており、事業活動における水使用の削減と自然と調和した水資源の
有効活用への取り組みに注力しています。

基本的な考え方
当社グループは、サプライチェーン全体での環境への取り組みを重要な課題であると認識しており、取り組み
を推進しています。本社ビル「品川イーストワンタワー」や「ROOFLAG賃貸住宅未来展示場」等、保有する不
動産施設においても、エネルギーの効率化や再生可能エネルギーの導入、生物多様性への配慮などを推進
しています。

基本的な考え方

戦略

環境中長期目標の達成に向けて、各事務所や施工現場における節水の取り組みを推進しています。賃貸住宅事
業においては、環境に配慮した住宅設備として各住居の浴槽や水栓、シャワーヘッド等の水回りに節水タイプ
を採用し、環境に優しい住まいの提供を推進しています。

サステナビリティ推進体制
 ▶  P18

サステナブル調達方針
 ▶  P38

自社保有不動産の水使用量の削減に関する目標・実績
 ▶  P61

保有する不動産施設の環境負荷データ
 ▶  P61

保有不動産における環境取り組み

サプライチェーンにおける環境取り組み

グリーンビル認証の取得

自社で保有する本社ビル「品川イーストワンタワー」は、
省エネルギーや節水などの高い環境性能を備えた「グ
リーンビルディング」として『CASBEE不動産評価認証（建
築環境総合性能評価システム）』の最上級である「Sラン
ク」を取得しました。

本社ビルを改修してZEB認証を取得

自社で保有する保有する本社ビル「品
川イーストワンタワー」は、2020年より
改修工事を試験的に進め、2023年3
月、建築物省エネルギー性能表示制度
（BELS）のZEB認証を取得しました。

本社ビルへの再生可能エネルギーの導入

自社で保有する本社ビル「品川イーストワンタワー」で使
用する電力に対し、2021年11月より、再生可能エネル
ギーを導入しています。導入した再生可能エネルギー
は、、間伐材などの森林未利用材や製材端材、建設廃材を
燃料とする国産木質バイオマス発電によるものです。この
取り組みにより、当社グループと入居テナント企業様の事
業活動における温室効果ガス削減に寄与します。

スマートメーターとビル管理システムの導入

自社で保有する本社ビル「品川イーストワンタワー」にス
マートメーターとエネルギー効率を測定するビル管理シ
ステムを導入し、省エネルギー化を推進しています。ま
た、エネルギー効率向上のため、ビル全体にLED照明や
人感センサーを設置しています。今後、空調設備のダウン
サイジングに加え、高度な換気設備を導入するなどの改
修仕様を決定しています。

※全国で管理する賃貸住宅は、オーナー様が保有する不動産施設であり、当社グループは「賃貸経営受託システム」によって、賃貸経営をサポートしています。

項目

資源投入量

サステナブル調達

大東建託中長期目標 分類

事務所の水使用量（㎥）の削減に取り組む

現場の水使用量（㎥）の削減に取り組む

排水水質の調査を継続的に実施する

温室効果
ガス排出量

大東建託中長期目標 項目分類

事業活動の温室効果ガス排出量（スコープ1＋2）を総量で2017年度比、2030年
度までに、「55%」削減する （前年比4.2%削減）
バリューチェーンの温室効果ガス排出量（スコープ3）を総量で2017年度比、
2030年度までに、「55%」削減する （前年比4.2%削減）

事務所の水使用量の削減

現場の水使用量の削減

排水水質調査の実施

温室効果ガス
排出量の削減
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社会への取り組み

サプライチェーン・マネジメント

当社グループは、製品やサービスの品質向上、環境保全に対して、より高い水準で社会的責任を果たしてい
く責務があると認識しています。そのために、環境に配慮したサステナブル調達の推進をサプライチェーン全
体で取り組むべきであると考えており、サプライチェーン・サステナビリティの強化を図っています。

基本的な考え方

サプライチェーン・マネジメント
 ▶ 統合報告書 P39

①法令の遵守

④労働・安全衛生への配慮

⑤品質の確保

⑥事業継続体制の整備

②企業倫理の確立

③人権の尊重

⑦環境への配慮

⑧情報セキュリティの確保

⑨社会への貢献

各種法令・社会規範の遵守

取引先との健全な取引、関係先とのパートナーシップの構築・強化、政治・行政との健全な関係の維
持、反社会的勢力との関係排除、知的財産権の保護、社内通報制度の構築、企業情報の適切な開示

国際的な人権基準の遵守、差別・ハラスメントの禁止、強制労働・児童労働の禁止、適正な賃金の支
払い、適正な労務管理、結社の自由と団体交渉権の保障

従業員の安全衛生の推進、労働災害の防止、地域社会の安全衛生の確保

適切な品質・安全性の確保、品質の維持・向上のための技術開発、事故発生時の適切な対応

事業継続体制（BCP）の整備

GHG排出量の削減、製品・サービスごとのGHG排出量の把握、生物多様性への配慮、水資源の保
全、廃棄物の適正管理と削減、資源循環および省資源化の推進、プラスチック汚染の防止、化学物質
の適正管理と汚染防止

個人情報や機密情報の漏洩防止の徹底、コンピュータ・ネットワークの脅威に対する防御

事業活動を行う地域の文化・慣習の尊重、社会貢献活動の推進、地域創生への寄与

大項目 中項目

大東建託グループ　サステナブル調達方針

2022年10月、大東建託グループ サステナビリティ調達方針を策定し、以下方針に基づいた資材調達を行っています。

https://www.kentaku.co.jp/corporate/outline/procure/kihon.htmlサステナブル調達方針

パートナーシップ構築宣言

当社グループ主要3社※１は、2022年にサプライチェーン
における取引先企業様との持続可能な関係構築を目指
し、内閣府や中小企業庁などが推進する「未来を拓くパー
トナーシップ構築推進会議」の趣旨に賛同し、「パートナー
シップ構築宣言※2」を策定・公表しています。
宣言においては、当社グループ各社において、事業に合わ
せた各社が特に注力する取り組みを個別項目に設定し、
専用ポータルサイト上に登録・掲載しています。

サプライヤー企業様との協働によるサプライチェーンサ
ステナビリティの改善・強化をするために、サステナビリ
ティ対応強化セミナーを開催しています。今後もサプライ
ヤー企業様向けにセミナー等を継続開催し、サプライ
ヤー企業様と共に建設業界と社会の持続可能性の向上に
貢献していきます。

●エコバディス回答支援セミナーの実施（2023年8月）
　2022年度回答済み企業様 
　⇒ スコアアップに向けたセミナー
　2022年度未回答企業様     
　⇒ CO2集計方法や目標設定などの解説セミナー

●サステナブル調達の取り組み推進
　2023年度、木材のDD（デューデリジェンス）について取り組み開始
　⇒ 木材リスクに関するセミナー（2023年10月開催予定）

大東建託㈱、大東建託パートナーズ㈱、
大東建託リーシング㈱
サプライチェーン全体の連携体制や取
引価格決定方法など、企業間取引にお
ける連携・共存共栄関係の構築に向け
た方針を、企業の代表者名で公表し宣
言（コミット）する。2023年8月時点で、
31,000社以上の企業が宣言している。

※１：

※２：

サプライヤー支援施策

https://www.biz-partnership.jp/パートナーシップ構築宣言

統合報告書

統合報告書

統合報告書 

P40

P41

P43

大東建託グループは、全てのステークホルダーのみなさまとの

良好な関係性を含めた経営資源を核として、

より広く社会に貢献できる企業へと成長することを目指しています。

ステークホルダーのみなさまから夢や将来を託され、

継続して成長できる企業を目指し、事業を通じた社会課題の解決に貢献します。

人権、人的資本経営、ダイバーシティ＆インクルージョンに
関する内容は統合報告書をご覧ください。

・人権

・人的資本経営

・ダイバーシティ＆インクルージョン
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社会への取り組み

サプライチェーン・マネジメント

当社グループは、製品やサービスの品質向上、環境保全に対して、より高い水準で社会的責任を果たしてい
く責務があると認識しています。そのために、環境に配慮したサステナブル調達の推進をサプライチェーン全
体で取り組むべきであると考えており、サプライチェーン・サステナビリティの強化を図っています。

基本的な考え方

サプライチェーン・マネジメント
 ▶ 統合報告書 P39

①法令の遵守

④労働・安全衛生への配慮

⑤品質の確保

⑥事業継続体制の整備

②企業倫理の確立

③人権の尊重

⑦環境への配慮

⑧情報セキュリティの確保

⑨社会への貢献

各種法令・社会規範の遵守

取引先との健全な取引、関係先とのパートナーシップの構築・強化、政治・行政との健全な関係の維
持、反社会的勢力との関係排除、知的財産権の保護、社内通報制度の構築、企業情報の適切な開示

国際的な人権基準の遵守、差別・ハラスメントの禁止、強制労働・児童労働の禁止、適正な賃金の支
払い、適正な労務管理、結社の自由と団体交渉権の保障

従業員の安全衛生の推進、労働災害の防止、地域社会の安全衛生の確保

適切な品質・安全性の確保、品質の維持・向上のための技術開発、事故発生時の適切な対応

事業継続体制（BCP）の整備

GHG排出量の削減、製品・サービスごとのGHG排出量の把握、生物多様性への配慮、水資源の保
全、廃棄物の適正管理と削減、資源循環および省資源化の推進、プラスチック汚染の防止、化学物質
の適正管理と汚染防止

個人情報や機密情報の漏洩防止の徹底、コンピュータ・ネットワークの脅威に対する防御

事業活動を行う地域の文化・慣習の尊重、社会貢献活動の推進、地域創生への寄与

大項目 中項目

大東建託グループ　サステナブル調達方針

2022年10月、大東建託グループ サステナビリティ調達方針を策定し、以下方針に基づいた資材調達を行っています。

https://www.kentaku.co.jp/corporate/outline/procure/kihon.htmlサステナブル調達方針

パートナーシップ構築宣言

当社グループ主要3社※１は、2022年にサプライチェーン
における取引先企業様との持続可能な関係構築を目指
し、内閣府や中小企業庁などが推進する「未来を拓くパー
トナーシップ構築推進会議」の趣旨に賛同し、「パートナー
シップ構築宣言※2」を策定・公表しています。
宣言においては、当社グループ各社において、事業に合わ
せた各社が特に注力する取り組みを個別項目に設定し、
専用ポータルサイト上に登録・掲載しています。

サプライヤー企業様との協働によるサプライチェーンサ
ステナビリティの改善・強化をするために、サステナビリ
ティ対応強化セミナーを開催しています。今後もサプライ
ヤー企業様向けにセミナー等を継続開催し、サプライ
ヤー企業様と共に建設業界と社会の持続可能性の向上に
貢献していきます。

●エコバディス回答支援セミナーの実施（2023年8月）
　2022年度回答済み企業様 
　⇒ スコアアップに向けたセミナー
　2022年度未回答企業様     
　⇒ CO2集計方法や目標設定などの解説セミナー

●サステナブル調達の取り組み推進
　2023年度、木材のDD（デューデリジェンス）について取り組み開始
　⇒ 木材リスクに関するセミナー（2023年10月開催予定）

大東建託㈱、大東建託パートナーズ㈱、
大東建託リーシング㈱
サプライチェーン全体の連携体制や取
引価格決定方法など、企業間取引にお
ける連携・共存共栄関係の構築に向け
た方針を、企業の代表者名で公表し宣
言（コミット）する。2023年8月時点で、
31,000社以上の企業が宣言している。

※１：

※２：

サプライヤー支援施策

https://www.biz-partnership.jp/パートナーシップ構築宣言

統合報告書

統合報告書

統合報告書 

P40

P41

P43

大東建託グループは、全てのステークホルダーのみなさまとの

良好な関係性を含めた経営資源を核として、

より広く社会に貢献できる企業へと成長することを目指しています。

ステークホルダーのみなさまから夢や将来を託され、

継続して成長できる企業を目指し、事業を通じた社会課題の解決に貢献します。

人権、人的資本経営、ダイバーシティ＆インクルージョンに
関する内容は統合報告書をご覧ください。

・人権

・人的資本経営

・ダイバーシティ＆インクルージョン
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健康経営

当社グループでは、従業員の健康を第一とした上で、従業員の「働きがい」や「やりがい」を創出し、生産性と
企業価値を向上させることを目的としています。2018年に制定した「大東建託グループ健康宣言」に基づき、
従業員一人ひとりが健康でいきいきと働けるよう、健康経営を重要な経営課題と位置づけて推進していま
す。

当社グループは従業員一人ひとりの心と体の健康と幸せを財産とし、
いきいきと働くことができる職場環境を実現します。

大東建託グループ健康宣言

ガバナンス

当社の健康経営は、代表取締役 社長執行役員のもと、統
括産業医、保健師、健康保険組合や大学などが協働し、戦
略的に展開しています。

健康経営の推進体制

● 感染症に関するリスク対応
● 自然災害発生時のリスク対応
● 災害時安否確認訓練の実施（2022年度：4回）
● 従業員用災害備蓄品のローリングストックによる
　食品ロス削減
● 本社ビル消防総合訓練（年1回以上）
● AED動画研修訓練
● 安全運転に関する危機管理・注意喚起

主な対応内容

健康経営の推進体制

労働安全衛生法に基づき、各事業所における労働災害防
止など労働衛生の整備向上を図り、快適な職場環境の形
成を促進して業務の能率を増進することを目的としてい
ます。情報連携や審議を行うためだけでなく、従業員の意
見のボトムアップにも役立っています。また、全国のすべ
ての支店に約1,000名の衛生管理者を健康経営推進担当
者として配置することで、分散型事業場において健康経営
を速やかに垂直・水平展開できる体制を構築しています。

安全衛生委員会

定期健康診断の
徹底と重症化予防

3大疾病リスク検査費用
補助制度の導入

介護と仕事の
両立支援プログラム

禁煙施策

食事施策

運動施策

がん検診の
積極的な取り入れ

特定保健指導 実施率74.4％(業態平均22.8%)、高水準維持。

目標 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度（目標）

健康診断受診率

二次検査受診率

ストレスチェック受検率

100％

65.0％

90.9％

100％

100％

95.5％

100％

100％

91％以上

100％

67.9％

90.3％

指標と目標

中央安全衛生委員会
 ▶  P41

基本的な考え方

健康診断における就業基準値および二次検査該当者、高ストレス者、過重労働者については保健師や産業医との面接を実施
し、心身の状態、労働環境の把握、および上司の管理監督も含め会社全体で健康推進を図っています。

経済産業省および日本健康会議が認定する「健康
経営優良法人2023」に選出されました。
※大東建託パートナーズ（株）は3年連続、大東コーポレートサービ
ス（株）は2年連続で、大規模法人部門の中でも上位500法人とな
る「ホワイト500」に認定されています。

健康保険組合では被保険者・被扶養者の重大疾病予防の観点から、2023年度より3大疾病関連検査の受診機会拡大・早期発
見を目的に、定期健診・被扶養者健診でカバーされない各種検査費用補助を実施しています。

全従業員を対象に禁煙を応援する「卒煙プロジェクト」を実施しています。
【主なサポート内容】　・禁煙ガムの配布　・ニコチン依存度チェックの実施　・卒煙サポーターの設定　・禁煙日誌の提供　・喫煙教育メールの配信

全健康保険組合とのコラボヘルスを推進しています。食事や運動の記録機能などにより、健康的な生活習慣が自然と身につく
ように設計された健康増進アプリ”QOLism”を活用したウォーキングイベントなど運動記録チャレンジ施策を展開しています。

朝食欠食率低下の改善を狙い、何かを口にする習慣から始めるため、2023年11月よりヤクルトの配布を実施します。

定期健康診断において、全従業員へ年齢に応じたがん検診の受診機会を提供し、がんの早期発見・早期治療に努めています。
また、女性従業員の健康づくりに関する研修を実施、女性自身の心身の健康管理と働きやすい職場作りに役立てています。

介護離職を防止するため「介護と仕事の両立支援プログラム」を導入しています。雇用継続制度の整備やライフプランセミナーを
はじめとする周知活動、相談窓口等の支援体制を構築し、介護に直面した場合でも介護と仕事を両立できる体制を整えています。
【取り組み事例】　・介護についての知識や両立の為のポイントを記載した「仕事と介護の両立安心ハンドブック」の開示
・介護と仕事の両立について上司と本人が面談をする際に使用する「コミュニケーションシート」の活用
・介護サービスについてケアマネジャーに自身の状況や介護の希望を伝える「相談シート」の活用　・全従業員向けに介護に関する動画研修の実施　など

大東建託グループ全社が
「健康経営優良法人」に認定

代表取締役 社長執行役員

健康保険
組合

人事部
ダイバーシティ推進部

健康経営推進部門

産業医・保健師

コラボ
ヘルス

産学連携

報告 伝達

中央
安全衛生
委員会

本社・支店
安全衛生
委員会

従業員とそのご家族

支援

大学
（公衆衛生）

戦略

「大東建託グループ健康宣言」に基づき、多様な人材がいきいきと働ける職場環境の整備に加え、ヘルスリテラ
シーを上げながら、一人ひとりが健康を維持・増進できるよう推進しています。当社グループでは、従業員自身
の健康だけでなく家族の健康も重要と考え、被扶養者健康診断も実施しています。健康施策では家族も一緒に
参画可能な仕組みを構築しており、健康保険組合と連携したヘルスケアアプリを活用導入した情報提供、イン
フルエンザの予防接種、地域別対抗ウォーキングキャンペーンなどを実施しています。
また、戦略的に健康経営を推進するために経済産業省が発表している「健康投資管理会計ガイドライン」に基
づき、健康経営戦略マップを作成しています。これにより、健康経営のPDCAを回していきます。

リスク管理

健康経営に関する法令などを遵守すると共に、安全
衛生委員会などを通じ各事業所における安全衛生
の整備向上を図り、快適な職場環境の形成を促進し
ています。従業員に対しては、社内の情報共有サイ
トや社内報などのツールを用いて、健康保持増進策
の情報発信や社内相談窓口、ガイドラインなどを周
知しています。また、各種リスクに対する注意喚起や
動画研修などを実施することで理解度を高め、健康
経営に対する意識の醸成を図っています。

主な取り組み

当社グループは、健康経営の取り組みを通じ企業価値を高め、地域社会の健康づくりに貢献を目指していきます。

https://www.kentaku.co.jp/corporate/csr/torikumi/kenkou.html健康経営戦略マップ
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健康経営

当社グループでは、従業員の健康を第一とした上で、従業員の「働きがい」や「やりがい」を創出し、生産性と
企業価値を向上させることを目的としています。2018年に制定した「大東建託グループ健康宣言」に基づき、
従業員一人ひとりが健康でいきいきと働けるよう、健康経営を重要な経営課題と位置づけて推進していま
す。

当社グループは従業員一人ひとりの心と体の健康と幸せを財産とし、
いきいきと働くことができる職場環境を実現します。

大東建託グループ健康宣言

ガバナンス

当社の健康経営は、代表取締役 社長執行役員のもと、統
括産業医、保健師、健康保険組合や大学などが協働し、戦
略的に展開しています。

健康経営の推進体制

● 感染症に関するリスク対応
● 自然災害発生時のリスク対応
● 災害時安否確認訓練の実施（2022年度：4回）
● 従業員用災害備蓄品のローリングストックによる
　食品ロス削減
● 本社ビル消防総合訓練（年1回以上）
● AED動画研修訓練
● 安全運転に関する危機管理・注意喚起

主な対応内容

健康経営の推進体制

労働安全衛生法に基づき、各事業所における労働災害防
止など労働衛生の整備向上を図り、快適な職場環境の形
成を促進して業務の能率を増進することを目的としてい
ます。情報連携や審議を行うためだけでなく、従業員の意
見のボトムアップにも役立っています。また、全国のすべ
ての支店に約1,000名の衛生管理者を健康経営推進担当
者として配置することで、分散型事業場において健康経営
を速やかに垂直・水平展開できる体制を構築しています。

安全衛生委員会

定期健康診断の
徹底と重症化予防

3大疾病リスク検査費用
補助制度の導入

介護と仕事の
両立支援プログラム

禁煙施策

食事施策

運動施策

がん検診の
積極的な取り入れ

特定保健指導 実施率74.4％(業態平均22.8%)、高水準維持。

目標 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度（目標）

健康診断受診率

二次検査受診率

ストレスチェック受検率

100％

65.0％

90.9％

100％

100％

95.5％

100％

100％

91％以上

100％

67.9％

90.3％

指標と目標

中央安全衛生委員会
 ▶  P41

基本的な考え方

健康診断における就業基準値および二次検査該当者、高ストレス者、過重労働者については保健師や産業医との面接を実施
し、心身の状態、労働環境の把握、および上司の管理監督も含め会社全体で健康推進を図っています。

経済産業省および日本健康会議が認定する「健康
経営優良法人2023」に選出されました。
※大東建託パートナーズ（株）は3年連続、大東コーポレートサービ
ス（株）は2年連続で、大規模法人部門の中でも上位500法人とな
る「ホワイト500」に認定されています。

健康保険組合では被保険者・被扶養者の重大疾病予防の観点から、2023年度より3大疾病関連検査の受診機会拡大・早期発
見を目的に、定期健診・被扶養者健診でカバーされない各種検査費用補助を実施しています。

全従業員を対象に禁煙を応援する「卒煙プロジェクト」を実施しています。
【主なサポート内容】　・禁煙ガムの配布　・ニコチン依存度チェックの実施　・卒煙サポーターの設定　・禁煙日誌の提供　・喫煙教育メールの配信

全健康保険組合とのコラボヘルスを推進しています。食事や運動の記録機能などにより、健康的な生活習慣が自然と身につく
ように設計された健康増進アプリ”QOLism”を活用したウォーキングイベントなど運動記録チャレンジ施策を展開しています。

朝食欠食率低下の改善を狙い、何かを口にする習慣から始めるため、2023年11月よりヤクルトの配布を実施します。

定期健康診断において、全従業員へ年齢に応じたがん検診の受診機会を提供し、がんの早期発見・早期治療に努めています。
また、女性従業員の健康づくりに関する研修を実施、女性自身の心身の健康管理と働きやすい職場作りに役立てています。

介護離職を防止するため「介護と仕事の両立支援プログラム」を導入しています。雇用継続制度の整備やライフプランセミナーを
はじめとする周知活動、相談窓口等の支援体制を構築し、介護に直面した場合でも介護と仕事を両立できる体制を整えています。
【取り組み事例】　・介護についての知識や両立の為のポイントを記載した「仕事と介護の両立安心ハンドブック」の開示
・介護と仕事の両立について上司と本人が面談をする際に使用する「コミュニケーションシート」の活用
・介護サービスについてケアマネジャーに自身の状況や介護の希望を伝える「相談シート」の活用　・全従業員向けに介護に関する動画研修の実施　など

大東建託グループ全社が
「健康経営優良法人」に認定

代表取締役 社長執行役員

健康保険
組合

人事部
ダイバーシティ推進部

健康経営推進部門

産業医・保健師

コラボ
ヘルス

産学連携

報告 伝達

中央
安全衛生
委員会

本社・支店
安全衛生
委員会

従業員とそのご家族

支援

大学
（公衆衛生）

戦略

「大東建託グループ健康宣言」に基づき、多様な人材がいきいきと働ける職場環境の整備に加え、ヘルスリテラ
シーを上げながら、一人ひとりが健康を維持・増進できるよう推進しています。当社グループでは、従業員自身
の健康だけでなく家族の健康も重要と考え、被扶養者健康診断も実施しています。健康施策では家族も一緒に
参画可能な仕組みを構築しており、健康保険組合と連携したヘルスケアアプリを活用導入した情報提供、イン
フルエンザの予防接種、地域別対抗ウォーキングキャンペーンなどを実施しています。
また、戦略的に健康経営を推進するために経済産業省が発表している「健康投資管理会計ガイドライン」に基
づき、健康経営戦略マップを作成しています。これにより、健康経営のPDCAを回していきます。

リスク管理

健康経営に関する法令などを遵守すると共に、安全
衛生委員会などを通じ各事業所における安全衛生
の整備向上を図り、快適な職場環境の形成を促進し
ています。従業員に対しては、社内の情報共有サイ
トや社内報などのツールを用いて、健康保持増進策
の情報発信や社内相談窓口、ガイドラインなどを周
知しています。また、各種リスクに対する注意喚起や
動画研修などを実施することで理解度を高め、健康
経営に対する意識の醸成を図っています。

主な取り組み

当社グループは、健康経営の取り組みを通じ企業価値を高め、地域社会の健康づくりに貢献を目指していきます。

https://www.kentaku.co.jp/corporate/csr/torikumi/kenkou.html健康経営戦略マップ
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労働安全衛生管理

基本的な考え方
当社グループでは、「人間尊重の精神を基礎とし、施工現場で働く人々の生命を守り、環境整備を行い、健康
を確保すること」を安全衛生管理の基本理念とし、この理念は企業として果たさなければならない社会的責
任と考えています。この基本理念のもと、労働安全法、労働安全衛生法および当社規定に基づき、安全衛生
管理を徹底し、業務遂行上発生する労働災害および疾病を未然に防止することで、施工現場で働く方々が安
心して業務に従事できる労働環境を整備しています。

ガバナンス

中央安全衛生委員会

安全管理指針 安全サイクル

現場作業員の健康管理

教育研修

現場災害発生時の対応

安全衛生管理計画（2023年度取り組み）

パートナーシップの基盤となる、設計・施工に協力をいた
だいている地元企業様で構成されている組織です。当協
力会では、会員様を対象に、健康診断や資格取得の補助、
福利厚生制度の運用、協力会専用アプリを通じて、建設業
界向け情報の発信により、当協力会会員様の活性化にさ
まざまな形で支援を行っています。

大東建託協力会

当社グループの施工現場で働くすべての作業員の方が、
万が一、怪我をした場合でも労災保険での補償が適用で
きる環境構築として、一人親方やその家族、従事者を対象
にした特別労災保険加入窓口を独自に設立しています。
加入者には健康診断やインフルエンザ予防接種の補助が
受けられる支援を行っています。

大東建託協力会一人親方会

健康経営の推進体制図　
 ▶  P39

施工現場にもDXを促進し、現場の安全活動や省力化に取
り組んでいます。2022年4月より、現場の情報共有や当日
の作業項目別の危険予知情報が
確認・共有できる当社オリジナル
アプリケーション「匠アプリ」の運
用を開始しました。リスクアセス
メント活動をWEB化し、いつでも
施工現場の状態を確認できる
ツールとして事業主とも一体と
なった安全活動を実施します。今
後、新規入場者教育や、送り出し
教育などの新機能の開発を進め
ていきます。

施工現場管理アプリケーション
「匠アプリ」（施工現場DX）

中央安全衛生委員会は、委員長に安全衛生を管掌する役
員(業務本部長)、副委員長に従業員の安全･衛生管理を主
管する部門長(人事部･総務部)および工事現場の安全･衛
生を主管する部門長（安全品質管理部）、委員として安全
管理者･衛生管理者･産業医･産業保健師･各部門の代表
者で構成されています。
本委員会は毎月１回開催し、支店および工事現場の安全
衛生管理について審議を行っています。支店安全衛生委
員会の委員長（支店長）を中心に、中央安全衛生委員会の
審議事項を全社員へ伝達および安全衛生について協議
を行い、毎月議事録を作成しております。議事録は中央安
全衛生委員会でも都度確認できる仕組みとしており、情報
の共有化を行っています。

建築する建物の構造種別や、管理方法（常駐、巡回）、およ
び担当者の現場管理能力による安全管理のバラつきをな
くすことを目的に「安全管理指針（ガイド）」を策定し、構造
や業種ごとの管理ポイントを明確にすると共に、作業開始
前の安全指導に活用しています。

現場朝礼に加え、作業員自らが自分の作業場の清掃・片付
けと安全点検を習慣化することで、安全意識の向上を図り
作業環境を改善しています。安全サイクルの実施により、
作業員はヒヤリハットのリスク低減を、現場は整理整頓、
安全意識の向上などを行っています。

施工現場で発生する危険性が高い心筋梗塞、脳卒中の予
防と、作業員の適正な健康管理のために、施工現場に入
場する全作業員に血圧確認を実施し、基準値外の作業員
の入場・作業を制限しています。

教育機関と提携し、協力会会員の各種特別教育講習を当
社独自に開催できる体制を構築しています。2022年度よ
りオンライン講習機関とも連携し、リモートでのWEB講習
も開催しており、体調面にも考慮した研修会を実施してい
ます。

現場で労働災害が発生した際、再発防止の徹底として「特
別災害防止協議会※１」を開催し、「特別安全パトロール※2」
を実施しています。労働災害については、安全衛生委員会
や全社へ通達・共有しています。また、昨今の発生事故やヒ
ヤリハット事例を踏まえて、より深く実践的な研修を実施
し、労災事故の削減を目的とした専門業種に絞った研修
（安全部会）を実施しています。

災害防止協議会

労働基準法に基づき、当社グループと協力会社様と
の相互の協議により、施工現場における統括管理の
円滑な運営を図り、作業員の災害防止に寄与するこ
とを目的とし、災害防止協議会を支店、施工現場、お
よび労災発生現場に設置しています。

安全パトロール

安全な現場運営を目的とし、安全衛生委員会と連携
して労働災害を未然に防ぐと共に、協力会会員様の
安全意識高揚と具体的な改善を図るために定期的
に現場巡回を行っています。

安全研修会

安全大会で実施する全職種向けの安全研修会とは
別に、専門業者に絞った安全研修会を実施していま
す。元請側と作業者側の間で意見交換をすることで、
実作業に則った作業手順を見直すなど、実践的な研
修会を実施しています。

毎年の取り組みを実施することに加え、2023年度は以下
の事項を実施し、協力会会員と従業員の安全意識向上を
図っています。

● 日々の安全点検を適正に記録し、不備は［指摘⇒指導教育
⇒是正確認］を繰り返し実施することで現場安全環境を構築

● 解体種別、規模に準じた業者選定基準を定め、作業に即し
た具体的な作業計画書と手順確認リスクアセスメント実施
を条件に、解体難易度に応じた業者選定を実施

● 安全部会を特定工種から関連作業業種全体に参加対象を
拡大し、錯綜作業を想定した中での安全作業方法・ルールを
確認し、現場内全体の意識改善

● 「匠アプリ」を利用し、業者主導型の安全活動（KY・新規入
場・送り出し教育・高齢者教育）を実施できるシステム再構
築を行い、作業員管理・作業員教育を徹底

実施事項

・安全指示
・危険予知活動
・工具の点検と是正
・健康確認、ラジオ体操

〈朝礼時〉

〈作業終了時〉

・清掃、片付け
・戸締まり確認
 （作業終了後）

・身の周り清掃
 （作業終了後）
・工具点検
 （作業開始前）

〈昼休憩〉

〈午前休憩〉

〈午後休憩〉

戦略

当社グループは、法令に基づき「安全衛生管理規程」を定めています。本規定は安全衛生管理を徹底し、会社に
おける業務遂行上発生する労働災害および疾病を未然に防止することにより、安心して業務に従事できる安全
かつ衛生的な労働環境の確立を図ることを目的としています。

リスク管理

※1 特別災害防止協議会：事故に至った経緯や理由を詳しく調査し、根本的な原因に対する再発
防止策を講じる

※2 特別安全パトロール：同類作業のある現場を対象としたパトロール

＜事例＞
▪フルハーネス型墜落制止用器具特別教育
   （全2会場・86名参加）
▪職長安全衛生責任者教育 （全1会場・47名参加）
※新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、密にならずに柔軟に研修を実施で
きるようにするためWEBによる特別教育等の研修会を開催
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労働安全衛生管理

基本的な考え方
当社グループでは、「人間尊重の精神を基礎とし、施工現場で働く人々の生命を守り、環境整備を行い、健康
を確保すること」を安全衛生管理の基本理念とし、この理念は企業として果たさなければならない社会的責
任と考えています。この基本理念のもと、労働安全法、労働安全衛生法および当社規定に基づき、安全衛生
管理を徹底し、業務遂行上発生する労働災害および疾病を未然に防止することで、施工現場で働く方々が安
心して業務に従事できる労働環境を整備しています。

ガバナンス

中央安全衛生委員会

安全管理指針 安全サイクル

現場作業員の健康管理

教育研修

現場災害発生時の対応

安全衛生管理計画（2023年度取り組み）

パートナーシップの基盤となる、設計・施工に協力をいた
だいている地元企業様で構成されている組織です。当協
力会では、会員様を対象に、健康診断や資格取得の補助、
福利厚生制度の運用、協力会専用アプリを通じて、建設業
界向け情報の発信により、当協力会会員様の活性化にさ
まざまな形で支援を行っています。

大東建託協力会

当社グループの施工現場で働くすべての作業員の方が、
万が一、怪我をした場合でも労災保険での補償が適用で
きる環境構築として、一人親方やその家族、従事者を対象
にした特別労災保険加入窓口を独自に設立しています。
加入者には健康診断やインフルエンザ予防接種の補助が
受けられる支援を行っています。

大東建託協力会一人親方会

健康経営の推進体制図　
 ▶  P39

施工現場にもDXを促進し、現場の安全活動や省力化に取
り組んでいます。2022年4月より、現場の情報共有や当日
の作業項目別の危険予知情報が
確認・共有できる当社オリジナル
アプリケーション「匠アプリ」の運
用を開始しました。リスクアセス
メント活動をWEB化し、いつでも
施工現場の状態を確認できる
ツールとして事業主とも一体と
なった安全活動を実施します。今
後、新規入場者教育や、送り出し
教育などの新機能の開発を進め
ていきます。

施工現場管理アプリケーション
「匠アプリ」（施工現場DX）

中央安全衛生委員会は、委員長に安全衛生を管掌する役
員(業務本部長)、副委員長に従業員の安全･衛生管理を主
管する部門長(人事部･総務部)および工事現場の安全･衛
生を主管する部門長（安全品質管理部）、委員として安全
管理者･衛生管理者･産業医･産業保健師･各部門の代表
者で構成されています。
本委員会は毎月１回開催し、支店および工事現場の安全
衛生管理について審議を行っています。支店安全衛生委
員会の委員長（支店長）を中心に、中央安全衛生委員会の
審議事項を全社員へ伝達および安全衛生について協議
を行い、毎月議事録を作成しております。議事録は中央安
全衛生委員会でも都度確認できる仕組みとしており、情報
の共有化を行っています。

建築する建物の構造種別や、管理方法（常駐、巡回）、およ
び担当者の現場管理能力による安全管理のバラつきをな
くすことを目的に「安全管理指針（ガイド）」を策定し、構造
や業種ごとの管理ポイントを明確にすると共に、作業開始
前の安全指導に活用しています。

現場朝礼に加え、作業員自らが自分の作業場の清掃・片付
けと安全点検を習慣化することで、安全意識の向上を図り
作業環境を改善しています。安全サイクルの実施により、
作業員はヒヤリハットのリスク低減を、現場は整理整頓、
安全意識の向上などを行っています。

施工現場で発生する危険性が高い心筋梗塞、脳卒中の予
防と、作業員の適正な健康管理のために、施工現場に入
場する全作業員に血圧確認を実施し、基準値外の作業員
の入場・作業を制限しています。

教育機関と提携し、協力会会員の各種特別教育講習を当
社独自に開催できる体制を構築しています。2022年度よ
りオンライン講習機関とも連携し、リモートでのWEB講習
も開催しており、体調面にも考慮した研修会を実施してい
ます。

現場で労働災害が発生した際、再発防止の徹底として「特
別災害防止協議会※１」を開催し、「特別安全パトロール※2」
を実施しています。労働災害については、安全衛生委員会
や全社へ通達・共有しています。また、昨今の発生事故やヒ
ヤリハット事例を踏まえて、より深く実践的な研修を実施
し、労災事故の削減を目的とした専門業種に絞った研修
（安全部会）を実施しています。

災害防止協議会

労働基準法に基づき、当社グループと協力会社様と
の相互の協議により、施工現場における統括管理の
円滑な運営を図り、作業員の災害防止に寄与するこ
とを目的とし、災害防止協議会を支店、施工現場、お
よび労災発生現場に設置しています。

安全パトロール

安全な現場運営を目的とし、安全衛生委員会と連携
して労働災害を未然に防ぐと共に、協力会会員様の
安全意識高揚と具体的な改善を図るために定期的
に現場巡回を行っています。

安全研修会

安全大会で実施する全職種向けの安全研修会とは
別に、専門業者に絞った安全研修会を実施していま
す。元請側と作業者側の間で意見交換をすることで、
実作業に則った作業手順を見直すなど、実践的な研
修会を実施しています。

毎年の取り組みを実施することに加え、2023年度は以下
の事項を実施し、協力会会員と従業員の安全意識向上を
図っています。

● 日々の安全点検を適正に記録し、不備は［指摘⇒指導教育
⇒是正確認］を繰り返し実施することで現場安全環境を構築

● 解体種別、規模に準じた業者選定基準を定め、作業に即し
た具体的な作業計画書と手順確認リスクアセスメント実施
を条件に、解体難易度に応じた業者選定を実施

● 安全部会を特定工種から関連作業業種全体に参加対象を
拡大し、錯綜作業を想定した中での安全作業方法・ルールを
確認し、現場内全体の意識改善

● 「匠アプリ」を利用し、業者主導型の安全活動（KY・新規入
場・送り出し教育・高齢者教育）を実施できるシステム再構
築を行い、作業員管理・作業員教育を徹底

実施事項

・安全指示
・危険予知活動
・工具の点検と是正
・健康確認、ラジオ体操

〈朝礼時〉

〈作業終了時〉

・清掃、片付け
・戸締まり確認
 （作業終了後）

・身の周り清掃
 （作業終了後）
・工具点検
 （作業開始前）

〈昼休憩〉

〈午前休憩〉

〈午後休憩〉

戦略

当社グループは、法令に基づき「安全衛生管理規程」を定めています。本規定は安全衛生管理を徹底し、会社に
おける業務遂行上発生する労働災害および疾病を未然に防止することにより、安心して業務に従事できる安全
かつ衛生的な労働環境の確立を図ることを目的としています。

リスク管理

※1 特別災害防止協議会：事故に至った経緯や理由を詳しく調査し、根本的な原因に対する再発
防止策を講じる

※2 特別安全パトロール：同類作業のある現場を対象としたパトロール

＜事例＞
▪フルハーネス型墜落制止用器具特別教育
   （全2会場・86名参加）
▪職長安全衛生責任者教育 （全1会場・47名参加）
※新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、密にならずに柔軟に研修を実施で
きるようにするためWEBによる特別教育等の研修会を開催

大東建託グループ41 サステナビリティレポート 2023 42



アンケート内容 2020年度 2021年度 2022年度

完成した建物の印象
大変満足している、
満足している

91.2％ 93.3％89.9％

ライブカメラ

安全大会の様子
（新型コロナウイルス感染症拡大前）

安全大会 リモート開催の様子

施工品質管理体制 アンケート満足率

現場災害 全て
休業4日以上
死亡労災件数
不休災害

休業１日以上

2022年度2021年度2020年度

50
26
1
18
32

37
19
0
18
19

47
22
2
22
25

現場災害数（労働者、事業主・一人親方の総数） 度数率（大東建託グループおよび協力業者）

全作業員 休業1日以上
全作業員 休業4日以上
労働者のみ 休業1日以上
労働者のみ 休業4日以上
度数率（全産業）
度数率（総合建設業）

2022年度2021年度2020年度

2.15
1.75
1.07
0.94
1.95
1.30

1.25
1.25
0.46
0.46
2.06
1.39

1.56
1.37
0.87
0.75
2.06
1.47

度数率＝ ×1,000,000
労働災害による死傷者数
延べ実労働時間数

本社の管理部門にて選定し
た約730カ所の施工現場に
はライブカメラを設置し、現
場管理者が現場の異変をリ
アルタイムで確認できるよ
うにするなど、現場の安全
管理を徹底しています。

当社では、協力会会員の安全意識向上と労働災害事故を
撲滅するため、年2回安全大会を開催しています。施工現
場における安全リスク対策に関する講義や、日々の経験か
ら感じる課題・問題点をディスカッションするなど、自ら安
全について考える機会を設けることで、安全意識の向上を
促すと共に、協力会社様同士の情報交換・共有の場として
も機能しています。

2021年度より、協力会は施工現場の作業員から施工現場
の生産性向上につながる事例や提案を公募し、優秀事例
を表彰する「匠アワード」を開催しています。提案された事
例を広く共有することで、安全性や品質の向上、省力化な
どを図ります。少子高齢化によって生産労働人口が減少し
ていく中、建設業に携わる人材を確保・育成するため、全
国約20,000社の会員様の生の声を収集し多様なアイデア
を取り入れることで、魅力ある建設現場作りを進めていき
ます。

現場の土曜日休日実現に向けた働き方改革に向けた取
り組みを行っています。全国の建設現場を対象に、毎月
第2・4土曜日を原則「ノーワークデー」と設定し、4週6休を
推進しています。無断での現場稼働が発生しないよう、ラ
イブカメラなどによって実施状況を確認し、適切な運用を
図っています。建設業における働き方改革関連法が適用
される2024年4月に向け、長時間労働などの課題を解決し
ながら、今後土曜日全休に向けて一層の取り組みを強化
していきます。

現場作業員に対して、適切な熱中症予防の教育や指導を
することも重要な熱中症対策につながることから、毎月実
施する安全衛生協議会にて、熱中症対策に関する労働衛
生教育を実施。熱中症の症状、予防方法、緊急時の救急処
置などについて周知しています。その他にも、熱中症リス
ク軽減策を展開しています。

● 製氷機、冷水器の設置　　　　　　　　　　
● ポスター掲示による熱中症予防
● 熱中症対策品を特別価格で販売
● 熱中症応急セットによる発症時の対応
● 熱中症指数計の設置
● 熱中症予防情報メールの登録義務化　など

主な取り組み

「安全はすべてに優先する」の実践に向けた取り組みに加え、工事現場の労働環境改善や、作業員のモチベー
ション向上策など、工事現場での働き方改革にも取り組んでいます。

安全大会

匠アワード

働き方改革に向けた取り組み

熱中症対策

主な指標

昨年度は前年を大きく上回る労災事故発生となりました。今期は現場入場される作業員一人ひとりの方への安
全教育を強化し、本来あるべき正しい手順で工事を実施していけるように取り組んでいきます。

基本的な考え方
長期にわたる安心・安全・安定の賃貸経営実現には、耐久性やメンテナンス性など、建物自体の品質も重要
です。当社グループは、厳しい品質管理と確かな施工管理のもと、事業計画、設計・施工から建物完成後の維
持管理まで、一気通貫で管理する体制を整え、高品質な賃貸建物づくりを追求し続けています。

ガバナンス

戦略

品質のばらつきは、従業員や施工業者の属人性・地域特
性により発生し、品質向上の阻害要因となります。当社グ
ループは、全国一律の指導教育体制から地域特性に応じ
た指導教育体制に移行し､「自立型の管理体制」を確立し
ています。品質の証明記録や工事検査、現場指導など、品
質確保のプロセスを厳格に実践し、お客様に安心いただ
ける品質管理を追求しています。

リスク管理

品質チェックのDX化（リモート完了検査）

国土交通省による通知「デジタル技術を活用した建築基
準法に基づく完了検査の立会いの遠隔実施について」 に
より指定確認検査機関が実施する完了検査に工事監理者
の遠隔立会いが可能となったことから、2023年4月から完
了検査を実施する現場に、確認検査機関の検査員および
工事担当者が立会い、監理センターの工事監理者は遠隔
にて検査立会いを行う取り組みを開始しました。DXを活
用した遠隔支援アプリを導入し、建築現場の現場担当者
がタブレットやスマートフォンを通して、現場から離れた
場所にいる管理者に映像で建物や躯体の状態などを確
認できます。これにより検査業務の大幅な効率化が期待
され、従来と変わらない検査精度の実現と業務効率向上
を両立できます。不備・不具
合を早期に把握する管理体
制を構築し、共有・解決を
図っていきます。

指標と目標

建物を無事にお引き渡しした際、お客様にアンケートをお
願いしています。ご意見ご要望を商品やサービスの改善
だけでなく、リスク管理上も重要な経営資源であると考え
積極的に収集しています。

主な取り組み

匠マイスター認定制度

協力会会員様の中から優秀な職長を発掘し、認定する「匠
マイスター認定制度」を2016年度より設けています。匠マ
イスターとして格付けすることで、協力会会員様のモチ
ベーションアップと施工品質向上への牽引役を担い、協力
会の活性化を図っていくことを目的としています。2022年
度の匠マイスターには、3,036名が認定されています。

匠マイスター技能選手権

深刻化する建設業界の人材不足を背景に、次世代の子ど
もたちにものづくり技術への理解と興味を深める機会を
提供すると共に、建設業界における技能の伝承、後継者の
育成につなげていくことを目的に「匠マイスター技能選手
権※」を開催しています。参加する作業員の志気向上や技
術力向上により、お客様にお渡しする建物のさらなる施工
品質向上も目指しています。
※2022年１月に第１回全国大会（造作大工編）を開催、今後4年に1度開催予定

品質管理システム

当社グループでは、建物に使う資材の調達から設計、施
工、完成の際に行う検査に至るまで、一貫した体制で管理
を行い、品質の高い賃貸建物を提供しています。さらに
は、完成後も専門技術者によるアフターサービス点検とし
て、6ヵ月、1年、2年、10年点検を実施し、品質維持や早期
メンテナンスを積み重ねていくことで、建物価値を長期に
維持します。

労働安全衛生管理 品質管理
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アンケート内容 2020年度 2021年度 2022年度

完成した建物の印象
大変満足している、
満足している

91.2％ 93.3％89.9％

ライブカメラ

安全大会の様子
（新型コロナウイルス感染症拡大前）

安全大会 リモート開催の様子

施工品質管理体制 アンケート満足率

現場災害 全て
休業4日以上
死亡労災件数
不休災害

休業１日以上

2022年度2021年度2020年度

50
26
1
18
32

37
19
0
18
19

47
22
2
22
25

現場災害数（労働者、事業主・一人親方の総数） 度数率（大東建託グループおよび協力業者）

全作業員 休業1日以上
全作業員 休業4日以上
労働者のみ 休業1日以上
労働者のみ 休業4日以上
度数率（全産業）
度数率（総合建設業）

2022年度2021年度2020年度

2.15
1.75
1.07
0.94
1.95
1.30

1.25
1.25
0.46
0.46
2.06
1.39

1.56
1.37
0.87
0.75
2.06
1.47

度数率＝ ×1,000,000
労働災害による死傷者数
延べ実労働時間数

本社の管理部門にて選定し
た約730カ所の施工現場に
はライブカメラを設置し、現
場管理者が現場の異変をリ
アルタイムで確認できるよ
うにするなど、現場の安全
管理を徹底しています。

当社では、協力会会員の安全意識向上と労働災害事故を
撲滅するため、年2回安全大会を開催しています。施工現
場における安全リスク対策に関する講義や、日々の経験か
ら感じる課題・問題点をディスカッションするなど、自ら安
全について考える機会を設けることで、安全意識の向上を
促すと共に、協力会社様同士の情報交換・共有の場として
も機能しています。

2021年度より、協力会は施工現場の作業員から施工現場
の生産性向上につながる事例や提案を公募し、優秀事例
を表彰する「匠アワード」を開催しています。提案された事
例を広く共有することで、安全性や品質の向上、省力化な
どを図ります。少子高齢化によって生産労働人口が減少し
ていく中、建設業に携わる人材を確保・育成するため、全
国約20,000社の会員様の生の声を収集し多様なアイデア
を取り入れることで、魅力ある建設現場作りを進めていき
ます。

現場の土曜日休日実現に向けた働き方改革に向けた取
り組みを行っています。全国の建設現場を対象に、毎月
第2・4土曜日を原則「ノーワークデー」と設定し、4週6休を
推進しています。無断での現場稼働が発生しないよう、ラ
イブカメラなどによって実施状況を確認し、適切な運用を
図っています。建設業における働き方改革関連法が適用
される2024年4月に向け、長時間労働などの課題を解決し
ながら、今後土曜日全休に向けて一層の取り組みを強化
していきます。

現場作業員に対して、適切な熱中症予防の教育や指導を
することも重要な熱中症対策につながることから、毎月実
施する安全衛生協議会にて、熱中症対策に関する労働衛
生教育を実施。熱中症の症状、予防方法、緊急時の救急処
置などについて周知しています。その他にも、熱中症リス
ク軽減策を展開しています。

● 製氷機、冷水器の設置　　　　　　　　　　
● ポスター掲示による熱中症予防
● 熱中症対策品を特別価格で販売
● 熱中症応急セットによる発症時の対応
● 熱中症指数計の設置
● 熱中症予防情報メールの登録義務化　など

主な取り組み

「安全はすべてに優先する」の実践に向けた取り組みに加え、工事現場の労働環境改善や、作業員のモチベー
ション向上策など、工事現場での働き方改革にも取り組んでいます。

安全大会

匠アワード

働き方改革に向けた取り組み

熱中症対策

主な指標

昨年度は前年を大きく上回る労災事故発生となりました。今期は現場入場される作業員一人ひとりの方への安
全教育を強化し、本来あるべき正しい手順で工事を実施していけるように取り組んでいきます。

基本的な考え方
長期にわたる安心・安全・安定の賃貸経営実現には、耐久性やメンテナンス性など、建物自体の品質も重要
です。当社グループは、厳しい品質管理と確かな施工管理のもと、事業計画、設計・施工から建物完成後の維
持管理まで、一気通貫で管理する体制を整え、高品質な賃貸建物づくりを追求し続けています。

ガバナンス

戦略

品質のばらつきは、従業員や施工業者の属人性・地域特
性により発生し、品質向上の阻害要因となります。当社グ
ループは、全国一律の指導教育体制から地域特性に応じ
た指導教育体制に移行し､「自立型の管理体制」を確立し
ています。品質の証明記録や工事検査、現場指導など、品
質確保のプロセスを厳格に実践し、お客様に安心いただ
ける品質管理を追求しています。

リスク管理

品質チェックのDX化（リモート完了検査）

国土交通省による通知「デジタル技術を活用した建築基
準法に基づく完了検査の立会いの遠隔実施について」 に
より指定確認検査機関が実施する完了検査に工事監理者
の遠隔立会いが可能となったことから、2023年4月から完
了検査を実施する現場に、確認検査機関の検査員および
工事担当者が立会い、監理センターの工事監理者は遠隔
にて検査立会いを行う取り組みを開始しました。DXを活
用した遠隔支援アプリを導入し、建築現場の現場担当者
がタブレットやスマートフォンを通して、現場から離れた
場所にいる管理者に映像で建物や躯体の状態などを確
認できます。これにより検査業務の大幅な効率化が期待
され、従来と変わらない検査精度の実現と業務効率向上
を両立できます。不備・不具
合を早期に把握する管理体
制を構築し、共有・解決を
図っていきます。

指標と目標

建物を無事にお引き渡しした際、お客様にアンケートをお
願いしています。ご意見ご要望を商品やサービスの改善
だけでなく、リスク管理上も重要な経営資源であると考え
積極的に収集しています。

主な取り組み

匠マイスター認定制度

協力会会員様の中から優秀な職長を発掘し、認定する「匠
マイスター認定制度」を2016年度より設けています。匠マ
イスターとして格付けすることで、協力会会員様のモチ
ベーションアップと施工品質向上への牽引役を担い、協力
会の活性化を図っていくことを目的としています。2022年
度の匠マイスターには、3,036名が認定されています。

匠マイスター技能選手権

深刻化する建設業界の人材不足を背景に、次世代の子ど
もたちにものづくり技術への理解と興味を深める機会を
提供すると共に、建設業界における技能の伝承、後継者の
育成につなげていくことを目的に「匠マイスター技能選手
権※」を開催しています。参加する作業員の志気向上や技
術力向上により、お客様にお渡しする建物のさらなる施工
品質向上も目指しています。
※2022年１月に第１回全国大会（造作大工編）を開催、今後4年に1度開催予定

品質管理システム

当社グループでは、建物に使う資材の調達から設計、施
工、完成の際に行う検査に至るまで、一貫した体制で管理
を行い、品質の高い賃貸建物を提供しています。さらに
は、完成後も専門技術者によるアフターサービス点検とし
て、6ヵ月、1年、2年、10年点検を実施し、品質維持や早期
メンテナンスを積み重ねていくことで、建物価値を長期に
維持します。

労働安全衛生管理 品質管理

大東建託グループ43 サステナビリティレポート 2023 44



基本的な考え方
日本全国の各地域で事業を展開する当社グループにとって、地域社会の活性化は社会的責任の一つです。
そうした認識のもと、当社グループでは、地域の方々とさまざまな活動を通してコミュニケーションを図り、地
域社会のみなさまに必要とされる企業を目指しています。

地域の“もしも” に寄り添う防 災 理 念

グループ防災推進体制図

賃貸住宅提供
災害に強い /
早期復旧

ガス提供
安定提供

電力
太陽光発電 / 電気自動車 /
ガス・ユニット

備蓄品
常備備蓄/ 車載備蓄

災害情報
防犯カメラ / 車載カメラ /
ruum活用

防災イベント
防災×地域 / 防災×遊び

教育支援
防災教育 / 防災教科書

被災体験
VR災害体験 /
被災アトラクション

生活支援サービス
提供
介護・保育 / 避難支援

被災時に止まらない大東建託グループ　　　　　　地域の助け合いを賃貸住宅から変えていく 防災に興味を持つ人を0から1に

防災ビジョン3つの柱

防災ビジョン1 防災ビジョン2 防災ビジョン3
“もしも”にいつもの”普通”を

被災時も止まらない 3つの事業 地域に広がる 3つの支援 防災教育を広める 3つの活動
事業継続で生活インフラの維持 地域の早期復興支援 防災の次世代リーダーを育成

“もしも”の時に地域全体で助け合いの輪を　　 “もしも”に頼れる次世代を

ガバナンス

「グループ防災推進委員会」では、全国のネットワー
ク力を活かした防災力向上の取り組みを通して地
域の社会課題と向き合い、地域の“もしも”に備えた
新しい暮らしの在り方を追求し、賃貸住宅を通した
地域コミュニティの活性化と地域全体の早期復興
への寄与に取り組んでいきます。

戦略・リスク管理体制

当社グループは、事業の継続と地域内の共助の関係構築を支援する防災活動指針「大東建託グループ防災ビ
ジョン2030」を2022年10月に策定しました。本ビジョンは「地域の“もしも”に寄り添う」という理念のもと、地域
防災を平時と有事の両輪で支援し、当社グループ全体で災害時の地域の早期復興に寄与していくことを目指し
ています。今後は、グループ各社の全国の防災拠点のうち、157拠点※において地域基盤を生かした「グループ
防災支援ネットワーク」を構築し、各地域の自治体とも連携しながら防災レジリエンスの強化を支援する体制を
整備していきます。

主な取り組み

賃貸住宅における防災意識向上
を目指すプロジェクト。当社グ
ループ従業員のほか、防災の現場で活動するＮPO法人の
方々をメンバーに迎え、防災を通じた地域コミュニケー
ションの機会創出や、防災支援活動から得た知見を活かし
た商品・サービスの開発など、当社グループ内外の防災力
強化に寄与する活動を推進しています。

ぼ・く・ラボとは

グループ防災推進委員会

大東建託㈱：本社

総務部

代表取締役 社長執行役員

取締役（グループ防災推進担当）

大東建託㈱ 総務部

BCP策定／安否確認／防災イベント／防災知識啓蒙
ぼ・く・ラボステーション／オーナー様被災時支援など

防災配慮型賃貸住宅開発／ぼ・く・ラボデザイン設計
防災教育支援など

防災を通した企業ブランディング

商品開発部

広報部

営業企画部

施工管理部

事業戦略部

各種営業支援

ぼくまる防災ていきびん（防災備蓄食定期便サービス）

施工現場仮囲いハザードマップ表示・被災時復旧
提携工場被災確認／外国人実習生安否確認など

グループ会社

大東建託パートナーズ㈱
管理工事部

大東建託リーシング㈱
人事総務部

ガスパル㈱
総務部

災害備蓄倉庫/
管理物件被災時復旧/
入居者様被災時支援など

防災備蓄品販売／
入居者様被災時支援

災害ガスユニット／
被災時電力支援

防災拠点 会社名 拠点概要

ぼ・く・ラボ
ステーション

防災備蓄倉庫、
防災備蓄営業所

大東建託㈱

防災拠点 会社名 拠点概要

大東建託
パートナーズ㈱

ケアパートナー㈱
施設管理本部

災害時帰宅支援
ステーション

各社

大東建託㈱：支店

建築営業課

設計課／工事課／
業務課

工事課

BCP策定/安否確認/
防災知識啓蒙

項目 2030年目標2022年度

グループ全社における
BCP訓練実施

全グループ
訓練実施ー

従業員安否確認訓練の
6時間以内回答率 98％

2拠点

0戸

40拠点

100％

65拠点

1,000戸

70拠点

防災士の配置拠点数

防災配慮型賃貸住宅の
供給戸数

帰宅支援ステーション
拠点数

項目 2030年目標2022年度

無償電力供給できる
太陽光発電設置

無償電力供給できる
EV/HV社用車導入率 8％

25,000棟 37,000棟

0台 6,500台
（100％）

39拠点 65拠点

41拠点

100％

76拠点

備蓄品を供給できる
車載備蓄品配置

ぼく・ラ・ボステーション
拡充

災害対応ガスユニット
設置

項目 2030年目標
2022年度

地域一体型の
防災イベント実施

防災協定締結数

0自治体
5自治体

ー
支援開始

20拠点
65拠点

3拠点
65拠点

47拠点
70拠点

地域学生向け防災教育
支援の連携自治体

自然災害のVR疑似体験

大規模災害の疑似体験
支援業務課

「大東建託グループ防災ビジョン2030」は、平時・有事に関わらず地域の生活インフラを維持していくために、
事業継続を行う「自助に関わる防災活動（BCP）」と、地域防災を支える「共助・公助に関わる防災活動（ぼ・く・ラ
ボ）」によって構成されています。これらの防災活動では、「平時」「発災」「避難」「復旧・復興」のレベル毎にグ
ループ各社がそれぞれ役割を担うことで、グループ防災支援ネットワーク力を高めています。今後は、当社グ
ループが推進する自治体との防災協定を起点に、当社グループ4つの防災拠点を集約し、街を『“もしも”に備え
て防災に特化した街「防災town（タウン）」』化する構想を描いており、2030年までにこの「防災town」を10拠点
に拡大させていく予定です。

※防災拠点の内訳は以下の通り（2023年3月末時点）
・大東建託（株）（ぼ・く・ラボステーション） ：39拠点　・（株）ガスパル（災害対応ユニット）：41拠点　・大東建託パートナーズ（株）（防災備蓄倉庫）：33拠点　・ケアパートナー（株）（災害時帰宅支援ステーション）：40拠点

被災時にとるべき行動を平時の教育により社員に
浸透。被災時も当社グループの事業を継続させ、
生活インフラやサービスを提供します。

当社グループの物件や拠点を拡充。支援できる基
盤を広げ、地域の防災活動・被災時の早期復興に
貢献します。

地域・自治体・教育機関と連携した多様な支援で
防災を理解し積極的に関わる人を増やし、次世代
のリーダーを育てます。

被災時に食料・水などの「災害備蓄品」や
社用車（EV車）を活用した「電力」無償供給
を行い、地域の“もしも”に寄り添います。

高圧洗浄機やエアコン・室外機などの災害
時の復旧に必要（清掃活動や修理対応）と
なる必要備品を配備しています。

災害対応ユニット

災害時帰宅
支援ステーション

㈱ガスパル

ケアパートナー㈱

被災時に炊き出しの実施やLPガスから電
気を発電することで地域住民のみなさまに
電力の無償提供を行います。

災害時に水道水・トイレ・道路交通情報を
提供することで、帰宅困難者への支援を行
います。

https://www.kentaku.co.jp/corporate/csr/torikumi/bousai/防災への取り組み
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基本的な考え方
日本全国の各地域で事業を展開する当社グループにとって、地域社会の活性化は社会的責任の一つです。
そうした認識のもと、当社グループでは、地域の方々とさまざまな活動を通してコミュニケーションを図り、地
域社会のみなさまに必要とされる企業を目指しています。

地域の“もしも” に寄り添う防 災 理 念

グループ防災推進体制図

賃貸住宅提供
災害に強い /
早期復旧

ガス提供
安定提供

電力
太陽光発電 / 電気自動車 /
ガス・ユニット

備蓄品
常備備蓄/ 車載備蓄

災害情報
防犯カメラ / 車載カメラ /
ruum活用

防災イベント
防災×地域 / 防災×遊び

教育支援
防災教育 / 防災教科書

被災体験
VR災害体験 /
被災アトラクション

生活支援サービス
提供
介護・保育 / 避難支援

被災時に止まらない大東建託グループ　　　　　　地域の助け合いを賃貸住宅から変えていく 防災に興味を持つ人を0から1に

防災ビジョン3つの柱

防災ビジョン1 防災ビジョン2 防災ビジョン3
“もしも”にいつもの”普通”を

被災時も止まらない 3つの事業 地域に広がる 3つの支援 防災教育を広める 3つの活動
事業継続で生活インフラの維持 地域の早期復興支援 防災の次世代リーダーを育成

“もしも”の時に地域全体で助け合いの輪を　　 “もしも”に頼れる次世代を

ガバナンス

「グループ防災推進委員会」では、全国のネットワー
ク力を活かした防災力向上の取り組みを通して地
域の社会課題と向き合い、地域の“もしも”に備えた
新しい暮らしの在り方を追求し、賃貸住宅を通した
地域コミュニティの活性化と地域全体の早期復興
への寄与に取り組んでいきます。

戦略・リスク管理体制

当社グループは、事業の継続と地域内の共助の関係構築を支援する防災活動指針「大東建託グループ防災ビ
ジョン2030」を2022年10月に策定しました。本ビジョンは「地域の“もしも”に寄り添う」という理念のもと、地域
防災を平時と有事の両輪で支援し、当社グループ全体で災害時の地域の早期復興に寄与していくことを目指し
ています。今後は、グループ各社の全国の防災拠点のうち、157拠点※において地域基盤を生かした「グループ
防災支援ネットワーク」を構築し、各地域の自治体とも連携しながら防災レジリエンスの強化を支援する体制を
整備していきます。

主な取り組み

賃貸住宅における防災意識向上
を目指すプロジェクト。当社グ
ループ従業員のほか、防災の現場で活動するＮPO法人の
方々をメンバーに迎え、防災を通じた地域コミュニケー
ションの機会創出や、防災支援活動から得た知見を活かし
た商品・サービスの開発など、当社グループ内外の防災力
強化に寄与する活動を推進しています。

ぼ・く・ラボとは

グループ防災推進委員会

大東建託㈱：本社

総務部

代表取締役 社長執行役員

取締役（グループ防災推進担当）

大東建託㈱ 総務部

BCP策定／安否確認／防災イベント／防災知識啓蒙
ぼ・く・ラボステーション／オーナー様被災時支援など

防災配慮型賃貸住宅開発／ぼ・く・ラボデザイン設計
防災教育支援など

防災を通した企業ブランディング

商品開発部

広報部

営業企画部

施工管理部

事業戦略部

各種営業支援

ぼくまる防災ていきびん（防災備蓄食定期便サービス）

施工現場仮囲いハザードマップ表示・被災時復旧
提携工場被災確認／外国人実習生安否確認など

グループ会社

大東建託パートナーズ㈱
管理工事部

大東建託リーシング㈱
人事総務部

ガスパル㈱
総務部

災害備蓄倉庫/
管理物件被災時復旧/
入居者様被災時支援など

防災備蓄品販売／
入居者様被災時支援

災害ガスユニット／
被災時電力支援

防災拠点 会社名 拠点概要

ぼ・く・ラボ
ステーション

防災備蓄倉庫、
防災備蓄営業所

大東建託㈱

防災拠点 会社名 拠点概要

大東建託
パートナーズ㈱

ケアパートナー㈱
施設管理本部

災害時帰宅支援
ステーション

各社

大東建託㈱：支店

建築営業課

設計課／工事課／
業務課

工事課

BCP策定/安否確認/
防災知識啓蒙

項目 2030年目標2022年度

グループ全社における
BCP訓練実施

全グループ
訓練実施ー

従業員安否確認訓練の
6時間以内回答率 98％

2拠点

0戸

40拠点

100％

65拠点

1,000戸

70拠点

防災士の配置拠点数

防災配慮型賃貸住宅の
供給戸数

帰宅支援ステーション
拠点数

項目 2030年目標2022年度

無償電力供給できる
太陽光発電設置

無償電力供給できる
EV/HV社用車導入率 8％

25,000棟 37,000棟

0台 6,500台
（100％）

39拠点 65拠点

41拠点

100％

76拠点

備蓄品を供給できる
車載備蓄品配置

ぼく・ラ・ボステーション
拡充

災害対応ガスユニット
設置

項目 2030年目標
2022年度

地域一体型の
防災イベント実施

防災協定締結数

0自治体
5自治体

ー
支援開始

20拠点
65拠点

3拠点
65拠点

47拠点
70拠点

地域学生向け防災教育
支援の連携自治体

自然災害のVR疑似体験

大規模災害の疑似体験
支援業務課

「大東建託グループ防災ビジョン2030」は、平時・有事に関わらず地域の生活インフラを維持していくために、
事業継続を行う「自助に関わる防災活動（BCP）」と、地域防災を支える「共助・公助に関わる防災活動（ぼ・く・ラ
ボ）」によって構成されています。これらの防災活動では、「平時」「発災」「避難」「復旧・復興」のレベル毎にグ
ループ各社がそれぞれ役割を担うことで、グループ防災支援ネットワーク力を高めています。今後は、当社グ
ループが推進する自治体との防災協定を起点に、当社グループ4つの防災拠点を集約し、街を『“もしも”に備え
て防災に特化した街「防災town（タウン）」』化する構想を描いており、2030年までにこの「防災town」を10拠点
に拡大させていく予定です。

※防災拠点の内訳は以下の通り（2023年3月末時点）
・大東建託（株）（ぼ・く・ラボステーション） ：39拠点　・（株）ガスパル（災害対応ユニット）：41拠点　・大東建託パートナーズ（株）（防災備蓄倉庫）：33拠点　・ケアパートナー（株）（災害時帰宅支援ステーション）：40拠点

被災時にとるべき行動を平時の教育により社員に
浸透。被災時も当社グループの事業を継続させ、
生活インフラやサービスを提供します。

当社グループの物件や拠点を拡充。支援できる基
盤を広げ、地域の防災活動・被災時の早期復興に
貢献します。

地域・自治体・教育機関と連携した多様な支援で
防災を理解し積極的に関わる人を増やし、次世代
のリーダーを育てます。

被災時に食料・水などの「災害備蓄品」や
社用車（EV車）を活用した「電力」無償供給
を行い、地域の“もしも”に寄り添います。

高圧洗浄機やエアコン・室外機などの災害
時の復旧に必要（清掃活動や修理対応）と
なる必要備品を配備しています。

災害対応ユニット

災害時帰宅
支援ステーション

㈱ガスパル

ケアパートナー㈱

被災時に炊き出しの実施やLPガスから電
気を発電することで地域住民のみなさまに
電力の無償提供を行います。

災害時に水道水・トイレ・道路交通情報を
提供することで、帰宅困難者への支援を行
います。

https://www.kentaku.co.jp/corporate/csr/torikumi/bousai/防災への取り組み
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地域社会・コミュニティ

地域と当社グループの課題解決とSDGs目標達成に貢献
することを目的に、当社グループ従業員が、所在地域の課
題や目標を自ら調査し、解決するための事業・活動アイデ
アを考え応募する、「SDGsアワード」を開催しています。当
社グループが地域社会のためにできることを検証・実践
することで、企業活動を通じた社会との持続可能性の向
上を目指します。
また、2022年11月より、本施策の一環として、地域のみな
さまと当社グループとの協働により、地域への新たな価値

SDGsアワード（地域課題解決施策公募プログラム）

創造を目指す「地域コミュニケーション活動」も開始しまし
た。設定した地域との協働活動一覧の中から、地域課題や
地域特性に応じた活動を選択し、当社グループ主要3社※
の全国の事業所が主催し活動を実施するもので、地域社
会の一員として地域活性化に取り組み、地域への価値提
供と、持続可能な街づくりへの貢献を目指します。

当社グループは、2023年３月より西日本旅客鉄道㈱と「ま
ちづくりに関する共同研究」を開始しました。人口減少・超
高齢化といった国内トレンドの顕在化に加え、激変する世
界情勢など、生活者を取り巻く環境は日々変化していま
す。そのような環境下で、人々が住みよい街をつくるため
には、住宅市場の将来予測、生活者の住まいや暮らしに対
する価値観を、これまで以上に理解することが必要です。
本共同研究では、各種統計データに加え、当社の賃貸未
来研究所AI-DX Lab※が2019年より実施している、国内最

まちづくりに関する研究

賃貸住宅コンペ

当社グループでは、「賃貸住宅がもつ魅力」をより多くの方
と考えていきたいという思いのもと、テーマに合わせた賃
貸住宅のアイディアや運営方法の提案を一般の方々から
募集する「大東建託 賃貸住宅コンペ」を2012年より開催
しています。11回目の開催となる2023年から5年間は、さ
らなるリアルを追求するため、テーマを「賃貸住宅コンペ 
まちへ出る」と題し、日本各地の街へ趣き、コンペを開催し
ていきます。

子ども工作講座「ユメイエ。」

2021年より開催する「ユメイエ。」は、防災教育活動の一環
として子どもたちの身近な存在である「家」について、「創
造力と想像力」という２つのチカラを働かせ、オリジナル
の「夢の家」をつくりだすプログラムです。企業活動を通じ
て防災意識の向上に取り組むと共に、いざという時に安
心できる住まいや暮らしの実現に向け、地域貢献につな
がる賃貸住宅の新しい価値の提供を目指します。

2022年度は、32競技・63組の
アスリートを支援しました。

次世代の賃貸住宅・教育

当社グループは、40周年にあたる2014年に、お客様や地
域社会のために情熱を注ぎ続ける企業でありたいという
思いから、”情熱を持って挑戦するアスリート”を支援する
「チーム大東」を結成。オーナー様・入居者様・従業員のみ
なさまやそのご家族で、世界の頂点を目指すアスリートの
支援をしています。アスリートの情熱や努力・夢に挑戦し
続ける姿が、人々に喜びや感動を与え未来を切り開く力に
なると信じています。チーム大東は2023年に10年目を迎
え、アスリートへの支援活動だけでなく、「ジュニア育成支
援の強化」「日本代表育成支援」「オリンピック、国際大会
出場選手の輩出」をテーマに次のステージへ進化します。
また、今後は選手だけではなく大会スポンサーとしても支
援することで、大会を、そしてスポーツ全体を盛り上げて
いきます。

チーム大東（スポーツ支援）

大級の居住者満足度調査「いい部屋ネット 街のすみここ
ちランキング」のデータを用い、生活者の住まい・暮らしに
関する価値観の分析、および分析結果から、現代の街づく
りに有効な打ち手を明らかにすることで、これからの住み
よい街づくりに貢献することを目指しています。

非住居分野の強化・拡大

https://team-daito.com/チーム大東

https://kentaku.shinkenchiku.net/賃貸住宅コンペ

https://www.kentaku.co.jp/mirai/大東建託グループみらい基金

地域コミュニケーション活動 協働活動例

● 地域子ども食堂での防災備蓄食の定期便サービス「ぼくまる防災ていきびん※1」試食会

● 当社グループ×地域の子どもたちとの仮囲い共同制作

● 子どもたちによる賃貸住宅の大家さん体験

（2023年8月時点）

ぼくまる防災ていきびん」試食会 in子ども食堂

KIC厚木ディストリビューションセンター 独立行政法人国立病院機構　東京病院緩和ケア病棟 一般個室

物流施設 民間入札　事例：保育園、郵便局、病院など

毎月の給与から希望する寄付額（１口200円～1,000円）を
積み立て（参加は個人の任意）

グループ従業員で構成される事務局・運営委員で支援策
選定基準の制定、支援先の選考、支援活動の確認などを行う

「地方創生」「災害復興」「次世代支援」に関連する活動を行う
非営利団体（地域団体含む）

寄付

活動支援

基金参加者に
よる推薦

※大東建託（株）、大東建託パートナーズ（株）、大東建託リーシング（株）

※民間入札・公共入札の事例

※1 大東建託グループの新規事業開発制度「ミライノベーター」から生まれた、防災備蓄食のサブスクリプションサービス。非常食を食べ続けて15年のベテラン防災士が厳選した“特に美味しい
　非常食”の詰め合わせを、３ヵ月に１度ご自宅に届けるサービスで、保存料や添加物が少ない食品を採用。

大東建託グループSDGsアワード2022
 ▶  P11

不動産流通開発部門の強化
▶ 統合報告書  P52

※ 事業や社会の課題に対する具体的な解決アイデアを考え、アイデアを実現するために
必要十分なデータを収集・創造し、最適な統計的手法を適用して具体的なITシステム
に実装していくことを目指した研究所。

当社グループの賃貸住宅の入居者様はもちろん、その街
に住まうすべての人が住みやすい・暮らしやすいと思える
ように、当社では「街に必要な施設の提供」により”住み続
けたくなるような街づくり”に挑戦しています。2019年度よ
り開始した中期経営計画「新5ヵ年計画」の中では、非住宅
分野への事業展開を推進し、民間入札や公共入札、ディベ

ロッパー案件の取り組みを強化しています。また、2023年
度より不動産流通開発部門を事業本部化しました。自社
で土地購入からファンドへの売却、古いマンションの買
取・再販、物流施設や商業施設など非住宅分野の建築物
の取り扱いを拡大していきます。

＜2022年度支援実績＞
●支援団体数：14団体
●支援金総額：31,806,332円

＜活動結果（抜粋）＞

長期入院中の子供たちを元気
づけるため、月に2回オンライン
ドッグセラピー活動を実施。医
療処置に対する心理的負担や
痛みの軽減に取り組みました。

当社グループは、従業員と会社の共同基金「大東建託グ
ループみらい基金」を2015年度から開始し、「地方創生」
「災害復興」に寄与する活動・団体を支援しています。今後
もみらい基金を通して、支援団体や災害復興をサポート
し、活気あふれる街づくりに寄与していきます。

大東建託グループみらい基金

従業員

支援先

支援先団体
 ▶  P64

認定NPO法人日本レスキュー協会

・・・子ども食堂の活動を支援し、地域の子どもたちに防災について考える機会を提供。「ぼくまる防災ていきびん」を地域
のみなさまに知っていただくこと、また提供している商品の「食べやすさ」や「作りやすさ」のフィードバックいただく。

・・・未来の街や住みたい家の絵画制作を通して子どもたちのアイデアを地域
に共有する機会を提供。

・・・大家さんになるという体験を通じて、子どもたちに住まいや賃貸住宅に
ついて学ぶ場を提供。
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地域社会・コミュニティ

地域と当社グループの課題解決とSDGs目標達成に貢献
することを目的に、当社グループ従業員が、所在地域の課
題や目標を自ら調査し、解決するための事業・活動アイデ
アを考え応募する、「SDGsアワード」を開催しています。当
社グループが地域社会のためにできることを検証・実践
することで、企業活動を通じた社会との持続可能性の向
上を目指します。
また、2022年11月より、本施策の一環として、地域のみな
さまと当社グループとの協働により、地域への新たな価値

SDGsアワード（地域課題解決施策公募プログラム）

創造を目指す「地域コミュニケーション活動」も開始しまし
た。設定した地域との協働活動一覧の中から、地域課題や
地域特性に応じた活動を選択し、当社グループ主要3社※
の全国の事業所が主催し活動を実施するもので、地域社
会の一員として地域活性化に取り組み、地域への価値提
供と、持続可能な街づくりへの貢献を目指します。

当社グループは、2023年３月より西日本旅客鉄道㈱と「ま
ちづくりに関する共同研究」を開始しました。人口減少・超
高齢化といった国内トレンドの顕在化に加え、激変する世
界情勢など、生活者を取り巻く環境は日々変化していま
す。そのような環境下で、人々が住みよい街をつくるため
には、住宅市場の将来予測、生活者の住まいや暮らしに対
する価値観を、これまで以上に理解することが必要です。
本共同研究では、各種統計データに加え、当社の賃貸未
来研究所AI-DX Lab※が2019年より実施している、国内最

まちづくりに関する研究

賃貸住宅コンペ

当社グループでは、「賃貸住宅がもつ魅力」をより多くの方
と考えていきたいという思いのもと、テーマに合わせた賃
貸住宅のアイディアや運営方法の提案を一般の方々から
募集する「大東建託 賃貸住宅コンペ」を2012年より開催
しています。11回目の開催となる2023年から5年間は、さ
らなるリアルを追求するため、テーマを「賃貸住宅コンペ 
まちへ出る」と題し、日本各地の街へ趣き、コンペを開催し
ていきます。

子ども工作講座「ユメイエ。」

2021年より開催する「ユメイエ。」は、防災教育活動の一環
として子どもたちの身近な存在である「家」について、「創
造力と想像力」という２つのチカラを働かせ、オリジナル
の「夢の家」をつくりだすプログラムです。企業活動を通じ
て防災意識の向上に取り組むと共に、いざという時に安
心できる住まいや暮らしの実現に向け、地域貢献につな
がる賃貸住宅の新しい価値の提供を目指します。

2022年度は、32競技・63組の
アスリートを支援しました。

次世代の賃貸住宅・教育

当社グループは、40周年にあたる2014年に、お客様や地
域社会のために情熱を注ぎ続ける企業でありたいという
思いから、”情熱を持って挑戦するアスリート”を支援する
「チーム大東」を結成。オーナー様・入居者様・従業員のみ
なさまやそのご家族で、世界の頂点を目指すアスリートの
支援をしています。アスリートの情熱や努力・夢に挑戦し
続ける姿が、人々に喜びや感動を与え未来を切り開く力に
なると信じています。チーム大東は2023年に10年目を迎
え、アスリートへの支援活動だけでなく、「ジュニア育成支
援の強化」「日本代表育成支援」「オリンピック、国際大会
出場選手の輩出」をテーマに次のステージへ進化します。
また、今後は選手だけではなく大会スポンサーとしても支
援することで、大会を、そしてスポーツ全体を盛り上げて
いきます。

チーム大東（スポーツ支援）

大級の居住者満足度調査「いい部屋ネット 街のすみここ
ちランキング」のデータを用い、生活者の住まい・暮らしに
関する価値観の分析、および分析結果から、現代の街づく
りに有効な打ち手を明らかにすることで、これからの住み
よい街づくりに貢献することを目指しています。

非住居分野の強化・拡大

https://team-daito.com/チーム大東

https://kentaku.shinkenchiku.net/賃貸住宅コンペ

https://www.kentaku.co.jp/mirai/大東建託グループみらい基金

地域コミュニケーション活動 協働活動例

● 地域子ども食堂での防災備蓄食の定期便サービス「ぼくまる防災ていきびん※1」試食会

● 当社グループ×地域の子どもたちとの仮囲い共同制作

● 子どもたちによる賃貸住宅の大家さん体験

（2023年8月時点）

ぼくまる防災ていきびん」試食会 in子ども食堂

KIC厚木ディストリビューションセンター 独立行政法人国立病院機構　東京病院緩和ケア病棟 一般個室

物流施設 民間入札　事例：保育園、郵便局、病院など

毎月の給与から希望する寄付額（１口200円～1,000円）を
積み立て（参加は個人の任意）

グループ従業員で構成される事務局・運営委員で支援策
選定基準の制定、支援先の選考、支援活動の確認などを行う

「地方創生」「災害復興」「次世代支援」に関連する活動を行う
非営利団体（地域団体含む）

寄付

活動支援

基金参加者に
よる推薦

※大東建託（株）、大東建託パートナーズ（株）、大東建託リーシング（株）

※民間入札・公共入札の事例

※1 大東建託グループの新規事業開発制度「ミライノベーター」から生まれた、防災備蓄食のサブスクリプションサービス。非常食を食べ続けて15年のベテラン防災士が厳選した“特に美味しい
　非常食”の詰め合わせを、３ヵ月に１度ご自宅に届けるサービスで、保存料や添加物が少ない食品を採用。

大東建託グループSDGsアワード2022
 ▶  P11

不動産流通開発部門の強化
▶ 統合報告書  P52

※ 事業や社会の課題に対する具体的な解決アイデアを考え、アイデアを実現するために
必要十分なデータを収集・創造し、最適な統計的手法を適用して具体的なITシステム
に実装していくことを目指した研究所。

当社グループの賃貸住宅の入居者様はもちろん、その街
に住まうすべての人が住みやすい・暮らしやすいと思える
ように、当社では「街に必要な施設の提供」により”住み続
けたくなるような街づくり”に挑戦しています。2019年度よ
り開始した中期経営計画「新5ヵ年計画」の中では、非住宅
分野への事業展開を推進し、民間入札や公共入札、ディベ

ロッパー案件の取り組みを強化しています。また、2023年
度より不動産流通開発部門を事業本部化しました。自社
で土地購入からファンドへの売却、古いマンションの買
取・再販、物流施設や商業施設など非住宅分野の建築物
の取り扱いを拡大していきます。

＜2022年度支援実績＞
●支援団体数：14団体
●支援金総額：31,806,332円

＜活動結果（抜粋）＞

長期入院中の子供たちを元気
づけるため、月に2回オンライン
ドッグセラピー活動を実施。医
療処置に対する心理的負担や
痛みの軽減に取り組みました。

当社グループは、従業員と会社の共同基金「大東建託グ
ループみらい基金」を2015年度から開始し、「地方創生」
「災害復興」に寄与する活動・団体を支援しています。今後
もみらい基金を通して、支援団体や災害復興をサポート
し、活気あふれる街づくりに寄与していきます。

大東建託グループみらい基金

従業員

支援先

支援先団体
 ▶  P64

認定NPO法人日本レスキュー協会

・・・子ども食堂の活動を支援し、地域の子どもたちに防災について考える機会を提供。「ぼくまる防災ていきびん」を地域
のみなさまに知っていただくこと、また提供している商品の「食べやすさ」や「作りやすさ」のフィードバックいただく。

・・・未来の街や住みたい家の絵画制作を通して子どもたちのアイデアを地域
に共有する機会を提供。

・・・大家さんになるという体験を通じて、子どもたちに住まいや賃貸住宅に
ついて学ぶ場を提供。
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コーポレートガバナンス

当社は、業務執行取締役の相互監視に加え、社外取締役
を3分の1以上選任することで、取締役の職務の執行が法
令および定款に適合していることの監視および監督を強
化しています。
また、グループ全体の事業活動に関するあらゆるリスクを
的確に把握し、リスクの発生頻度や経営への影響を低減
すべく、「リスクマネジメント委員会」を設置し、グループ経
営上重要なリスクの抽出・評価・見直しの実施、対応策の
策定、 管理状況の確認を定期的に実施しています。特に
経営上・事業上重要なリスクに関しては、取締役会におい
ても重点的にモニタリングしつつ、定期的に状況報告を受
けると共に、内部監査部門からも適宜報告を受けること
で、 全社的なリスク対応を推進しています。
内部監査部門は、監査計画に基づき、当社および当社グ
ループ会社に対して監査を実施しています。被監査部門
に対する改善事項の指摘・指導や従業員へのインタ
ビューを行うなど、業務遂行状況や問題点の実態を把握

することで、 監査の実効性を確保しています。監査結果は
取締役および監査等委員会へ報告がなされ、報告された
監査結果に基づき、必要に応じて是正・改善指示を行って
います。J-SOX担当部門は、財務報告に係る内部統制計画
および方針に基づき、全社的な内部統制の状況、業務お
よび決算・財務報告のプロセスについて適正性を監視し、
その結果を取締役会および監査等委員会へ随時報告を
行っています。
コンプライアンス担当部門は、コンプライアンスに関する
社員への啓発や事案等の審議を行い、法令遵守の状況を
監視しています。 加えて、コンプライアンス担当部門およ
び外部の弁護士事務所等に内部通報窓口を設置し、不正
行為の早期発見と是正に努めると共に、同部門が主導と
なり、 執行役員や全社員を対象としたコンプライアンスに
関する教育や情報提供を定期的に行い、遵法意識の向上
と不正防止などを推進しています。

基本的な考え方
当社グループは、株主様をはじめとするすべてのステークホルダー（利害関係者）のみなさまにとって企業価
値を最大化すること、「経営の効率性・透明性を向上させる」ことをコーポレートガバナンスの基本方針・目的
としています。このため、企業倫理と遵法を徹底し、内部統制システムの整備・強化および経営の客観性と迅
速な意思決定を確保することを主な課題として取り組んでいます。

ガバナンス

今般、取締役会における重要な業務執行の決定を取締役へ委任することで意思決定の迅速化を図ると共に、取締
役会の軸足をグループ経営の監督に移していくこと、また監査等委員が取締役会の議決権を有することにより取
締役会の監督機能の強化を図ることなどを目的として、2023年6月より「監査等委員会設置会社」に移行しました。

内部統制

コーポレートガバナンス体制

報告　　指示答申　　　諮問答申　　　諮問

大東建託グループでは、「業界を牽引するガバナンス体制の構築」を

「７つのマテリアリティ（重要課題）」の一つとして特定し、

コーポレートガバナンス体制の強化に取り組んでいます。

また、リスクマネジメントや腐敗・不正防止、コンプライアンスを徹底することで、

企業価値の最大化につなげています。

株主総会

連携

連携

監査

報告

報告

選定・解職
監査等・報告

統括・指示

監査

各部門・支店・グループ会社

建設事業本部
建設事業本部会議 不動産事業本部会議

不動産事業本部 関連事業本部

経営会議

リスクマネジメント委員会 サステナビリティ推進会議

会
計
監
査
人

選任・解任 選任・解任

監査等委員会取締役会

報告

指示
内部監査部門代表取締役 社長執行役員ガバナンス委員会指名・報酬委員会

業務本部

ガバナンスへの取り組み
コーポレートガバナンス
 ▶ 統合報告書 P57
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コーポレートガバナンス

当社は、業務執行取締役の相互監視に加え、社外取締役
を3分の1以上選任することで、取締役の職務の執行が法
令および定款に適合していることの監視および監督を強
化しています。
また、グループ全体の事業活動に関するあらゆるリスクを
的確に把握し、リスクの発生頻度や経営への影響を低減
すべく、「リスクマネジメント委員会」を設置し、グループ経
営上重要なリスクの抽出・評価・見直しの実施、対応策の
策定、 管理状況の確認を定期的に実施しています。特に
経営上・事業上重要なリスクに関しては、取締役会におい
ても重点的にモニタリングしつつ、定期的に状況報告を受
けると共に、内部監査部門からも適宜報告を受けること
で、 全社的なリスク対応を推進しています。
内部監査部門は、監査計画に基づき、当社および当社グ
ループ会社に対して監査を実施しています。被監査部門
に対する改善事項の指摘・指導や従業員へのインタ
ビューを行うなど、業務遂行状況や問題点の実態を把握

することで、 監査の実効性を確保しています。監査結果は
取締役および監査等委員会へ報告がなされ、報告された
監査結果に基づき、必要に応じて是正・改善指示を行って
います。J-SOX担当部門は、財務報告に係る内部統制計画
および方針に基づき、全社的な内部統制の状況、業務お
よび決算・財務報告のプロセスについて適正性を監視し、
その結果を取締役会および監査等委員会へ随時報告を
行っています。
コンプライアンス担当部門は、コンプライアンスに関する
社員への啓発や事案等の審議を行い、法令遵守の状況を
監視しています。 加えて、コンプライアンス担当部門およ
び外部の弁護士事務所等に内部通報窓口を設置し、不正
行為の早期発見と是正に努めると共に、同部門が主導と
なり、 執行役員や全社員を対象としたコンプライアンスに
関する教育や情報提供を定期的に行い、遵法意識の向上
と不正防止などを推進しています。

基本的な考え方
当社グループは、株主様をはじめとするすべてのステークホルダー（利害関係者）のみなさまにとって企業価
値を最大化すること、「経営の効率性・透明性を向上させる」ことをコーポレートガバナンスの基本方針・目的
としています。このため、企業倫理と遵法を徹底し、内部統制システムの整備・強化および経営の客観性と迅
速な意思決定を確保することを主な課題として取り組んでいます。

ガバナンス

今般、取締役会における重要な業務執行の決定を取締役へ委任することで意思決定の迅速化を図ると共に、取締
役会の軸足をグループ経営の監督に移していくこと、また監査等委員が取締役会の議決権を有することにより取
締役会の監督機能の強化を図ることなどを目的として、2023年6月より「監査等委員会設置会社」に移行しました。

内部統制

コーポレートガバナンス体制

報告　　指示答申　　　諮問答申　　　諮問

大東建託グループでは、「業界を牽引するガバナンス体制の構築」を

「７つのマテリアリティ（重要課題）」の一つとして特定し、

コーポレートガバナンス体制の強化に取り組んでいます。

また、リスクマネジメントや腐敗・不正防止、コンプライアンスを徹底することで、

企業価値の最大化につなげています。

株主総会

連携

連携

監査

報告

報告

選定・解職
監査等・報告

統括・指示

監査

各部門・支店・グループ会社

建設事業本部
建設事業本部会議 不動産事業本部会議

不動産事業本部 関連事業本部

経営会議

リスクマネジメント委員会 サステナビリティ推進会議

会
計
監
査
人

選任・解任 選任・解任

監査等委員会取締役会

報告

指示
内部監査部門代表取締役 社長執行役員ガバナンス委員会指名・報酬委員会

業務本部

ガバナンスへの取り組み
コーポレートガバナンス
 ▶ 統合報告書 P57
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リスクマネジメント

リスクの洗い出し
重点リスクの特定

リスク対策
の実行

リスク発生の確認
対策の進捗・効果検証

対策の
是正措置

C

DA

P

対策・検証　　　実施状況確認

報告　　監督

連携

各部門・支店

グループ会社

リスクマネジメント委員会

取締役会

グループ
コンプライアンス

会議

リスク管理

「リスクマネジメント委員会」は、代表取締役を議長
とし、取締役3名、執行役員2名を含む計11名で構成
しています。当委員会にて、当社グループの事業活
動におけるリスクを分析し、発生可能性と影響度で
評価の上、重点管理項目を定め、これをモニタリン
グを行う体制を構築しています。また、万一リスクが
顕在化した場合の初動対応策を定め、リスク低減を
図る体制も備えています。当委員会は四半期ごとに
開催し、リスクの状況と重点管理項目の見直しなど、
PDCAを回すことで形骸化を防止し、適正な管理に
より、リスク顕在化抑制に努めてまいります。

戦略

「リスクマネジメント委員会」では、リスクを網羅的に
1,000項目程度洗い出し、「建築基準法違反」「サブ
リース法関連法規違反」「ハラスメントの発生」「業務
上の不正」「人材不足」「システム障害による業務停
止」「取引先との信頼関係悪化」などに分類し、100項
目程度のリスク一覧表を作成しました。このリスク一
覧表から経営レベルで把握すべきリスクを「発生可
能性」「影響度」で評価し、経営として管理監督が必
要な重点リスクを特定し、これに対して「仕組み」
「チェック機能」「教育」の３つの観点で対策を打ち、
実施状況、発生状況のモニタリングを行っています。
重点管理リスクは定期的に見直し、PDCAを回すこと
で、リスク低減に努めてまいります。

建築基準法関連規制の違反リスク

宅建業法関規制の違反リスク

サブリース法関連規制の違反リスク

ハラスメントの発生

会計不正・業績操作

横領・着服

労働法規違反

施設・設備の毀損・老朽化

個人情報管理不備

取引先との信頼関係悪化

自然災害

事象：手抜き工事やミスなどにより、建築基準法に適合しない建物が発生する
対策：設計・工事・監理によるチェックの再徹底、施工指導員によるチェック体制強化

事象：重要事項説明不備や、広告・ホームページへの誤情報掲載など
対策：システムによるネット掲載の促進

事象：建築営業活動における不当勧誘・誇大広告
対策：訪問禁止先の共有・システム化、訪問禁止先訪問時の対応をマニュアル化

事象：パワハラ、セクハラなどの事象が発生、SNS等での拡散
対策：パワハラ懲戒処分の厳罰化、トップ発信による内部通報制度の周知徹底

事象：業績達成のプレッシャー等による粉飾決算
対策：支払いガイドライン策定によるルール明確化、経理と予算責任者の分離

事象：お客様への架空請求、取引先を介してのキックバック
対策：支店長による顧客様ヒアリングの実施、リスク管理統括部による顧客様面談

事象：36協定違反の発生、処分、ブラック企業公表
対策：休日やコアタイムなどの実態に即した見直し

事象：管理建物の毀損・修繕対応不備
対策：築10年目の赤外線などを用いた調査

事象：メールの間違った送信や、外部アプリのウイルス感染などによる個人情報の流出
対策：個人情報保護研修の実施

事象：金融機関への融資関連書類の改ざん、架空契約
対策：押印なき事業資産書を無効とすることを融資先へ周知、システムによる入力規制

事象：大規模な地震、水害などによりお客様・従業員が被災
対策：グループBCPの整備、防災ビジョンの策定

リスク管理体制

リスクマネジメント委員会開催回数　４回
取締役会への報告・審議 ２回

担当課長
支店長
店長
所長
部門長

第一報窓口
社長 対応責任者

（管掌役員）
対応チーム

対
応
開
始運用：インテグリティ推進部

管理：リスク管理統括部

通常の業務報告
（事件事故の連絡体制）

事案
発生

リスクが発生した場合でも重大化しないよう、初動対応の体制を整備し、徹底しています。

指標と目標

項目 2020年度 2021年度 2022年度

重大リスクの発生 0件 0件 1件※

課題・対策
『第一報窓口』の設置

リスク管理（具体的な取り組み）

※不適切会計
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リスクマネジメント

リスクの洗い出し
重点リスクの特定

リスク対策
の実行

リスク発生の確認
対策の進捗・効果検証

対策の
是正措置

C

DA

P

対策・検証　　　実施状況確認

報告　　監督

連携

各部門・支店

グループ会社

リスクマネジメント委員会

取締役会

グループ
コンプライアンス

会議

リスク管理

「リスクマネジメント委員会」は、代表取締役を議長
とし、取締役3名、執行役員2名を含む計11名で構成
しています。当委員会にて、当社グループの事業活
動におけるリスクを分析し、発生可能性と影響度で
評価の上、重点管理項目を定め、これをモニタリン
グを行う体制を構築しています。また、万一リスクが
顕在化した場合の初動対応策を定め、リスク低減を
図る体制も備えています。当委員会は四半期ごとに
開催し、リスクの状況と重点管理項目の見直しなど、
PDCAを回すことで形骸化を防止し、適正な管理に
より、リスク顕在化抑制に努めてまいります。

戦略

「リスクマネジメント委員会」では、リスクを網羅的に
1,000項目程度洗い出し、「建築基準法違反」「サブ
リース法関連法規違反」「ハラスメントの発生」「業務
上の不正」「人材不足」「システム障害による業務停
止」「取引先との信頼関係悪化」などに分類し、100項
目程度のリスク一覧表を作成しました。このリスク一
覧表から経営レベルで把握すべきリスクを「発生可
能性」「影響度」で評価し、経営として管理監督が必
要な重点リスクを特定し、これに対して「仕組み」
「チェック機能」「教育」の３つの観点で対策を打ち、
実施状況、発生状況のモニタリングを行っています。
重点管理リスクは定期的に見直し、PDCAを回すこと
で、リスク低減に努めてまいります。

建築基準法関連規制の違反リスク

宅建業法関規制の違反リスク

サブリース法関連規制の違反リスク

ハラスメントの発生

会計不正・業績操作

横領・着服

労働法規違反

施設・設備の毀損・老朽化

個人情報管理不備

取引先との信頼関係悪化

自然災害

事象：手抜き工事やミスなどにより、建築基準法に適合しない建物が発生する
対策：設計・工事・監理によるチェックの再徹底、施工指導員によるチェック体制強化

事象：重要事項説明不備や、広告・ホームページへの誤情報掲載など
対策：システムによるネット掲載の促進

事象：建築営業活動における不当勧誘・誇大広告
対策：訪問禁止先の共有・システム化、訪問禁止先訪問時の対応をマニュアル化

事象：パワハラ、セクハラなどの事象が発生、SNS等での拡散
対策：パワハラ懲戒処分の厳罰化、トップ発信による内部通報制度の周知徹底

事象：業績達成のプレッシャー等による粉飾決算
対策：支払いガイドライン策定によるルール明確化、経理と予算責任者の分離

事象：お客様への架空請求、取引先を介してのキックバック
対策：支店長による顧客様ヒアリングの実施、リスク管理統括部による顧客様面談

事象：36協定違反の発生、処分、ブラック企業公表
対策：休日やコアタイムなどの実態に即した見直し

事象：管理建物の毀損・修繕対応不備
対策：築10年目の赤外線などを用いた調査

事象：メールの間違った送信や、外部アプリのウイルス感染などによる個人情報の流出
対策：個人情報保護研修の実施

事象：金融機関への融資関連書類の改ざん、架空契約
対策：押印なき事業資産書を無効とすることを融資先へ周知、システムによる入力規制

事象：大規模な地震、水害などによりお客様・従業員が被災
対策：グループBCPの整備、防災ビジョンの策定

リスク管理体制

リスクマネジメント委員会開催回数　４回
取締役会への報告・審議 ２回

担当課長
支店長
店長
所長
部門長

第一報窓口
社長 対応責任者

（管掌役員）
対応チーム

対
応
開
始運用：インテグリティ推進部

管理：リスク管理統括部

通常の業務報告
（事件事故の連絡体制）

事案
発生

リスクが発生した場合でも重大化しないよう、初動対応の体制を整備し、徹底しています。

指標と目標

項目 2020年度 2021年度 2022年度

重大リスクの発生 0件 0件 1件※

課題・対策
『第一報窓口』の設置

リスク管理（具体的な取り組み）

※不適切会計
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腐敗防止

当社一連の規則の中で特に重要な禁止事項を「御法度」として定め、
「最大懲罰は解雇」とあらかじめ周知することで、その徹底を図るものである。

1.取引業者からの供応等の禁止
2.社内及び社外関係者との金品を賭けた遊戯（麻雀・ゴルフ・ボーリング・カラオケ等）の禁止
3.飲酒運転・妨害運転（あおり運転）の根絶
4.中元・歳暮の禁止
5.会社制度に関連する個人的謝礼の禁止
6.社員間・顧客・取引先との金銭貸借や投資勧誘の禁止
7.文書の偽造・改竄・不実記載・不正使用の禁止

当社グループは、「国連グローバルコンパクト」の4分野10原則に署名し、賛同、支持しており、また腐敗につ
ながる行為を「大東御法度7箇条」を策定するなど、贈賄、資金洗浄、横領などの法令に抵触する腐敗行為を
厳に禁止・防止する体制を構築しています。 また、法令に抵触はしなくても、腐敗を助長したり、倫理的に許
されないと考えられる行為については、 「大東建託行動規範」に則って、これを禁止しています。また、これら
に抵触した行為が発覚した場合、当事者は懲戒解雇を含む、厳格な処分をもって臨むこととしています。

基本的な考え方

3ラインディフェンス体制

第1線
（支店、店舗、営業所）

第2線
（法務部、

インテグリティ推進部等）

第3線
（内部監査部）

・各事業領域におけるリスクを
最前線で予防・検出

・独立・客観的立場から、
第1線～第2線によるリスク予
防・対応の状況を監査

・リスク専門部署として、
第1線のリスク対応をモニタリング

・全社共通のリスク対応策（規定
等）を検討・導入し第1線への指
導・助言や支援

大東御法度7箇条

ガバナンス

当社グループでは、腐敗防止・公正な競争と取引の
遵守にあたって、 取締役の監督のもと、 内部監査お
よび内部通報制度をはじめとする内部監視システム
を整え、腐敗行為の抑止、発見に取り組んでいます。
また、内部統制強化策として、「3ラインディフェンス
体制」を敷き、第1線となる現場が行うリスク防止策
を第2線である法務部、リスク管理統括部など、リス
クの専門部門が、第3線となる内部監査部が第1線
から第2線によるリスク防止、対応状況をモニタリン
グする体制を構築しています。なお、これらの状況
は、内部監査部から「リスクマネジメント委員会」へ
報告し、同委員会から取締役会へ報告することで、
取締役会によるモニタリングと、指示を受ける体制
が構築されています。

戦略

当社グループでは、「大東建託行動規範」において、
公正かつ自由な競争の確保、政治・行政との適正な
関係の構築、 反社会的勢力の排除を規程しており、
さらに「大東御法度7箇条」では腐敗を助長する行為
を行わないことを掲げています。
加えて、これらの方針を従業員に向けた周知・教育
するため、定期的にコンプライアンスに関するメー
ルマガジンを配信し、腐敗防止を含む不正防止、コ
ンプライアンスの徹底と知識･意識を高めています。

腐敗防止に関する全従業員向けのコミュニケーション

当社グループでは、内部通報に係る社内規程を策定
し、コンプライアンス推進部門内の通報・相談窓口に
加え、弁護士事務所およびグループ全社員が利用可能
な外部委託の受付窓口を設けています。電話や電子
メール等のさまざまな方法により通報できる体制を整
備し、不正行為等の早期発見と是正に努めています。
また、内部通報があった場合、コンプライアンス推進
部門から関連部門へ調査・対応策の立案・実施の指
示を行うと共に、通報者へ対応報告・是正確認を
行っています。

内部通報制度と公益通報者の保護

加えて、取締役会から指名を受けたコンプライアン
ス部門管掌取締役が、内部通報体制の運用状況に
ついて確認を行うと共に、取締役会へ運用状況の報
告を適宜行っています。
また、内部通報に関する社内規程により、通報者が
特定されないように調査を行うことや調査内容等に
関する守秘義務、会社が通報者に対して解雇やその
他いかなる不利益な取り扱いを行わないことを定
め、通報者が保護されるよう体制を整備しています。

指標と目標

項目 2021年度 2022年度 2023年度
（目標）

内部通報件数 ●政治献金の実績はありません。

●第三者との関連を含む、腐敗に関する罰金、罰則、
　和解などにかかる費用の発生はありません。

●腐敗防止に関する従業員の処分、
　及び解雇はありません。コンプライアンス浸透度※1

重大なコンプライアンス違反件数

250件

86.2％

0件

281件

86.9％

1件※2

ー

88.0％

0件

※1：2021年度は単体実績　※2：不適切会計
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腐敗防止

当社一連の規則の中で特に重要な禁止事項を「御法度」として定め、
「最大懲罰は解雇」とあらかじめ周知することで、その徹底を図るものである。

1.取引業者からの供応等の禁止
2.社内及び社外関係者との金品を賭けた遊戯（麻雀・ゴルフ・ボーリング・カラオケ等）の禁止
3.飲酒運転・妨害運転（あおり運転）の根絶
4.中元・歳暮の禁止
5.会社制度に関連する個人的謝礼の禁止
6.社員間・顧客・取引先との金銭貸借や投資勧誘の禁止
7.文書の偽造・改竄・不実記載・不正使用の禁止

当社グループは、「国連グローバルコンパクト」の4分野10原則に署名し、賛同、支持しており、また腐敗につ
ながる行為を「大東御法度7箇条」を策定するなど、贈賄、資金洗浄、横領などの法令に抵触する腐敗行為を
厳に禁止・防止する体制を構築しています。 また、法令に抵触はしなくても、腐敗を助長したり、倫理的に許
されないと考えられる行為については、 「大東建託行動規範」に則って、これを禁止しています。また、これら
に抵触した行為が発覚した場合、当事者は懲戒解雇を含む、厳格な処分をもって臨むこととしています。

基本的な考え方

3ラインディフェンス体制

第1線
（支店、店舗、営業所）

第2線
（法務部、

インテグリティ推進部等）

第3線
（内部監査部）

・各事業領域におけるリスクを
最前線で予防・検出

・独立・客観的立場から、
第1線～第2線によるリスク予
防・対応の状況を監査

・リスク専門部署として、
第1線のリスク対応をモニタリング

・全社共通のリスク対応策（規定
等）を検討・導入し第1線への指
導・助言や支援

大東御法度7箇条

ガバナンス

当社グループでは、腐敗防止・公正な競争と取引の
遵守にあたって、 取締役の監督のもと、 内部監査お
よび内部通報制度をはじめとする内部監視システム
を整え、腐敗行為の抑止、発見に取り組んでいます。
また、内部統制強化策として、「3ラインディフェンス
体制」を敷き、第1線となる現場が行うリスク防止策
を第2線である法務部、リスク管理統括部など、リス
クの専門部門が、第3線となる内部監査部が第1線
から第2線によるリスク防止、対応状況をモニタリン
グする体制を構築しています。なお、これらの状況
は、内部監査部から「リスクマネジメント委員会」へ
報告し、同委員会から取締役会へ報告することで、
取締役会によるモニタリングと、指示を受ける体制
が構築されています。

戦略

当社グループでは、「大東建託行動規範」において、
公正かつ自由な競争の確保、政治・行政との適正な
関係の構築、 反社会的勢力の排除を規程しており、
さらに「大東御法度7箇条」では腐敗を助長する行為
を行わないことを掲げています。
加えて、これらの方針を従業員に向けた周知・教育
するため、定期的にコンプライアンスに関するメー
ルマガジンを配信し、腐敗防止を含む不正防止、コ
ンプライアンスの徹底と知識･意識を高めています。

腐敗防止に関する全従業員向けのコミュニケーション

当社グループでは、内部通報に係る社内規程を策定
し、コンプライアンス推進部門内の通報・相談窓口に
加え、弁護士事務所およびグループ全社員が利用可能
な外部委託の受付窓口を設けています。電話や電子
メール等のさまざまな方法により通報できる体制を整
備し、不正行為等の早期発見と是正に努めています。
また、内部通報があった場合、コンプライアンス推進
部門から関連部門へ調査・対応策の立案・実施の指
示を行うと共に、通報者へ対応報告・是正確認を
行っています。

内部通報制度と公益通報者の保護

加えて、取締役会から指名を受けたコンプライアン
ス部門管掌取締役が、内部通報体制の運用状況に
ついて確認を行うと共に、取締役会へ運用状況の報
告を適宜行っています。
また、内部通報に関する社内規程により、通報者が
特定されないように調査を行うことや調査内容等に
関する守秘義務、会社が通報者に対して解雇やその
他いかなる不利益な取り扱いを行わないことを定
め、通報者が保護されるよう体制を整備しています。

指標と目標

項目 2021年度 2022年度 2023年度
（目標）

内部通報件数 ●政治献金の実績はありません。

●第三者との関連を含む、腐敗に関する罰金、罰則、
　和解などにかかる費用の発生はありません。

●腐敗防止に関する従業員の処分、
　及び解雇はありません。コンプライアンス浸透度※1

重大なコンプライアンス違反件数

250件

86.2％

0件

281件

86.9％

1件※2

ー

88.0％

0件

※1：2021年度は単体実績　※2：不適切会計
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2022

29,039

36,770

7,995

2021

25,708

37,970

7,701 

2018

7,826

34,949

45,121

2019

5,152

32,648

42,382

2020

8,560

27,460

31,849

サプライチェーン全体の温室効果ガス排出量

資源・エネルギーの投入状況

事業活動の環境負荷（2022年度）

環境データ

環境データ

各項目の温室効果ガス排出量は、温対法に基づく温室効果ガス排出量算定・報告・公表制度の「温室効果ガス排出量算定・報告マニュア
ル Ver.4.9」および環境省、経済産業省の「サプライチェーンを通じた温室効果ガス排出量の算定に関する基本ガイドライン Ver.2.5」に
基づき算出

★：第三者保証対象

・端数処理の影響により、グラフ・表の合計値と個々の数値の合計が整合しないことがあります。
・報告対象組織：本レポートは、大東建託グループ（大東建託（株）および連結子会社）を報告対象としています。
・2022年度において集計対象範囲を変更し、過年度に遡り修正したデータは、対象データにその旨を注記しています。

【バウンダリー】
［建設事業］大東建託（株）、大東建設（株）、大東スチール（株）
［不動産事業］ 大東建託パートナーズ（株）、大東建託リーシング（株）、ハウスコム（株）
［その他事業］（株）ガスパル、ケアパートナー（株）、大東コーポレートサービス（株）、大東ファイナンス（株）、大東みらい信託（株）、

大東建託健康保険組合、JustCo DK Japan（株）、ロピクマ（株）、（株）インヴァランス、大東建託アセットソリューション（株）
［ 海 　 外 ］DAITO ASIA DEVELOPMENT PTE. LTD.（シンガポール）、DAITO ASIA DEVELOPMENT（MALAYSIA）SDN. BHD.（マレーシア）、

DAITO ASIA DEVELOPMENT（MALAYSIA） Ⅱ SDN. BHD.（マレーシア）、D.T.C. REINSURANCE LIMITED.（英領バミューダ諸
島）、Daito Kentaku USA, LLC.（アメリカ）、良部屋商務諮詢上海有限公司（中国）

なお、温室効果ガス排出量については、スコープ1・スコープ2・スコープ3を報告範囲としています。

報告対象期間：2022年4月～2023年3月　発行日：2023年9月

ガソリン、軽油、灯油、都市ガス、LPG
実績値を使用しています。

蒸気・冷水
面積を基に算出した推計値を使用しています。

電力
事務所、施工現場ともに実績値を使用して
います。

廃棄物
実績値と、人数を基にした推計値を使用し
ています。

水
事務所は実績値と人数、フロア面積を基に
した推計値、施工現場は実績値と一部金額
を基にした推計値を使用しています。

 t-CO2e
 t-CO2e

3,371,507 33,708
 

★スコープ 1

3,305,698
2022年度
温室効果ガス（CO2）総排出量

 t-CO2e

32,102
 

★スコープ 2

 t-CO2e

 
スコープ 3

【連結】エネルギー消費量／エネルギー効率

エネルギー消費量 エネルギー効率

2.02 

1,000,000

800,000

600,000

400,000

200,000

０

3.0

2.4

1.8

1.2

0.6

0

779,246

2020 2021 202220192018 （年度）

921,894
856,505

1.73 1.85 1.94 

919,473

1.72 

816,494

（売上高（百万円）／GJ）（GJ）

★816,494GJ
2022年度

総エネルギー投入量

【連結】総エネルギーの投入量（種類別使用量）

ガソリン
電気 
軽油
LPG 
液化天然ガス
冷水
都市ガス
蒸気
灯油

 ★386,048GJ

★265,695GJ

★26,595GJ

★32,403GJ

★48,603GJ

★22,590GJ

★18,782GJ

★14,651GJ

★1,128GJ

 

 
 

Input

Input　個別データ

当社の事業活動

完成戸数

スコープ３

建設事業

事業提案 設計施工

賃貸事業

その他事業

エネルギー ガス

海外 金融

入居者斡旋 管理運営

41,631戸

カテゴリ11
★2,903,607 t-CO₂ｅ

■電力
電力

■化石燃料
ガソリン
軽油
灯油
都市ガス
LPG
液化天然ガス

■エネルギー
蒸気
冷水

■水
水

★7,380万kWh

★1 1 ,157kl
★705kl
★31kl

★42万㎥
★29万㎥
★107万㎥

★14,651GJ
★22,590GJ

★114万㎥

Output

■CO2

スコープ1

スコープ2

■排水
排水

■一般廃棄物（国内のみ）
一般廃棄物

■産業廃棄物（国内のみ）
排出量
最終処分量
建物解体の
アスベスト

★33,708t-CO2ｅ
★32,102t-CO2ｅ

★114万㎥

★0.16万t

★54万t
★8万t

★0.9万t

【連結】電気使用量

電気使用量 売上高原単位

4.49

100,000

80,000

60,000

40,000

20,000

0

10.0

8.0

6.0

4.0

2.0

0

67,869

2020 2021 202220192018

2020 2021 202220192018

（年度）

87,896
80,182

5.52
5.05

4.56

71,379  73,804

4.51 

（MWh） （MWh／売上高（億円））

【連結】事業サイト別電気使用量

海外事業電気使用量
国内事業（事務所）電気使用量 国内事業（現場）電気使用量

100,000

80,000

60,000

40,000

20,000

0
（年度）

（MWh）

【連結】再生可能電力エネルギー導入量／比率

再生可能エネルギー量 再生可能エネルギー率

25,000

20,000

15,000

10,000

5,000

0

40

32

24

16

8

0
2021 20222020 （年度）

12,382

17

19,149

26

（MWh） （%）

3,920

6

【連結】ガソリン使用量

使用量 売上高原単位

0.67

11,157

15,000

12,000

9,000

6,000

3,000

0

1.0

0.9

0.8

0.7

0.6

0

11,157

（年度）

12,517
11,575

0.79

0.73
0.75

0.83

13,203

（KL／売上高（億円））（KL）

★1,144千m3

2022年度
総水資源投入量

【連結】事業サイト別水資源投入量

事務所
現場

 869千m3

275千m3 

【連結】水源別水資源投入量

再生水上水 : 事務所上水 上水 : 現場水投入量 売上高原単位

1200

1000

800

600

400

200

0

0.09

0.08

0.07

0.06

0.05

0.04

0
（年度）

759
656 658 680

1,144

（千m3） （千m3／売上高（億円））

2020 2021 202220192018

0.05

0.04 0.04 0.04

0.07

455

462 406

410

22
1

0

0 868

303
192 251 269

275

67,869

87,896
80,182

71,379  73,804

※スコープ2は非化石証書購入電力分を控除した後の数値

※スコープ2は非化石証書購入電力分を控除した後の数値

※集計対象範囲を2022年度より連結（国内）から連結に変更したため、過年度に遡り修正しています。 ※集計対象範囲を2022年度より連結（国内）から連結に変更したため、過年度に遡り修正しています。
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2022

29,039

36,770

7,995

2021

25,708

37,970

7,701 

2018

7,826

34,949

45,121

2019

5,152

32,648

42,382

2020

8,560

27,460

31,849

サプライチェーン全体の温室効果ガス排出量

資源・エネルギーの投入状況

事業活動の環境負荷（2022年度）

環境データ

環境データ

各項目の温室効果ガス排出量は、温対法に基づく温室効果ガス排出量算定・報告・公表制度の「温室効果ガス排出量算定・報告マニュア
ル Ver.4.9」および環境省、経済産業省の「サプライチェーンを通じた温室効果ガス排出量の算定に関する基本ガイドライン Ver.2.5」に
基づき算出

★：第三者保証対象

・端数処理の影響により、グラフ・表の合計値と個々の数値の合計が整合しないことがあります。
・報告対象組織：本レポートは、大東建託グループ（大東建託（株）および連結子会社）を報告対象としています。
・2022年度において集計対象範囲を変更し、過年度に遡り修正したデータは、対象データにその旨を注記しています。

【バウンダリー】
［建設事業］大東建託（株）、大東建設（株）、大東スチール（株）
［不動産事業］ 大東建託パートナーズ（株）、大東建託リーシング（株）、ハウスコム（株）
［その他事業］（株）ガスパル、ケアパートナー（株）、大東コーポレートサービス（株）、大東ファイナンス（株）、大東みらい信託（株）、

大東建託健康保険組合、JustCo DK Japan（株）、ロピクマ（株）、（株）インヴァランス、大東建託アセットソリューション（株）
［ 海 　 外 ］DAITO ASIA DEVELOPMENT PTE. LTD.（シンガポール）、DAITO ASIA DEVELOPMENT（MALAYSIA）SDN. BHD.（マレーシア）、

DAITO ASIA DEVELOPMENT（MALAYSIA） Ⅱ SDN. BHD.（マレーシア）、D.T.C. REINSURANCE LIMITED.（英領バミューダ諸
島）、Daito Kentaku USA, LLC.（アメリカ）、良部屋商務諮詢上海有限公司（中国）

なお、温室効果ガス排出量については、スコープ1・スコープ2・スコープ3を報告範囲としています。

報告対象期間：2022年4月～2023年3月　発行日：2023年9月

ガソリン、軽油、灯油、都市ガス、LPG
実績値を使用しています。

蒸気・冷水
面積を基に算出した推計値を使用しています。

電力
事務所、施工現場ともに実績値を使用して
います。

廃棄物
実績値と、人数を基にした推計値を使用し
ています。

水
事務所は実績値と人数、フロア面積を基に
した推計値、施工現場は実績値と一部金額
を基にした推計値を使用しています。

 t-CO2e
 t-CO2e

3,371,507 33,708
 

★スコープ 1

3,305,698
2022年度
温室効果ガス（CO2）総排出量

 t-CO2e

32,102
 

★スコープ 2

 t-CO2e

 
スコープ 3

【連結】エネルギー消費量／エネルギー効率

エネルギー消費量 エネルギー効率
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1.73 1.85 1.94 

919,473

1.72 

816,494

（売上高（百万円）／GJ）（GJ）

★816,494GJ
2022年度

総エネルギー投入量

【連結】総エネルギーの投入量（種類別使用量）

ガソリン
電気 
軽油
LPG 
液化天然ガス
冷水
都市ガス
蒸気
灯油

 ★386,048GJ

★265,695GJ

★26,595GJ

★32,403GJ

★48,603GJ

★22,590GJ

★18,782GJ

★14,651GJ

★1,128GJ

 

 
 

Input

Input　個別データ

当社の事業活動

完成戸数

スコープ３

建設事業

事業提案 設計施工

賃貸事業

その他事業

エネルギー ガス

海外 金融

入居者斡旋 管理運営

41,631戸

カテゴリ11
★2,903,607 t-CO₂ｅ

■電力
電力

■化石燃料
ガソリン
軽油
灯油
都市ガス
LPG
液化天然ガス

■エネルギー
蒸気
冷水

■水
水

★7,380万kWh

★1 1 ,157kl
★705kl
★31kl

★42万㎥
★29万㎥
★107万㎥

★14,651GJ
★22,590GJ

★114万㎥

Output

■CO2

スコープ1

スコープ2

■排水
排水

■一般廃棄物（国内のみ）
一般廃棄物

■産業廃棄物（国内のみ）
排出量
最終処分量
建物解体の
アスベスト

★33,708t-CO2ｅ
★32,102t-CO2ｅ

★114万㎥

★0.16万t

★54万t
★8万t

★0.9万t

【連結】電気使用量

電気使用量 売上高原単位
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87,896
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71,379  73,804

4.51 

（MWh） （MWh／売上高（億円））

【連結】事業サイト別電気使用量

海外事業電気使用量
国内事業（事務所）電気使用量 国内事業（現場）電気使用量
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【連結】再生可能電力エネルギー導入量／比率

再生可能エネルギー量 再生可能エネルギー率
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【連結】ガソリン使用量

使用量 売上高原単位

0.67

11,157
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11,575
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13,203

（KL／売上高（億円））（KL）

★1,144千m3

2022年度
総水資源投入量

【連結】事業サイト別水資源投入量

事務所
現場

 869千m3

275千m3 

【連結】水源別水資源投入量

再生水上水 : 事務所上水 上水 : 現場水投入量 売上高原単位
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2020 2021 202220192018

0.05

0.04 0.04 0.04

0.07

455

462 406

410

22
1

0

0 868

303
192 251 269

275

67,869

87,896
80,182

71,379  73,804

※スコープ2は非化石証書購入電力分を控除した後の数値

※スコープ2は非化石証書購入電力分を控除した後の数値

※集計対象範囲を2022年度より連結（国内）から連結に変更したため、過年度に遡り修正しています。 ※集計対象範囲を2022年度より連結（国内）から連結に変更したため、過年度に遡り修正しています。
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【単体】種類別資材投入量
投入量（t）

2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度
鉄
アルミ
プラスチック
ガラス
グラスウール
ロックウール
木材
プラスターボード
外装サイディング
コンクリート
ALC

砕石

46,691
43,102

2,010
1,075
3,953

0
125,712

59,990
28,508

796,853
11,844

103,964

37,995
30,252

1,724
917

3,589
 0

111,801
53,849
25,602

633,423
10,418
87,413

29,207
14,948

1,261
674

2,482
0

80,531
37,117
17,462

506,403
6,881

63,405

25,232
16,576

1,291
680

2,682
0

83,893
39,909
18,864

472,649
7,378

64,169
合計 1,223,702 996,984 760,370 733,322

27,021
19,389

1,354
715

2,745
0

86,660
41,029
19,381

512,923
7,631

67,859
786,707

【連結】温室効果ガス排出量（スコープ1・2・3）

スコープ1＋2＋3 売上高原単位

5,000,000

4,000,000

3,000,000

2,000,000

1,000,000

0

500

400

300

200

100

0

2,812,820

2018 2019 2020 2021 2022（年度）

4,727,797

4,013,891

297

253

189

2,671,330

3,371,507

169 
203

（t-CO2e） （t-CO2e／売上高（億円））

3,371,507
t-CO2e

2022年度
総排出量

【連結】温室効果ガス排出量（スコープ1・2・3）

Scope1 

Scope2 

Scope3

33,708 t-CO2e

32,102 t-CO2e

3,305,698 t-CO2e

【連結】温室効果ガス排出量（スコープ1・2・3）

【連結（国内外）】温室効果ガス（7物質）の種類別排出量（スコープ1）

二酸化炭素（CO2）
メタン（CH4）
一酸化二窒素（N2O）
HFC（ハイドロフルオロカーボン）
PHC（パーフルオロカーボン）
SF6（六フッ化硫黄）
NF3（三フッ化窒素）
合計

65,809
t-CO2e

2022年度
総排出量

【連結】排出源別温室効果ガス排出割合（スコープ1・2）

ガソリン
電気
ガス（3種）
軽油
冷水
蒸気
灯油

 40%

46%

8%

3%

2%

1%

0%

 
 

 
 
 
 

【連結】電気による温室効果ガス排出量（スコープ2）

総排出量 売上高原単位

60,000

50,000

40,000

30,000

20,000

10,000

0

（t-CO2e） （t-CO2e／売上高（億円））
6.0

5.0

4.0

3.0

2.0

1.0

0

36,434

2020 2021 202220192018 （年度）

56,407

51,008

3.54
3.22

2.45
2.06

1.83

32,657 30,110

【連結】ガソリンによる温室効果ガス排出量（スコープ1）

総排出量 売上高原単位

35,000

30,000

25,000

20,000

15,000

10,000

0

2.1

2.0

1.9

1.8

1.7

1.6

0

26,496

（年度2018 2019 2020 2021 2022 ）

29,726
27,487

1.87

1.73
1.78

1.98

1.60

31,354

26,496

（t-CO2e） （t-CO2e／売上高（億円））

2018年度
排出量（t-CO2e）

2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

スコープ1 排出量 38,442

57,865

4,631,490

4,727,797

35,963

52,386

3,925,542

4,013,891

34,224

37,700

2,740,896

2,812,820

41,747

34,599

2,594,984

2,671,330

★33,708

★32,102

3,305,698

3,371,507

スコープ2 排出量

スコープ3 排出量

スコープ1＋2＋3 排出量

排出量（t-CO2e）

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

【単体】コピー用紙使用量

紙重量 売上高原単位

（t／売上高（億円））

【単体】資源総投入量

投入量 売上高原単位

（年度）（年度）

（t／売上高（億円））（t）

（t／売上高（億円））（t）

【単体】循環資源利用量

循環利用量 売上高原単位

16,158

25,000

20,000

15,000

10,000

5,000

0

15

12

9

6

3

0

14,378

（年度）

22,611

19,266

3.7 3.5 3.6

14,822

3.4 3.4

2020 2021 202220192018

2020 2021 202220192018

400

800

600

400

200

0

0.2

0.15

0.1

0.05

0

445

612

333

0.08 0.09

（t）

710

0.11 0.110.12

1,500,000

1,200,000

900,000

600,000

300,000

0

300

250

200

150

100

0

760,370

1,223,702

996,983

199

180 188

733,322 786,707

168 167

2020 2021 202220192018

Input　個別データ Output　個別データ

環境データ

Output　個別データ

★33,059

★570

★79

0

0

0

0

33,708

40,912

734

100

0

0

0

0

41,747

33,261

585

81

0

0

0

0

33,926

35,304

579

81

0

0

0

0

35,963

37,730

625

87

0

0

0

0

38,442
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【単体】種類別資材投入量
投入量（t）

2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度
鉄
アルミ
プラスチック
ガラス
グラスウール
ロックウール
木材
プラスターボード
外装サイディング
コンクリート
ALC

砕石

46,691
43,102

2,010
1,075
3,953

0
125,712

59,990
28,508

796,853
11,844

103,964

37,995
30,252

1,724
917

3,589
 0

111,801
53,849
25,602

633,423
10,418
87,413

29,207
14,948

1,261
674

2,482
0

80,531
37,117
17,462

506,403
6,881

63,405

25,232
16,576

1,291
680

2,682
0

83,893
39,909
18,864

472,649
7,378

64,169
合計 1,223,702 996,984 760,370 733,322

27,021
19,389

1,354
715

2,745
0

86,660
41,029
19,381

512,923
7,631

67,859
786,707

【連結】温室効果ガス排出量（スコープ1・2・3）

スコープ1＋2＋3 売上高原単位

5,000,000

4,000,000

3,000,000

2,000,000

1,000,000

0

500

400

300

200

100

0

2,812,820

2018 2019 2020 2021 2022（年度）

4,727,797

4,013,891

297

253

189

2,671,330

3,371,507

169 
203

（t-CO2e） （t-CO2e／売上高（億円））

3,371,507
t-CO2e

2022年度
総排出量

【連結】温室効果ガス排出量（スコープ1・2・3）

Scope1 

Scope2 

Scope3

33,708 t-CO2e

32,102 t-CO2e

3,305,698 t-CO2e

【連結】温室効果ガス排出量（スコープ1・2・3）

【連結（国内外）】温室効果ガス（7物質）の種類別排出量（スコープ1）

二酸化炭素（CO2）
メタン（CH4）
一酸化二窒素（N2O）
HFC（ハイドロフルオロカーボン）
PHC（パーフルオロカーボン）
SF6（六フッ化硫黄）
NF3（三フッ化窒素）
合計

65,809
t-CO2e

2022年度
総排出量

【連結】排出源別温室効果ガス排出割合（スコープ1・2）

ガソリン
電気
ガス（3種）
軽油
冷水
蒸気
灯油

 40%

46%

8%

3%

2%

1%

0%

 
 

 
 
 
 

【連結】電気による温室効果ガス排出量（スコープ2）

総排出量 売上高原単位

60,000

50,000

40,000

30,000

20,000

10,000

0

（t-CO2e） （t-CO2e／売上高（億円））
6.0

5.0

4.0

3.0

2.0

1.0

0

36,434

2020 2021 202220192018 （年度）

56,407

51,008

3.54
3.22

2.45
2.06

1.83

32,657 30,110

【連結】ガソリンによる温室効果ガス排出量（スコープ1）

総排出量 売上高原単位

35,000

30,000

25,000

20,000

15,000

10,000

0

2.1

2.0

1.9

1.8

1.7

1.6

0

26,496

（年度2018 2019 2020 2021 2022 ）

29,726
27,487

1.87

1.73
1.78

1.98

1.60

31,354

26,496

（t-CO2e） （t-CO2e／売上高（億円））

2018年度
排出量（t-CO2e）

2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

スコープ1 排出量 38,442

57,865

4,631,490

4,727,797

35,963

52,386

3,925,542

4,013,891

34,224

37,700

2,740,896

2,812,820

41,747

34,599

2,594,984

2,671,330

★33,708

★32,102

3,305,698

3,371,507

スコープ2 排出量

スコープ3 排出量

スコープ1＋2＋3 排出量

排出量（t-CO2e）

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

【単体】コピー用紙使用量

紙重量 売上高原単位

（t／売上高（億円））

【単体】資源総投入量

投入量 売上高原単位

（年度）（年度）

（t／売上高（億円））（t）

（t／売上高（億円））（t）

【単体】循環資源利用量

循環利用量 売上高原単位

16,158

25,000

20,000

15,000

10,000

5,000

0

15

12

9

6

3

0

14,378

（年度）

22,611

19,266

3.7 3.5 3.6

14,822

3.4 3.4

2020 2021 202220192018

2020 2021 202220192018

400

800

600

400

200

0

0.2

0.15

0.1

0.05

0

445

612

333

0.08 0.09

（t）

710

0.11 0.110.12

1,500,000

1,200,000

900,000

600,000

300,000

0

300

250

200

150

100

0

760,370

1,223,702

996,983

199

180 188

733,322 786,707

168 167

2020 2021 202220192018

Input　個別データ Output　個別データ

環境データ

Output　個別データ

★33,059

★570

★79

0

0

0

0

33,708

40,912

734

100

0

0

0

0

41,747

33,261

585

81

0

0

0

0

33,926

35,304

579

81

0

0

0

0

35,963

37,730

625

87

0

0

0

0

38,442
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【連結】カテゴリー別温室効果ガス排出量（スコープ3）

排出量（t-CO2e） 全体に占める割合

1. 

2. 

3. 

4. 

5. 

6. 

7. 

8. 

9. 

10. 

11. 

12. 

13. 

14. 

15. 

購入した製品・サービス
資本財
スコープ1・2に含まれない燃料及びエネルギー関連活動
輸送、配送・一般貨物の輸送
事業から出る廃棄物
出張
雇用者の通勤
リース資産（上流）
輸送、配送（下流）
販売した製品の加工
販売した製品の使用
販売した製品の廃棄
リース資産（E1の共用及び建託占有以外の全て）
フランチャイズ
投資

C1

C2
C3
C4
C5
C6
C7
C8

購入した原材料重量×排出係数+原材料以外の購入した
製品・サービスの金額×排出係数
資本財の価格×排出係数
購入した燃料量、電力量×排出係数
燃料使用量×排出係数
種類・処理方法別の廃棄物排出量×排出係数
交通手段別交通費に排出係数
通勤費×排出係数
管理物件戸数×共用部電気消費量×排出係数

C9
C10

C11

C12
C13
C14
C15

算出対象外
算出対象外
建物等級別CO₂削減率を乗じた完成戸数（ZEH含む）×
建て方別世帯当たり年間エネルギー種別CO₂排出量
（令和2年度・環境省）の集合住宅の排出量
算出対象外
管理物件の購入した電力量×排出係数
フランチャイズ先の購入した燃料量、電力量×排出係数
算出対象外

★282,645

8

4,208

12,855

★20,884

★7,391

3,294

★70,141

0

0

★2,903,607

0

654

9

0

9%

0%

0%

0%

1%

0%

0%

2%

0%

0%

88%

0%

0%

0%

0%

合計 3,305,698 —

2022年度
総水資源投入量

【連結】事業サイト別排水量

事務所
現場

 869千m3
275千m3 

【連結・国内のみ】一般廃棄物項目別排出量・リサイクル量・最終処分量・リサイクル率

総排出量（t） リサイクル量（t）最終処分量（t） リサイクル率

OA紙・上質紙
新聞紙
雑誌
ダンボール
ミックスペーパー
厨芥類・雑芥類
ビン
カン
ペットボトル
発泡スチロール
廃プラスチック類
弁当がら等
廃油
粗大ゴミ
汚泥
乾電池
合計

2022年度
総排出量（t） リサイクル量（t）最終処分量（t） リサイクル率

2021年度
総排出量（t） リサイクル量（t）最終処分量（t） リサイクル率

2020年度

91%

98%

88%

72%

75%

0%

99%

49%

34%

90%

81%

0%

-

7%

-

0%

23%

0 

0 

5 

23 

68 

1,066 

0 

4 

8 

0 

7 

0 

0 

37 

-

0 

★1,219 

2 

6 

37 

60 

206 

3 

10 

4 

4 

0 

31 

0 

0 

3 

-

0 

★366 

2 

6 

42 

83 

274 

1,069 

10 

8 

11 

0 

38 

0 

0 

40 

-

0 

★1,585 

100%

98%

75%

80%

71%

0%

98%

47%

33%

100%

86%

1%

-

13%

-

-

23%

0 

0 

8 

17 

74 

958 

0 

4 

7 

0 

4 

1 

0 

52 

-

-

1,126

1 

4 

23 

70 

179 

2 

10 

3 

3 

0 

26 

0 

0 

8 

-

-

331 

1 

4 

31 

87 

253 

961 

11 

7 

10 

0 

30 

1 

0 

60 

-

-

1,457 

100%

82%

40%

78%

73%

0%

100%

59%

37%

13%

77%

0%

-

0%

-

-

21%

0 

0 

26 

22 

60 

945 

0 

3 

6 

1 

6 

1 

0 

104 

- 

-

1,174

1 

2 

17 

79 

164 

2 

14 

4 

4 

0 

20 

0 

0 

0 

-

-

308 

1 

3 

42 

101 

225 

947 

14 

7 

9 

1 

27 

1 

0 

104 

-

-

1,482 

★総排出量（t）★リサイクル量（t）★最終処分量（t） リサイクル率

建設汚泥
廃アルカリ
廃プラスチック類
紙くず
木くず
繊維くず
廃石膏ボード
金属くず

合計

2022年度
総排出量（t） リサイクル量（t）最終処分量（t） リサイクル率

2021年度
総排出量（t） リサイクル量（t）最終処分量（t） リサイクル率

2020年度

100%

-

68%

94%

99%

76%

87%

99%

0

0

20,057

761

1,393

206

2,329

140

14,819

0

42,898

12,405

94,573

656

15,119

19,527

14,819

0

62,955

13,167

95,966

862

17,448

19,667

100%

-

68%

93%

99%

78%

88%

99%

0

0

19,052

847

1,551

217

3,600

235

15,291

0

40,715

11,524

104,516

748

27,314

22,635

15,291

0

59,766

12,370

106,066

965

30,914

22,871

100%

-

67%

94%

97%

83%

89%

98%

1

0

18,975

803

2,883

165

1,892

354

19,979

0

39,226

11,974

96,909

809

14,673

18,927

19,980

0

58,201

12,777

99,792

975

16,564

19,281

32,044

 

256,248

 

6,313

522,174

13,741 

223,539 

391 

440,168 

18,302 

32,709 

5,922 

82,006 

43%

87%

6%

84%

36,228

274,134

7,174

565,779

13,632

247,881

173

484,428

22,596

26,254

7,001

81,352

38%

90%

2%

86%

32,925

268,584

10,980

537,373

13,847

246,181

17

460,042

19,079

22,403

10,963

77,331

42%

92%

0%

86%

ガラス陶磁器くず
（コンクリート含む）

その他（石綿含有廃棄物、
水銀等）

がれき類（アスコン、
コンクリート、その他）

スコープ3　カテゴリー別 温室効果ガス排出量 算出方法
環境省、経済産業省の「サプライチェーンを通じた温室効果ガス排出量の算定に
関する基本ガイドライン Ver.2.5」に基づき算出

【連結】排水量

下水道（事務所排水） 公共水域（事務所排水） 下水道（現場排水）

売上高原単位

1200

1000
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200

0

0.08

0.07

0.06

0.05

0.04

0.03

0
2018 2019 2020 2021 2022（年度）

658656

759

417

38

303

431

34

375 383

32 28 758

110

275

680

1,144

（千m3） （千m3／売上高（億円））

0.05
192 251 269

0.04 0.04 0.04

0.07

【連結・国内のみ※】産業廃棄物排出量・売上高原単位

排出量 売上高原単位

800,000

600,000

400,000

200,000

0

200

150

100

50

0

（t／億円）（t）

522,174

（年度）

734,620 728,3891

565,779 537,373

2018 2019 2020 2021 2022

46 46
37 36 33

【連結・国内のみ※】産業廃棄物リサイクル量・リサイクル率

リサイクル量 リサイクル率

800,000

600,000

400,000

200,000

0

80

60

40

20

0

（％）

（t）

（年度）

630,296 622,377

440,168 460,042484,428

2018 2019 2020 2021 2022

8686 85 84 86

※海外は産業廃棄物なし

※海外は産業廃棄物なし※海外は産業廃棄物なし

【連結・国内のみ※】産業廃棄物項目別排出量・リサイクル量・最終処分量・リサイクル率

★1,144千m3

Output　個別データOutput　個別データ

環境データ

※集計対象範囲を2022年度より連結（国内）から連結に変更したため、過年度に遡り修正しています。

※集計対象範囲を2022年度より連結（国内）から連結に変更したため、過年度に遡り修正しています。

※集計対象範囲を2022年度より単体から連結（国内）に変更したため、過年度に遡り修正しています。 ※集計対象範囲を2022年度より単体から連結（国内）に変更したため、過年度に遡り修正しています。
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【連結】カテゴリー別温室効果ガス排出量（スコープ3）

排出量（t-CO2e） 全体に占める割合

1. 

2. 

3. 

4. 

5. 

6. 

7. 

8. 

9. 

10. 

11. 

12. 

13. 

14. 

15. 

購入した製品・サービス
資本財
スコープ1・2に含まれない燃料及びエネルギー関連活動
輸送、配送・一般貨物の輸送
事業から出る廃棄物
出張
雇用者の通勤
リース資産（上流）
輸送、配送（下流）
販売した製品の加工
販売した製品の使用
販売した製品の廃棄
リース資産（E1の共用及び建託占有以外の全て）
フランチャイズ
投資

C1

C2
C3
C4
C5
C6
C7
C8

購入した原材料重量×排出係数+原材料以外の購入した
製品・サービスの金額×排出係数
資本財の価格×排出係数
購入した燃料量、電力量×排出係数
燃料使用量×排出係数
種類・処理方法別の廃棄物排出量×排出係数
交通手段別交通費に排出係数
通勤費×排出係数
管理物件戸数×共用部電気消費量×排出係数

C9
C10

C11

C12
C13
C14
C15

算出対象外
算出対象外
建物等級別CO₂削減率を乗じた完成戸数（ZEH含む）×
建て方別世帯当たり年間エネルギー種別CO₂排出量
（令和2年度・環境省）の集合住宅の排出量
算出対象外
管理物件の購入した電力量×排出係数
フランチャイズ先の購入した燃料量、電力量×排出係数
算出対象外

★282,645

8

4,208

12,855

★20,884

★7,391

3,294

★70,141

0

0

★2,903,607

0

654

9

0

9%

0%

0%

0%

1%

0%

0%

2%

0%

0%

88%

0%

0%

0%

0%

合計 3,305,698 —

2022年度
総水資源投入量

【連結】事業サイト別排水量

事務所
現場

 869千m3
275千m3 

【連結・国内のみ】一般廃棄物項目別排出量・リサイクル量・最終処分量・リサイクル率

総排出量（t） リサイクル量（t）最終処分量（t） リサイクル率

OA紙・上質紙
新聞紙
雑誌
ダンボール
ミックスペーパー
厨芥類・雑芥類
ビン
カン
ペットボトル
発泡スチロール
廃プラスチック類
弁当がら等
廃油
粗大ゴミ
汚泥
乾電池
合計

2022年度
総排出量（t） リサイクル量（t）最終処分量（t） リサイクル率

2021年度
総排出量（t） リサイクル量（t）最終処分量（t） リサイクル率

2020年度

91%

98%

88%

72%

75%

0%

99%

49%

34%

90%

81%

0%

-

7%

-

0%

23%

0 

0 

5 

23 

68 

1,066 

0 

4 

8 

0 

7 

0 

0 

37 

-

0 

★1,219 

2 

6 

37 

60 

206 

3 

10 

4 

4 

0 

31 

0 

0 

3 

-

0 

★366 

2 

6 

42 

83 

274 

1,069 

10 

8 

11 

0 

38 

0 

0 

40 

-

0 

★1,585 

100%

98%

75%

80%

71%

0%

98%

47%

33%

100%

86%

1%

-

13%

-

-

23%

0 

0 

8 

17 

74 

958 

0 

4 

7 

0 

4 

1 

0 

52 

-

-

1,126

1 

4 

23 

70 

179 

2 

10 

3 

3 

0 

26 

0 

0 

8 

-

-

331 

1 

4 

31 

87 

253 

961 

11 

7 

10 

0 

30 

1 

0 

60 

-

-

1,457 

100%

82%

40%

78%

73%

0%

100%

59%

37%

13%

77%

0%

-

0%

-

-

21%

0 

0 

26 

22 

60 

945 

0 

3 

6 

1 

6 

1 

0 

104 

- 

-

1,174

1 

2 

17 

79 

164 

2 

14 

4 

4 

0 

20 

0 

0 

0 

-

-

308 

1 

3 

42 

101 

225 

947 

14 

7 

9 

1 

27 

1 

0 

104 

-

-

1,482 

★総排出量（t）★リサイクル量（t）★最終処分量（t） リサイクル率

建設汚泥
廃アルカリ
廃プラスチック類
紙くず
木くず
繊維くず
廃石膏ボード
金属くず

合計

2022年度
総排出量（t） リサイクル量（t）最終処分量（t） リサイクル率

2021年度
総排出量（t） リサイクル量（t）最終処分量（t） リサイクル率

2020年度

100%

-

68%

94%

99%

76%

87%

99%

0

0

20,057

761

1,393

206

2,329

140

14,819

0

42,898

12,405

94,573

656

15,119

19,527

14,819

0

62,955

13,167

95,966

862

17,448

19,667

100%

-

68%

93%

99%

78%

88%

99%

0

0

19,052

847

1,551

217

3,600

235

15,291

0

40,715

11,524

104,516

748

27,314

22,635

15,291

0

59,766

12,370

106,066

965

30,914

22,871

100%

-

67%

94%

97%

83%

89%

98%

1

0

18,975

803

2,883

165

1,892

354

19,979

0

39,226

11,974

96,909

809

14,673

18,927

19,980

0

58,201

12,777

99,792

975

16,564

19,281

32,044

 

256,248

 

6,313

522,174

13,741 

223,539 

391 

440,168 

18,302 

32,709 

5,922 

82,006 

43%

87%

6%

84%

36,228

274,134

7,174

565,779

13,632

247,881

173

484,428

22,596

26,254

7,001

81,352

38%

90%

2%

86%

32,925

268,584

10,980

537,373

13,847

246,181

17

460,042

19,079

22,403

10,963

77,331

42%

92%

0%

86%

ガラス陶磁器くず
（コンクリート含む）

その他（石綿含有廃棄物、
水銀等）

がれき類（アスコン、
コンクリート、その他）

スコープ3　カテゴリー別 温室効果ガス排出量 算出方法
環境省、経済産業省の「サプライチェーンを通じた温室効果ガス排出量の算定に
関する基本ガイドライン Ver.2.5」に基づき算出

【連結】排水量

下水道（事務所排水） 公共水域（事務所排水） 下水道（現場排水）

売上高原単位
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0
2018 2019 2020 2021 2022（年度）
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431

34

375 383

32 28 758

110

275

680

1,144

（千m3） （千m3／売上高（億円））

0.05
192 251 269

0.04 0.04 0.04

0.07

【連結・国内のみ※】産業廃棄物排出量・売上高原単位

排出量 売上高原単位

800,000

600,000

400,000

200,000

0
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0

（t／億円）（t）

522,174

（年度）

734,620 728,3891

565,779 537,373

2018 2019 2020 2021 2022

46 46
37 36 33

【連結・国内のみ※】産業廃棄物リサイクル量・リサイクル率

リサイクル量 リサイクル率

800,000

600,000

400,000

200,000

0
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40
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0

（％）

（t）

（年度）

630,296 622,377

440,168 460,042484,428

2018 2019 2020 2021 2022

8686 85 84 86

※海外は産業廃棄物なし

※海外は産業廃棄物なし※海外は産業廃棄物なし

【連結・国内のみ※】産業廃棄物項目別排出量・リサイクル量・最終処分量・リサイクル率

★1,144千m3

Output　個別データOutput　個別データ

環境データ

※集計対象範囲を2022年度より連結（国内）から連結に変更したため、過年度に遡り修正しています。

※集計対象範囲を2022年度より連結（国内）から連結に変更したため、過年度に遡り修正しています。

※集計対象範囲を2022年度より単体から連結（国内）に変更したため、過年度に遡り修正しています。 ※集計対象範囲を2022年度より単体から連結（国内）に変更したため、過年度に遡り修正しています。
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森林認証取得率

600,000

500,000

400,000

300,000

200,000

100,000

0
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40

20

0
2020 2021 20222019 （年度）

305,571

46,987

88.2
99.3

50,198

375,634

57,861

391,604

89.1

86.7
58,700

481,024

（%）（m3）

環境に関する規制の順守状況※1

温室効果ガス排出量

※1 温室効果ガス、汚染物質、廃棄物排、水質、水量
※2 工事現場における振動・騒音関連、廃棄物管理状況 など （訴訟、行政指導、行政処分とならないもの）

環境関連法規制などの違反に伴う環境への影響
環境関連法規に関する罰金、過料などの金額
環境関連法規に関する罰金、過料などの件数
環境関連の訴訟
環境関連クレーム※2

スコープ1+2（t-CO2e）

なし
0円
0件
0件
0件

2022年度

エネルギー消費量

水資源投入量

2,689.33 2,395.81 2,605.37

2022年度2021年度2020年度

2022年度2021年度2020年度

2022年度2021年度2020年度

※「品川イーストワンタワー」の数値のみ

※全国で管理する賃貸住宅は、オーナー様が保有する不動産施設であり、
　当社グループは「賃貸経営受託システム」によって、賃貸経営をサポートしています。

環境データ

Output　個別データ

保有する不動産関連データ　

第三者保証　

本レポート「サステナビリティレポート2023」に記載されている★の付された2022年度の環境データに
ついて、信頼性を確保するため、デロイト トーマツ サステナビリティ株式会社による第三者保証を受け
ました。

当社グループが保有する不動産施設として、本社ビル「品川イーストワンタワー」および「ROOFLAG賃貸住
宅未来展示場」の環境データは下記のとおりです。

電気（GJ）

蒸気（GJ）

冷水（GJ）

46,453

0

0

44,545

0

0

44,979

0

0

上水（㎥）

再上水（㎥）

52,923

1,786

49,061

7,064

65,140

1,980
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定義：
仕上材・設備機器構造材 森林認証材率

※構造材は調達実績値､仕上材･設備機器に含まれる木材量は資材調達金額からの推定値
※森林認証材率は全木材調達量に対する森林認証材量 (FSC､PEFC､合法木材認定材等) の割合
※2022年度は上記の森林認証材量に加え､低リスク国からの木材調達量およびモニタリング検証

済木材調達量を含む



森林認証取得率

定義：
※構造材は調達実績値、仕上材・設備機器に含まれる木材量は資材調達金額からの推定値
※森林認証材率は全木材調達量に対する森林認証材量（FSC、PEFC、合法木材認定材等）の割合

 

 

仕上材・設備機器構造材 森林認証材率
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481,024

（%）（m3）

環境に関する規制の順守状況※1

温室効果ガス排出量

※1 温室効果ガス、汚染物質、廃棄物排、水質、水量
※2 工事現場における振動・騒音関連、廃棄物管理状況 など （訴訟、行政指導、行政処分とならないもの）

環境関連法規制などの違反に伴う環境への影響
環境関連法規に関する罰金、過料などの金額
環境関連法規に関する罰金、過料などの件数
環境関連の訴訟
環境関連クレーム※2

スコープ1+2（t-CO2e）

なし
0円
0件
0件
0件

2022年度

エネルギー消費量

水資源投入量

2,689.33 2,395.81 2,605.37

2022年度2021年度2020年度

2022年度2021年度2020年度

2022年度2021年度2020年度

※「品川イーストワンタワー」の数値のみ

※全国で管理する賃貸住宅は、オーナー様が保有する不動産施設であり、
　当社グループは「賃貸経営受託システム」によって、賃貸経営をサポートしています。

環境データ

Output　個別データ

保有する不動産関連データ　

第三者保証　

本レポート「サステナビリティレポート2023」に記載されている★の付された2022年度の環境データに
ついて、信頼性を確保するため、デロイト トーマツ サステナビリティ株式会社による第三者保証を受け
ました。

当社グループが保有する不動産施設として、本社ビル「品川イーストワンタワー」および「ROOFLAG賃貸住
宅未来展示場」の環境データは下記のとおりです。

電気（GJ）

蒸気（GJ）

冷水（GJ）

46,453

0

0

44,545

0

0

44,979

0

0

上水（㎥）

再上水（㎥）

52,923

1,786

49,061

7,064

65,140

1,980
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従業員の雇用

※５ 2022年度に育児休暇を取得した男性従業員数／2022年度に子が誕生した男性従業員数
※６ （　）内は当該年度末の翌日4月1日時点の実績、【2020年度】2021年4月1日、【2021年度】2022年4月1日、【2022年度】2023年4月1日
※７ 執行役員は含めない
※８ 2020年度、2021年度は新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、健康診断二次検査受診率が低下

資格取得者数※9

大東建託グループみらい基金　2022年度支援団体

ダイバーシティ&インクルージョン、健康経営
お客様からの声

協力会社様とのかかわり

労働安全衛生

地域のみなさまとのかかわり

※11  調査は㈱リンクアンドモチベーション「エンゲージメントサーベイ」において2021年度より実施し、同社の算定基準による偏差値（他社平均50.0)
※12 大東建託㈱、大東建託パートナーズ㈱、大東建託リーシング㈱の3社

社会データ

連結
連結
単体
単体
単体
単体
単体
単体
単体
単体

   主要3社※3

主要3社
主要3社

従業員数※1

平均臨時雇用人員
平均年齢
平均勤続年数
離職率（自己都合）
平均年間給与
男女間賃金格差※2

中途採用比率
中途採用比率（うち男性比率）
中途採用比率（うち女性比率）
新卒採用従業員数※4

新卒採用従業員数（うち男性）※4
新卒採用従業員数（うち女性）※4

人
人
歳
年
％
千円
％
％
％
％
人
人
人

17,422

4,127

43.5

9.9

11.0

7,832

-

73.1

81.9

18.1

388

250

138

17,650

4,135

43.7

10.4

11.9

8,280

-

77.6

84.2

15.8

417

262

155

17,851

4,159

43.9

10.7

12.3

8,490

68.6

89.4

78.1

21.9

217

138

79

主要3社※10

主要3社
主要3社
主要3社
主要3社
主要3社
主要3社
主要3社
主要3社
主要3社
主要3社
主要3社
主要3社
主要3社
主要3社
主要3社

一級建築士
二級建築士
1級建築施工管理技士
2級建築施工管理技士
宅地建物取引士
賃貸不動産経営管理士
管理業務主任者
測量士
土地家屋調査士
不動産鑑定士
公認会計士
税理士（全科目）
弁護士
社会保険労務士
行政書士
応用情報技術者

人
人
人
人
人
人
人
人
人
人
人
人
人
人
人
人

単体
単体
単体
単体
単体
単体
単体
単体
単体
グループ
単体
単体
単体
単体

単体
単体
単体
単体
単体
単体
グループ

有給休暇取得率
総労働時間
法定外労働時間（月平均）
男性育児休業取得率※5

女性労働者割合
女性労働者採用割合

女性管理職割合※6

女性役員割合※7

障がい者雇用率
健康診断受診率
健康診断二次検査受診率※8

ストレスチェック受検率
喫煙率

％
時間
時間
％
％
％
％
％
％
％
％
％
％
％

76.4

2,060.4

14.6

114.5

14.8

19.6

4.6

(4.9)

8.3

2.95

100

67.9

90.3

40.9

81.6

2,168.2

16.7

106.6

14.8

18.3

4.8

(5.1)

7.1

3.04

100

65.0

90.9

40.3

83.8

2,186.6

16.8

1 1 9 .1

15.6

22.4

5.1

(5.6)

7.1

3.07

100

100

95.5

39.2

主要3社※12

単体エンゲージメントスコア（偏差値）
54.8

53.8

̶
̶

̶
̶

57.2

56.6

1,413

1,348

1,968

438

2,499

1,381

238

25

7

1

3

3

6

20

31

24

1,383

1,334

1,957

431

2,566

1,475

242

25

7

1

3

4

6

20

32

26

1,341

1,322

1,937

441

2,759

1,646

243

24

7

1

4

5

6

20

33

28

※９  取得者数には資格試験合格者も含む
※10 大東建託㈱、大東建託パートナーズ㈱、大東建託リーシング㈱の3社

完成時アンケート満足率
入居後アンケート満足率

%
%

施工現場の労働災害件数（休業４日以上）
施工現場の労働災害件数（休業１日以上）
施工現場の労働災害件数（不休）
施工現場の死亡に至った労働災害件数
施工現場の労働災害度数率※13（休業４日以上）
施工現場の労働災害度数率※13（休業１日以上）
安否確認訓練回答率

件
件
件
件
%
%
%

26

32

18

1

1.75

2.15

98.8

19

19

18

0

1.25

1.25

96.5

22

25

22

2

1.37

1.56

98.1

※13  度数率とは、100万延労働時間当たりの労働災害による死傷者数、災害発生の頻度を表す（1人工当たり8時間として算定）

単体
単体
グループ
̶

地域貢献活動の実施件数※14

大東建託グループみらい基金※15参加従業員数
大東建託グループみらい基金募金額
大東建託グループみらい基金支援団体数

件
人
万円
団体

147

4,927

4,139

16

211

4,028

3,296

16

276

3,792

3,180

14

※14  地域のボランティア活動などに参加し、地域課題の解決や自治体・地域の団体と連携して地域の活性化を図る活動
　　   2022年12月28日をもって、所在地域の課題解決に貢献するアイデアを募集・実践する当社オリジナルプログラムSDGsアワード地域コミュニケーション部門へ移管
※15  従業員から募金を募り、「地方創生」「災害復興」に関わる活動を行う団体への支援

84.0 

80.0 

84.3 

78.9 

85.1

79.1

̶
̶

不動産協力会社様数
設計施工協力会社様数

店舗
社

13,139

8,976

13,188

9,174

13,260

9,894

̶
̶

項目 単位 2020年度 2021年度 範囲2022年度 項目 単位 2020年度 2021年度 範囲2022年度

項目 単位 2020年度 2021年度 範囲2022年度

項目 単位 2020年度 2021年度 範囲2022年度

項目 単位 2020年度 2021年度 範囲2022年度

項目 単位 2020年度 2021年度 範囲2022年度

項目 単位 2020年度 2021年度 範囲2022年度

項目 単位 2020年度 2021年度 範囲2022年度

認定NPO法人 日本レスキュー協会
ARTS for HOPE 
公益社団法人 阿蘇グリーンストック
NPO法人 コンパスの会
NPO法人 にわとりの会
NPO法人 日本冒険遊び場づくり協会
NPO法人 みなとラグビースクール
NPO法人 STARS 
ゆりあげかもめ
NPO法人 はぁとスペース
NPO法人 プラス・アーツ
NPO法人 フリー・ザ・チルドレン・ジャパン
公益財団法人 九州盲導犬協会
NPO法人 ACE 

災害救助犬、セラピードッグの育成・派遣
心に傷を抱えた子供をアート活動を通じて応援
熊本・阿蘇地域における自然保全、農業体験事業
知的障がい者へ働く機会の提供・支援
「多言語環境で育つ子供たち」を支援
全国の冒険遊び場づくりの支援
ラグビーを通じた子供たちの健全育成や地域振興活動
障がい者支援、放課後デイサービス事業
東日本大震災の経験を語り継ぎ、防災教育の必要性を普及
障がい者も健常者も一緒に楽しく生活できる思いやりスペース作り
防災活動が地域に根付くように支援
貧困や差別から子供を解放するため、子供対象の啓発プログラムを実施
盲導犬の育成・訓練
子供・若者が自らの意思で人生や社会を築けるように支援

支援先活動内容

※１ 就業人員数を表示
※２ 男性従業員の平均年収を100％とした場合の女性従業員の比率、2022年度より集計開始
※３ 大東建託㈱、大東建託パートナーズ㈱、大東建託リーシング㈱の3社
※４ 当該年度4月1日時点の実績

従業員エンゲージメント調査※11

支援先団体
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従業員の雇用

※５ 2022年度に育児休暇を取得した男性従業員数／2022年度に子が誕生した男性従業員数
※６ （　）内は当該年度末の翌日4月1日時点の実績、【2020年度】2021年4月1日、【2021年度】2022年4月1日、【2022年度】2023年4月1日
※７ 執行役員は含めない
※８ 2020年度、2021年度は新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、健康診断二次検査受診率が低下

資格取得者数※9

大東建託グループみらい基金　2022年度支援団体

ダイバーシティ&インクルージョン、健康経営
お客様からの声

協力会社様とのかかわり

労働安全衛生

地域のみなさまとのかかわり

※11  調査は㈱リンクアンドモチベーション「エンゲージメントサーベイ」において2021年度より実施し、同社の算定基準による偏差値（他社平均50.0)
※12 大東建託㈱、大東建託パートナーズ㈱、大東建託リーシング㈱の3社

社会データ

連結
連結
単体
単体
単体
単体
単体
単体
単体
単体

   主要3社※3

主要3社
主要3社

従業員数※1

平均臨時雇用人員
平均年齢
平均勤続年数
離職率（自己都合）
平均年間給与
男女間賃金格差※2

中途採用比率
中途採用比率（うち男性比率）
中途採用比率（うち女性比率）
新卒採用従業員数※4

新卒採用従業員数（うち男性）※4
新卒採用従業員数（うち女性）※4

人
人
歳
年
％
千円
％
％
％
％
人
人
人

17,422

4,127

43.5

9.9

11.0

7,832

-

73.1

81.9

18.1

388

250

138

17,650

4,135

43.7

10.4

11.9

8,280

-

77.6

84.2

15.8

417

262

155

17,851

4,159

43.9

10.7

12.3

8,490

68.6

89.4

78.1

21.9

217

138

79

主要3社※10

主要3社
主要3社
主要3社
主要3社
主要3社
主要3社
主要3社
主要3社
主要3社
主要3社
主要3社
主要3社
主要3社
主要3社
主要3社

一級建築士
二級建築士
1級建築施工管理技士
2級建築施工管理技士
宅地建物取引士
賃貸不動産経営管理士
管理業務主任者
測量士
土地家屋調査士
不動産鑑定士
公認会計士
税理士（全科目）
弁護士
社会保険労務士
行政書士
応用情報技術者

人
人
人
人
人
人
人
人
人
人
人
人
人
人
人
人

単体
単体
単体
単体
単体
単体
単体
単体
単体
グループ
単体
単体
単体
単体

単体
単体
単体
単体
単体
単体
グループ

有給休暇取得率
総労働時間
法定外労働時間（月平均）
男性育児休業取得率※5

女性労働者割合
女性労働者採用割合

女性管理職割合※6

女性役員割合※7

障がい者雇用率
健康診断受診率
健康診断二次検査受診率※8

ストレスチェック受検率
喫煙率

％
時間
時間
％
％
％
％
％
％
％
％
％
％
％

76.4

2,060.4

14.6

114.5

14.8

19.6

4.6

(4.9)

8.3

2.95

100

67.9

90.3

40.9

81.6

2,168.2

16.7

106.6

14.8

18.3

4.8

(5.1)

7.1

3.04

100

65.0

90.9

40.3

83.8

2,186.6

16.8

1 1 9 .1

15.6

22.4

5.1

(5.6)

7.1

3.07

100

100

95.5

39.2

主要3社※12

単体エンゲージメントスコア（偏差値）
54.8

53.8

̶
̶

̶
̶

57.2

56.6

1,413

1,348

1,968

438

2,499

1,381

238

25

7

1

3

3

6

20

31

24

1,383

1,334

1,957

431

2,566

1,475

242

25

7

1

3

4

6

20

32

26

1,341

1,322

1,937

441

2,759

1,646

243

24

7

1

4

5

6

20

33

28

※９  取得者数には資格試験合格者も含む
※10 大東建託㈱、大東建託パートナーズ㈱、大東建託リーシング㈱の3社

完成時アンケート満足率
入居後アンケート満足率

%
%

施工現場の労働災害件数（休業４日以上）
施工現場の労働災害件数（休業１日以上）
施工現場の労働災害件数（不休）
施工現場の死亡に至った労働災害件数
施工現場の労働災害度数率※13（休業４日以上）
施工現場の労働災害度数率※13（休業１日以上）
安否確認訓練回答率

件
件
件
件
%
%
%

26

32

18

1

1.75

2.15

98.8

19

19

18

0

1.25

1.25

96.5

22

25

22

2

1.37

1.56

98.1

※13  度数率とは、100万延労働時間当たりの労働災害による死傷者数、災害発生の頻度を表す（1人工当たり8時間として算定）

単体
単体
グループ
̶

地域貢献活動の実施件数※14

大東建託グループみらい基金※15参加従業員数
大東建託グループみらい基金募金額
大東建託グループみらい基金支援団体数

件
人
万円
団体

147

4,927

4,139

16

211

4,028

3,296

16

276

3,792

3,180

14

※14  地域のボランティア活動などに参加し、地域課題の解決や自治体・地域の団体と連携して地域の活性化を図る活動
　　   2022年12月28日をもって、所在地域の課題解決に貢献するアイデアを募集・実践する当社オリジナルプログラムSDGsアワード地域コミュニケーション部門へ移管
※15  従業員から募金を募り、「地方創生」「災害復興」に関わる活動を行う団体への支援

84.0 

80.0 

84.3 

78.9 

85.1

79.1

̶
̶

不動産協力会社様数
設計施工協力会社様数

店舗
社

13,139

8,976

13,188

9,174

13,260

9,894

̶
̶

項目 単位 2020年度 2021年度 範囲2022年度 項目 単位 2020年度 2021年度 範囲2022年度

項目 単位 2020年度 2021年度 範囲2022年度

項目 単位 2020年度 2021年度 範囲2022年度

項目 単位 2020年度 2021年度 範囲2022年度

項目 単位 2020年度 2021年度 範囲2022年度

項目 単位 2020年度 2021年度 範囲2022年度

項目 単位 2020年度 2021年度 範囲2022年度

認定NPO法人 日本レスキュー協会
ARTS for HOPE 
公益社団法人 阿蘇グリーンストック
NPO法人 コンパスの会
NPO法人 にわとりの会
NPO法人 日本冒険遊び場づくり協会
NPO法人 みなとラグビースクール
NPO法人 STARS 
ゆりあげかもめ
NPO法人 はぁとスペース
NPO法人 プラス・アーツ
NPO法人 フリー・ザ・チルドレン・ジャパン
公益財団法人 九州盲導犬協会
NPO法人 ACE 

災害救助犬、セラピードッグの育成・派遣
心に傷を抱えた子供をアート活動を通じて応援
熊本・阿蘇地域における自然保全、農業体験事業
知的障がい者へ働く機会の提供・支援
「多言語環境で育つ子供たち」を支援
全国の冒険遊び場づくりの支援
ラグビーを通じた子供たちの健全育成や地域振興活動
障がい者支援、放課後デイサービス事業
東日本大震災の経験を語り継ぎ、防災教育の必要性を普及
障がい者も健常者も一緒に楽しく生活できる思いやりスペース作り
防災活動が地域に根付くように支援
貧困や差別から子供を解放するため、子供対象の啓発プログラムを実施
盲導犬の育成・訓練
子供・若者が自らの意思で人生や社会を築けるように支援

支援先活動内容

※１ 就業人員数を表示
※２ 男性従業員の平均年収を100％とした場合の女性従業員の比率、2022年度より集計開始
※３ 大東建託㈱、大東建託パートナーズ㈱、大東建託リーシング㈱の3社
※４ 当該年度4月1日時点の実績

従業員エンゲージメント調査※11

支援先団体
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コーポレートガバナンス
項目 単位 2020年度 2021年度 範囲2022年度

コンプライアンス

イニシアティブへの参画・外部評価・外部基準 

FTSE Blossom Japan
Sector Relative Index

SBT RE100 TCFD

S&P/JPXカーボン
エフィシェント指数

気候変動イニシアチブ（JCI） 30by30アライアンス GXリーグ

エコファースト

国連グローバルコンパクト

「サプライヤー
・エンゲージメント・リーダー」

「林野庁長官賞」 第2回フェーズフリーアワード
「オーディエンス賞」

第5回エコプロアワード
「優秀賞」

ハタラクエール2023
「優良福利厚生法人(部門賞)」

「ベストモチベーション
カンパニーアワード2023」

「健康経営優良法人」 「スポーツエールカンパニー」 
（スポーツ庁）

D&I Award 2022
「ベストワークプレイス」

PRIDE指標2022
「シルバー認定」

EP100

SOMPO 
Sustainability Index

2022年8月～ 構成銘柄再選定 2018年～ 選定 2023年6月選定
2020年10月認定取得

2019年１月認定取得 2019年１月加盟 2019年4月賛同表明 2020年８月加盟

2018年９月表明

（国際環境非営利団体ＣＤＰ）
2023年3月選定（2年連続）

（福利厚生表彰・認証制度実行委員会）
2023年3月受賞

Business for
Marriage Equality

EqualityActJapan

2023年2月認定(5年連続、ブロンズ)

（任意団体work with Pride）
2022年11月受賞（2年連続）

（株式会社Job Rainbow）
2023年2月選出

（株式会社リンクアンドモチベーション）
2023年3月受賞

（経済産業省および日本健康会議）
2023年3月認定
※大東建託パートナーズ㈱、
　大東コーポレートサービス㈱の2社は
　ホワイト500に認定

※大東建託パートナーズ㈱
　（福利厚生推進法人）

※大東建託パートナーズ㈱
　（５年連続、ブロンズ＋）、
　大東建託リーシング㈱、
　㈱ガスパル、
　大東コーポレートサービス㈱
　の4社も認定

（一般社団法人フェーズフリー協会）
2022年9月受賞

（木材利用推進中央協議会）
2022年11月受賞

2022年４月表明 2022年基本構想時より賛同表明 2023年６月署名

（一般社団法人サステナブル経営推進機構）
2022年9月「ぼ・く・ラボ賃貸 niimo（ニーモ）」
が受賞

(LGBT法連合会､国際人権NGO「ヒューマン・
ライツ・ウォッチ」､アスリート・アライ」の3団体
が協働する国際署名キャンペーン)
2023年8月表明

(日本で活動する3つの非営利団体による、婚
姻の平等（同性婚の法制化）に賛同する企業を
可視化するためのキャンペーン)
2023年8月表明

ガバナンスデータ

単体
単体
単体
単体
単体
単体
単体
単体
単体

社外取締役比率
取締役の平均年齢（社内）
取締役の平均年齢（社外）
取締役会開催回数
取締役会出席率
ガバナンス委員会開催回数
ガバナンス委員会出席率
指名・報酬委員会開催回数
指名・報酬委員会出席率

%
歳
歳
回
%
回
%
回
%

33.3

56.3

64.0

13

91.7

10

91.4

—

—

36.4

56.4

62.8

13

91.8

12

90.6

2

100

36.4

57.4

63.8

14

99.5

12

97.9

11

98.2

グループ
グループ
グループ
グループ
グループ

コンプライアンス研修
コンプライアンス浸透度※1

内部通報（相談含む）
グループコンプライアンス連絡会議開催回数※1

重大なコンプライアンス違反件数

回
％
件
回
件

4

88.3

294

9

0

7

86.2

327

3

0

6

86.9

368

6

1※2

項目 単位 2020年度 2021年度 範囲2022年度

※1  2021年度以前は単体の実績
※2  不適切会計
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コーポレートガバナンス
項目 単位 2020年度 2021年度 範囲2022年度
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2022年8月～ 構成銘柄再選定 2018年～ 選定 2023年6月選定
2020年10月認定取得

2019年１月認定取得 2019年１月加盟 2019年4月賛同表明 2020年８月加盟
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Business for
Marriage Equality
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2023年2月認定(5年連続、ブロンズ)

（任意団体work with Pride）
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（株式会社Job Rainbow）
2023年2月選出

（株式会社リンクアンドモチベーション）
2023年3月受賞

（経済産業省および日本健康会議）
2023年3月認定
※大東建託パートナーズ㈱、
　大東コーポレートサービス㈱の2社は
　ホワイト500に認定

※大東建託パートナーズ㈱
　（福利厚生推進法人）

※大東建託パートナーズ㈱
　（５年連続、ブロンズ＋）、
　大東建託リーシング㈱、
　㈱ガスパル、
　大東コーポレートサービス㈱
　の4社も認定

（一般社団法人フェーズフリー協会）
2022年9月受賞

（木材利用推進中央協議会）
2022年11月受賞

2022年４月表明 2022年基本構想時より賛同表明 2023年６月署名

（一般社団法人サステナブル経営推進機構）
2022年9月「ぼ・く・ラボ賃貸 niimo（ニーモ）」
が受賞

(LGBT法連合会､国際人権NGO「ヒューマン・
ライツ・ウォッチ」､アスリート・アライ」の3団体
が協働する国際署名キャンペーン)
2023年8月表明

(日本で活動する3つの非営利団体による、婚
姻の平等（同性婚の法制化）に賛同する企業を
可視化するためのキャンペーン)
2023年8月表明

ガバナンスデータ

単体
単体
単体
単体
単体
単体
単体
単体
単体

社外取締役比率
取締役の平均年齢（社内）
取締役の平均年齢（社外）
取締役会開催回数
取締役会出席率
ガバナンス委員会開催回数
ガバナンス委員会出席率
指名・報酬委員会開催回数
指名・報酬委員会出席率

%
歳
歳
回
%
回
%
回
%

33.3

56.3

64.0

13

91.7

10

91.4

—

—

36.4

56.4

62.8

13

91.8

12

90.6

2

100

36.4

57.4

63.8

14

99.5

12

97.9

11

98.2

グループ
グループ
グループ
グループ
グループ

コンプライアンス研修
コンプライアンス浸透度※1

内部通報（相談含む）
グループコンプライアンス連絡会議開催回数※1

重大なコンプライアンス違反件数

回
％
件
回
件

4

88.3

294

9

0

7

86.2

327

3

0

6

86.9

368

6

1※2

項目 単位 2020年度 2021年度 範囲2022年度

※1  2021年度以前は単体の実績
※2  不適切会計
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※本冊子に記載されているすべての情報は、著作権法およびその他の法律により保護されています。
　無断での引用や転載、複製は禁じられています。

サステナビリティレポート 2023（2023.9_02）

フリーダイヤル受付時間/午前10:00~午後5：00
（土日・祝日・夏期・年末年始の休業日を除きます。）

大東建託株式会社　〒108-8211 東京都港区港南 2-16-1  　https://www.kentaku.co.jp

お客様サービス部

0120-1673-43
cs@kentaku.co.jp

https://www.kentaku.co.jp
mailto:cs@kentaku.co.jp



